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序     文 

 
ホンジュラス共和国（以下「ホンジュラス」）は、2015 年までの初等教育の完全就学達成およびス

ペイン語・算数の学力向上を教育セクターの開発目標として掲げ、多くのドナーの支援を得てさまざ

まな取り組みを行っています。 
我が国は、無償資金協力「国立教育実践研究所建設」（1989 年）や青年海外協力隊派遣事業による

算数教育分野での活動（1989 年から現在も継続実施中）、初等教育課程（第 1‐6 年生）算数科の教

師用指導書および児童用作業帳の開発ならびに現職教員に対する研修を行う技術協力プロジェクト

「算数指導力向上プロジェクト（以下「PROMETAM」）フェーズ I」（2003 年 4 月 1 日から 2006 年 3
月 31 日まで）等、算数教育の質的向上を目指した協力を実施してきました。PROMETAM フェーズ

I で開発された教師用指導書および児童用作業帳は、ホンジュラス教育省により国定教材として認定

を受け、2005 年に全国の学校に配布されました。また、2005 年に実施されたプロジェクト活動のイ

ンパクト調査の結果、プロジェクトで開発された教師用指導書を使用した教員研修が教師の指導力向

上に寄与すること、また児童用作業帳の適切な使用が児童の学力向上に寄与することが確認されまし

た。 
これら協力の成果を受けてホンジュラス政府から我が国に対し、全国配布された教師用指導書・児

童用作業帳の活用・定着と、中米カリブ地域における協力成果の共有を目的とした支援が要請されま

した。2006 年 4 月 1 日より、１）「国内コンポーネント」（ホンジュラス国内における、教員養成課

程・現職教員に対する PROMETAM フェーズ I 開発教材の普及・活用事業に対する支援）、および２）

「広域コンポーネント（中米カリブ 4 カ国1の算数指導力向上のための中核人材（コアグループ）育

成に対する支援）、の 2 つの事業を軸とする「算数指導力向上プロジェクト（PROMETAM）フェー

ズ II」が開始されました。 
今般、PROMETAM フェーズ II の協力開始から 2 年半が経過したことから、プロジェクトの進捗状

況、目標および成果達成状況について確認するため、2008 年 11 月 8 日から同年 11 月 28 日まで中間

評価調査団を派遣しました。本報告書は、同評価調査結果をとりまとめたものであり、今後のプロジ

ェクトの実施にあたって広く活用されることを願うものです。 
ここに、本調査にご協力をいただいた関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一層の

ご支援をお願いする次第です。 
 
平成 21 年 4 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

 人間開発部部長 
西脇 英隆 

                                                   
1 エルサルバドル、ニカラグア、グアテマラ、ドミニカ共和国の 4 カ国。 





 
 

略 語 表 

略語 正式名 日本語 

BID（IBD） Banco Interamericano de Desarrollo（ 

Interamerican Development Bank） 

米州開発銀行 

C/P Contraparte （Counterpart） カウンターパート 

CT Cuaderno de Trabajo 児童用作業帳 

DCNB Diseño Curricular Nacional de 

Educación Básica 

国家基礎教育カリキュラム 

EFA Education for All 万人のための教育 

FID Formación Incial de Docentes 基礎教育教員養成課程 

FONAC Foro Nacional de Convergencia 国民フォーラム 

FTI Fast Track Initiative ファスト・トラック・イニシアティブ 

GM Guía para Maestros y maestras 教師用指導書 

GTZ Gesellschaft für Technische 

Zusammenarbeit 

ドイツ技術協力公社 

INICE Instituto Nacional de Investigación y 

Capacitación Educativa 

国立教育実践研究所 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊 

MERECE Mesa Redonda de Cooperantes Externos 

en Educación 

教育セクタードナー会合 

MDGs Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

MIDEH Mejorando el Imacto al Desempeño 

Estudiantil de Hunduras 

学習効果向上プロジェクト 

M/M Minute of Meeting ミニッツ（議事録） 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マネジメント 

PO Plan of Operation 活動計画表 

PROMETAM Proyecto para el Mejoramiento de la 

Enseñanza Técnica en el Area de 

Matemática  

算数指導力向上プロジェクト 

PRSP Poverty Reduction Strategy Paper 貧困削減戦略ペーパー 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

SETCO Secretaria Técnica de Cooperación 

Internacional 

国際協力庁 



 
 

SINAFOD Sistema Nacional de Formación 

Docente 

国家教員養成研修システム 

UMCE Unidad Externa de Medición de la 

Calidad de la Educación 

国立教育大学外部評価ユニット 

UPN Universidad Pedagógica Nacional 国立教育大学 

USAID United States Agency for International 

Development 

米国国際開発庁 

 



 

 

中間評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ホンジュラス共和国 案件名：算数指導力向上プロジェクト（PROMETAM）フ
ェーズ II  

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部基礎教育グループ
基礎教育第二課 

協力金額：約 5.35 億円（2007 年度までの支出実績および
2008 年度以降計画額の合計） 

先方関係機関：教育省 協力期間：（R/D）2006 年 4 月 1 日～2011
年 3 月 31 日（5 年間） 

日本側協力機関名：筑波大学等 

１－１ 協力の背景と概要 
ホンジュラス共和国（以下「ホンジュラス」）は、2015 年までの初等教育の完全就学達成とスペイ

ン語・算数の学力向上を目指している（ホンジュラス EFA-FTI1計画、2003）。しかし現状は、純就学

率が 94％と高い一方で修了率は 83%にとどまり、入学児童の約 3 分の 1 が小学校卒業より前に中退

している2。また留年率も高く、入学後 1 度も留年せずに正規の 6 年間で初等教育を修了する児童は

34%である。従って留年と中退の克服が上記目標達成のための主要課題である。 
これに対し、わが国は、無償資金協力（国立教育実践研究所（INICE3）建設：1989 年）やボラン

ティア派遣（算数教育分野関連（1989-現在））、教材開発（教師用指導書・児童用作業帳）と同教材

を活用した現職教員研修等を行う技術協力プロジェクト「算数指導力向上プロジェクト」

（2003.4-2006.3、以下フェーズ I）等の算数を中心とした協力を実施してきた。 
かかる経緯のもとホンジュラス政府からの日本政府への要請に基づき、1）国内コンポーネント（教

員養成課程・現職教員に対するフェーズ I 開発教材の普及・活用事業）、および 2）広域コンポーネ

ント（域内 5 カ国の算数指導力向上のための中核人材（コアグループ）育成事業）、の 2 つの事業を

基軸とする「算数指導力向上プロジェクト フェーズ II」を 2006 年 4 月 1 日より 5 年間の予定で開

始した。JICA は、同プロジェクトを中心とした算数分野の技術協力プロジェクトを現在中米カリブ

5 カ国4において実施中であり、これら 5 案件を「算数大好き」広域プロジェクトと総称している。
 
１－２ 協力内容 
【ホンジュラス国内コンポーネント】 

（１）上位目標 

1～6 年生（児童の）算数科学力が向上する。 
（２）プロジェクト目標 

現職教員、国立教育大学およびノルマル校5の基礎教育教員養成課程（FID）学生の 1～6 年生

算数指導力が向上する。 
（３）成果 

                                                   
1 Education for All-Fast Track Initiative: EFA-FTI. 国連ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）であ

る「2015 年までの初等教育の完全普及」の達成に向けて、貧困削減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategy Paper: 
PRSP）と教育セクター計画を策定した国のうち、外部からの援助なく 2015 年までに初等教育の完全普及を達成する

のが困難な国々に対し、ドナー支援を優先的に投入して上記目標の達成を促進するパートナーシッププログラム。

現在、ホンジュラスを含む 35 カ国がセクター計画について承認を受けている。 
2 ホンジュラス教育省データ（第 7 回 EFA 評価会、2008 年）。 
3 Instituto Nacional de Investigación y Capacitación Educativa: INICE. 
4 ホンジュラスの他、以下４案件が実施されている。（エルサルバドル初等教育算数指導力向上（2006.4.1～2009.3.31）、
ニカラグア初等教育算数指導力向上（2006.4.1～2011.3.31）、グアテマラ算数指導力向上（2006.4.1～2009.3.31）、ド

ミニカ共和国算数指導力向上（2005.5.10～2010.5.9））。 
5 ノルマル校：初等・中等学校が併設されている教員養成校。後期中等教育レベルに相当する初等教員養成課程を有

する。一部のノルマル校では、大学卒業資格が付与される基礎教育教員養成課程（Formación Inicial de Docentes: FID）

が開設されている。 



 

 

成果１： 1～6 年生算数の教師用指導書、児童用作業帳が改訂される。 
成果２：（新規教員養成）12 ノルマル校の数学教員と国立教育大学基礎教育教員養成課程（FID）

の数学教官が 1～6 年生算数の教師用指導書、児童用作業帳使用法に関して指導できる

ようになる。 
成果３：（現職教員研修）国レベル講師が 1～6 年生の算数の教師用指導書、児童用作業帳使用

法に関して指導できるようになる(教育省 INICEが国家現職教員研修を実施した場合)。
成果４：算数教育に関する一般的な関心が高まる。 

 
【広域コンポーネント】 

（１）上位目標 

対象国における教員の算数指導力が向上する。 
（２）プロジェクト目標 

対象国における算数指導法を向上するためのコアグループメンバーの能力が開発される。 
（３）成果 

成果１：コアグループメンバーが PROMETAM で開発された教材を基に各国で教師用指導書お

よび児童用作業帳を開発・改訂するために必要な能力を習得する。 
成果２：コアグループメンバーが各国において現職教員研修または新規教員養成を実施するた

めに必要な能力を習得する。 
成果３：対象国および他の国々の間でプロジェクトの経験が共有される。 

 
１－３ 投入（評価時点） 

【国内・広域共通】 

日本側： 
 長期専門家派遣 計 4 名 
 短期専門家派遣 計 9 名 
機材供与    なし 
在外事業強化費 14,323,187 レンピーラ 

 （支出実績ベース、1 レンピーラ=5.2 円：2008.11.20 レート） 
本邦研修    ホンジュラス計 7 名、広域各国計 31 名 
広域在外研修  ホンジュラス計 12 名、広域各国計 76 名 

         
ホンジュラス側： 
人員の配置   カウンターパート（プロジェクト専従）5 名 
施設、設備  INICE 施設内におけるプロジェクト事務所提供 
活動必要経費  人員の配置に要する経費（人件費） 
    施設、設備の維持管理に要する経費 

教材印刷・配布に要する経費（ノンプロ無償見返り資金、EFA 資金（コモンフ

ァンド））     
新規教員養成課程数学教官対象研修実施に要する経費（EFA 資金（コモンファ

ンド）） 

２．評価調査団の概要 

調査者 

団  長 ：神谷克彦  JICA 人間開発部次長兼基礎教育グループ長 
教育評価 ：村田敏雄  JICA 国際協力専門員 
協力企画 ：菅原美奈子 JICA 人間開発部基礎教育グループ基礎教育第二課 
評価分析 ：田中恵理香 グローバルリンクマネージメント社会開発部研究員 
通  訳 ：大田享子  （現地参加団員） 

調査期間 2008 年 11 月 8 日～2008 年 11 月 28 日 評価種類：中間評価 



 

 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

【ホンジュラス国内コンポーネント】 

（１）成果の達成状況 

 以下の通り、いずれの成果についてもおおむね達成（成果１）、あるいは、プロジェクト終了時点

までには達成される見通し（成果２、３、４）である。 
成果１： 1～6 年生算数の教師用指導書、児童用作業帳が改訂される。 

 2007 年 3 月に 1～6 年生の教師用指導書及び児童用作業帳のデザイン変更作業が完了し、教育省

の承認を得て、2008 年 7 月までに全国配布された。現行の国家基礎教育カリキュラムは暫定版で

あるため、カリキュラム改訂プロセスが進み最終版が完成した場合には、教師用指導書及び児童用

作業帳を最終版に合わせて改訂する必要がある。 
成果２：（新規教員養成）12 ノルマル校の数学教員と国立教育大学 FID の数学教官が 1～6 年生
算数の教師用指導書、児童用作業帳使用法に関して指導できるようになる。 
 プロジェクトで、ノルマル校の数学教員および国立教育大学 FID の数学教師に対して、教師用指

導書及び児童用作業帳の使用法に関する研修を計 6 回行った結果、いずれの回においても、研修受

講者の算数内容・指導法に関する知識の向上が見られる。専門家及びカウンターパート（C/P）が、

研修を受講したノルマル校教員と FID 教官の授業を観察した結果によれば、いくつかの評価項目で

改善が認められる。 
成果３：（現職教員研修）国レベル講師が 1～6 年生算数の教師用指導書、児童用作業帳使用法に
関して指導できるようになる(教育省 INICE が国家現職教員研修を実施した場合)。 
 プロジェクトで現職教員研修国レベル講師に対する教師用指導書及び児童用作業帳の使用法に

関する研修を計 6 回行った。研修の前後に実施した評価の結果、国レベル講師の算数指導法に関す

る知識の向上が見られた。 
成果４：算数教育に関する一般的な関心が高まる。 

 児童・教員の算数・数学教育に関する関心が高まりつつある。児童向けアンケートの集計・分析

結果では、「算数が前より好きになった」という指標等で若干の向上が見られる。教員に対するア

ンケート結果では「算数を教える意欲」等の項目で肯定的な回答が増加している。 
 
（２）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：現職教員、国立教育大学およびノルマル校の FID 学生の 1～6 年生算数指導
力が向上する。 

主要な指標には大きな変化が見られないものの、現職教員、FID 学生の算数指導力向上の兆

しは認められる。現職教員に関しては、教師用指導書・児童用作業帳を使用する教員が増加し

ているものの、その授業観察結果では、今のところ大きな変化は見られない。FID 学生に関し

ては、2008 年に行った学力・指導力テストの結果によれば、学力・指導力ともに向上が見ら

れるが、教育実習中の算数授業評価結果では、大きな変化は認められない。 
 
（３）上位目標の達成状況 

上位目標：1～6 年生（児童の）算数科学力が向上する。 
 国立教育大学外部評価ユニットが実施した EFA-FTI 指標の調査では、児童の成績に目立った変

化はない。しかしながら、プロジェクト関係者へのインタビューによれば、児童の算数に対する意

識や授業での取組みなどに変化が見え始めている。 
 
【広域コンポーネント】 

 広域コンポーネントの評価については、2008 年に実施した各国の中間評価あるいは終了時評価調

査の調査結果に基づいて行った。 
（１）成果の達成状況 

成果１：コアグループメンバーが PROMETAM で開発された教材を基に各国で教師用指導書・



 

 

児童用作業帳を開発・改訂するために必要な能力を習得する。 
コアグループメンバーの教材開発能力については、本邦研修・広域研修及び、PROMETAM 専門

家からの助言・支援を通じて向上したことが各プロジェクトの中間評価や終了時評価で確認されて

いる。各国における教師用指導書および児童用作業帳の開発は、一部の国でバリデーションに十分

な時間がかけられず、内容面に不安が残るものの、概ね計画どおり進んでいる。 
成果２：コアグループメンバーが各国において現職教員研修または新規教員養成を実施するた
めに必要な能力を習得する。 

広域各国での中間評価あるいは終了時評価で行なったインタビューでは、多くのコアグループメ

ンバーが、広域・本邦研修や広域専門家や短期専門家による支援や助言を通じて、研修実施能力が

向上したと回答している。また、各国において開発した教材の使用法に関する研修がコアグループ

メンバーによって行われている。 
成果３：対象国および他の国々の間でプロジェクトの経験が共有される。 

広域各国および広域協力対象国以外の中南米諸国（ボリビア、コロンビア）との間で、シンポジ

ウム、イベント等を通じて、プロジェクトの経験共有が図られた。 
 
（２）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：対象国における算数指導力を向上するためのコアグループメンバーの能力が
開発される。 

各国のコアグループメンバーは、プロジェクト活動を通じて、算数指導力（「算数・数学学力」、

「教材開発能力」、「研修実施能力」）が一定程度向上した。コアグループメンバーの能力伸張の傾

向をつかむため、PROMETAM 長期専門家により開発された「コアグループメンバー職能発達段階

仮説」に基づく自己評価を実施したところ、多くのメンバーが「教材開発能力」が最も向上したと

認識していることが分かった。他方、「研修実施能力」については、教材開発能力と比し、活動時

間が十分確保できなかったこと、プロジェクト活動に研修コンポーネントが組み込まれていなかっ

たこと等から、伸び率、達成度ともに伸びなやんでいる。 
 
（３）上位目標の達成状況 

上位目標：現職教員の初等教育における算数指導力が向上する。 
 現時点で各国の現職教員の初等教育における算数指導力が向上したかどうかについて判断する

ことは時期尚早であるが、現職教員の算数指導力にさまざまなインパクトが発現していることが各

国で確認されており、上位目標達成の兆しは見られる。 
 
３－２ 評価結果の要約 

 ホンジュラス国内コンポーネントの活動に関して、評価 5 項目の観点から、「算数大好き！」広域

プロジェクト 5 カ国と同様、「高い」、「中程度」、「低い」の 3 段階評価を行った。 
 
（１）妥当性（評価結果：高い） 

プロジェクトの計画は、ホンジュラス国のニーズおよび教育開発政策、日本政府の対ホンジュラ

ス ODA 政策に合致している。 
ホンジュラス国の開発政策および教育政策において、初等教育児童の算数の成績向上は、重要課

題となっている6。加えて、多くの教員は算数を教えることに対する不安を抱えており、算数指導

力の向上を目指したプロジェクトは同国の現状に合致している。 
日本の対ホンジュラス ODA 方針では、EFA 支援を最重課題として位置づけており、特に算数教

育の質の向上に貢献しうる教材開発、新規教員養成並びに現職教員再教育を中心課題としている7。

プロジェクトデザインは適切である。PROMETAM フェーズ１の成果に基づき、PROMETAM フ

                                                   
6貧困削減戦略ペーパー（Estategia para la Reducción de la Pobreza : ERP、2001 年）、EFA-FTI 計画（Plan Todos con Educación 

2003-2015）、教育セクター計画（Plan Estratégico del Sector Educación 2005-2015：2007 年改訂）。 
7 ODA データブック 2007。 



 

 

ェーズ１開発教材の国定化、域内協力の機運の高まりなどを踏まえて、適切なタイミングで形成さ

れた。新規教員養成と現職教員研修に対する支援を組み合わせることで相乗効果が得られるデザイ

ンになっている。また、日本の算数教育の質の高さは、国際学力比較調査8などで国際的にも認知

されており、日本の技術優位性を活用した協力である。JICA は、ホンジュラスにおける長期間の

算数教育支援の実績があるため、ドナー・コミュニティでの認知度も高い。 
 
（２）有効性（評価結果：中程度） 

成果は順調に達成されつつある。プロジェクト目標については、達成に向けた変化が認められる

ものの、まだ顕著なものではなく、プロジェクト目標が達成できるかどうかは今後の進捗にかかっ

ている。 
プロジェクト目標の達成度 
指標１：（現職教員対象）教師用指導書、児童用作業帳使用状況調査結果、算数授業評価結果 
プロジェクトが実施した調査（2007 年、2008 年）によれば、教師用指導書・児童用作業帳とも

に使用している教員が増加しており、指導・学習プロセスの改善に対する効果も確認された。一方、

プロジェクトが実施した授業観察（2007 年、2008 年）の結果では、教員が間違いを教えることが

減少した、など一部の項目で向上が見られるものの、全般的には大きな変化は見られない。 
指標２：（新規教員養成学生対象）算数指導法に関する講座評価結果、教育実習中の算数授業評価

結果 
プロジェクトで実施した国立教育大学テグシガルパ校 FID の算数指導法講座の評価結果では、

2008 年度は、講座開始時（2008 年 2 月）に比べ講座終了時（2008 年 8 月）に学力・指導力の向上

が見られた。FID の学生については算数教育に対する苦手意識が軽減された等の報告がなされてい

るものの、FID 在籍中の学生教育実習中の授業観察結果（2007 年、2008 年）では、全般的に大き

な変化は見られない。 
アウトプットとプロジェクト目標との因果関係 
プロジェクト目標達成のために、ほぼ適切な成果が設定されていると判断される。成果 4 につい

ては、その活動の対象グループを限定（成果 4 の指標「教員、児童、保護者に対するアンケート調

査結果」）することにより、成果とプロジェクト目標との関連がより明確になる。 
アウトプットからプロジェクト目標に至るための外部条件である「基礎教育分野における教育政

策が変更されない」については、教育政策の変更あるいは未確定要素が多いこととそれに伴う状況

の変化により、プロジェクトの活動計画が立てづらいなど、ある程度の影響を受けている。一般教

育法が未成立であること、初等教員養成課程に関する政府方針が一定していない9こと、FID 開講

に伴う予算措置が十分ではないこと等から、2008 年度は、国立教育大と一部のノルマル校の FID
で新入生を受け入れなかった。 

 
（３）効率性（評価結果：高い） 

適切な投入が実施され、適切な活動が計画・実施された。活用されていない投入は特にない。 
当初予定していた専門家 1 名が派遣されなかったが、効果的な研修計画を検討した結果パイロッ

ト地区での活動がなくなったことにより、結果的に活動に支障は出ていない。フェーズ 2 では、機

材は供与せず、フェーズ 1 で供与した機材を継続して有効活用している。C/P 5 名が専任で配置さ

れており、それぞれの担当分野で活動している。プロジェクト開始当初、C/P の配置と身分の確定

に時間を要し、その間、C/P が活動に専念できないことがあった。一部の C/P は算数・数学が専門

でなかったが、次第に算数教育の専門性を高めている。プロジェクト開始当初から、適切なプロジ

ェクト事務所が INICE 構内に提供されている。ローカルコストは、適切な時期に不足なく配分され

                                                                                                                                                                    
8 PISA（Programme for International Student Assessment）、TIMSS（Trends in International Mathematics and Science Study） 
9 2006 年に後期中等教育に相当するノルマル校における初等教育教員養成課程を廃止し、初等教員の養成は高等教育

課程（FID）のみで行われることとされたが、2007 年にノルマル校での後期中等教育による初等教員養成課程が復活

した。現在は、一部のノルマル校で後期中等教育課程と高等教育課程での初等教員養成が並存する状態となってい

る。 
10 Sistema Nacional de Formación Docente: SINAFOD. 



 

 

ている。プロジェクトによる新規教員養成課程教官向け研修、全国現職教員研修国レベル講師に対

する研修の実施に EFA 資金（コモンファンド）が配分されている。 
活動からアウトプットを達成するためには、外部条件として、C/P や、研修を受けた教官らがプ

ロジェクト期間中現在の地位にとどまることが必要である。 
 
（４）インパクト（評価結果：中程度） 

上位目標の達成見込みは、現在のところまだ明らかではないものの、児童の成績向上の兆しは見

られる。 
国立教育大学外部評価ユニットが実施した EFA-FTI 指標調査によれば、6 年生児童の算数の学力

は、全国テストの平均正答率が 2002 年で 38.5%、2007 年で 38.8%と大きな変化はない。インタビ

ューでは、「授業において児童が活発になった」、「児童が算数の授業を楽しんでいる」、という変化

が報告されている。上位目標達成を阻害しうる要因としては、教員組合のストライキ等により規定

の年間授業数（年間 200 日）が確保されていないことが挙げられる。 
プロジェクト目標が現職教員、FID 学生を対象としているので、上位目標で児童の学力向上を目

指していることは、ロジックとして適切である。長期的には児童の学力向上が見込まれるものの、

現状では、プロジェクト終了後 3～5 年での大幅な学力向上には困難が予想される。 
プロジェクト目標から上位目標に至るための外部条件「基礎教育カリキュラムに関わる教育政策

が変更されない」に関し、教育省では現在暫定版となっている国家基礎教育カリキュラムの改訂作

業を行っているが、算数に関しては、大きな変更はない模様である。 
予期せぬ正のインパクトとして、ノルマル校数学教員のネットワークが構築されつつあること、

算数の例にならって他の教科でも教師用指導書および児童用作業帳が開発され、C/P のような技官

グループ形成の動きが見られること等が挙げられる。 
予期せぬ負のインパクトとしては、プロジェクト 1 年目に、当時のパイロット地区であったラパ

ス県の教員組合の一部の教員から、外国人が教室に入って活動（授業評価）をしていたことに反対

する声明文が出されたことが挙げられる。教育省と協議した結果、学校内での活動はホンジュラス

人が行うこととして事態の解決を図った。1 年目に研修計画を見直し、パイロット地区での活動を

なくしたため、2 年目以降の活動には影響は出ていない。 
 
（５）自立発展性（評価結果：低い） 

自立発展性は、現在のところ全体的に低い。今後もプロジェクトが順調に進捗すれば、技術面で

は、プロジェクトの成果である教師用指導書・児童用作業帳の使用法や算数指導法を、C/P や、ノ

ルマル校及び国立教育大学 FID 教官、現職教員の間で継続していけるものと考えられる。しかしな

がら、プロジェクト活動を継続していくための教育省の組織面・財政面でのキャパシティは、現状

では十分でない。財政面では、教育予算の多くをドナー資金に依存しており、長期的な財政的支援

確保の可能性については予測できない状況にある。 
政策・制度面での自立発展性は概ね高い。2015 年までは、算数指導法改善に関しては、EFA 計

画に基づき、教育省の政策的支援が得られると考えられる。他方、国家教員養成研修システム

（SINAFOD10）の再編が進展しておらず、その根拠となる一般教育法もまだ制定されていない現状

であり、これらの法整備の進捗によっては、プロジェクト活動が影響を受ける可能性もある。 
技術面での自立発展性は高い。C/P、国立教育大教官・ノルマル校教員とも能力が向上しており、

移転した技術を活用している。C/P をはじめとしてプロジェクトで研修を受けた者は、他の人材に

対して伝達講習を行うなどして、技術の普及に努めている。また、本邦研修参加者は、それぞれの

所属機関で他の者に対して研修結果を共有している。教育省の職員になっている C/P はある程度定

着が見込まれる。 
自立発展性に向け、組織面での強化がさらに必要と判断される。INICE の研修運営能力は向上し

つつあるものの、プロジェクト終了後に INICE をはじめとする関係機関だけで研修の計画・運営実

施体制を継続していくためには、さらに INICE の研修機関としての事業実施能力を強化する必要が

ある。 
財政面での自立発展性は低い。2015 年までは、EFA 資金（コモンファンド）が確保されるので、



 

 

プロジェクト終了後も研修などの活動の継続が可能と考えられるが、2015 年以降の財政の見通し

は不透明である。2015 年以前も、EFA 資金の継続的配分のためには、EFA-FTI 計画を確実に実施

していくこと、教育省の年間計画へ確実に活動を組み込むことが必要である。 
 
３－３ 効果発現に関する貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

 現職教員研修の計画では、伝達講習段階（カスケード）の層をひとつ廃止したことで、研修効

果が薄まることを軽減でき、より多くの対象者を直接プロジェクトで研修できるようになった。 
（２）実施プロセスに関すること 

 プロジェクト目標達成の促進要因として、教師用指導書・児童用作業帳の全国配布がほぼ完了し

たこと、関係者の関心が高く積極的にプロジェクト活動に取組んでいること、専従の C/P がプロジ

ェクトに配置されていること、が挙げられる。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

 国家基礎教育カリキュラム改訂作業の見通しが不透明であること、また、SINAFOD の再編が完

了しておらず新規教員養成制度にかかる政府方針が不明確であることから、プロジェクトの明確

な計画策定が困難になっている。 

（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクト目標達成の阻害要因としては、一部の教員が新しい指導法を取り入れることに消極

的であること、教員組合によるストライキで規定の授業時間（年間 200 日）が確保できていないこ

と等が挙げられる。 
 
３－５ 結論 

 活動は概ね順調に進捗しており、成果は発現しつつある。プロジェクト目標の達成に向けた変化が

見られるものの、目標達成は今後の活動にかかっている。上位目標は、達成に向けての変化は見られ

るが、プロジェクト終了後 3 年から 5 年での児童の大幅な成績の向上は困難と見られる。自立発展性

については、技術面では問題がないものの、政府の組織面・財政面が弱く、現状では低いと評価せざ

るを得ない。 
 
３－６ 提言 

（１）カウンターパート（C/P）の増員による全国現職教員研修実施体制の強化 

 SINAFOD の再編を受け、2008 年度から全国現職教員研修の実施方法が変更となり、プロジェク

ト C/P が全国を巡回し国レベル講師に対する研修を実施することとなった。しかし、専従 C/P が 5
名であるという、現行の実施体制では対応が困難になってきている。さらに研修頻度の増加（年 1
回→年 2 回）が検討されていることから、全国現職教員研修の実現には C/P 増員が不可欠である。

（２）カウンターパート（C/P）の能力の一層の向上とその雇用の安定 

これまでの活動を通じて C/P は、プロジェクトが目指す算数指導力（算数・数学学力、教材開発

能力、研修実施能力）を着実に向上させている。しかし、現在プロジェクトが実施している活動す

べてを、C/P だけで行えるようになるためには、算数指導力だけでなく研修実施等にかかるマネジ

メント能力の向上も必要である。加えて、教育省、特に INICE 内で C/P に正規職員のポストを確保

したうえで、彼らが中央・地方レベルでフォローアップ活動をできるようにすることが必要である。

（３）児童用作業帳・教師用指導書の活用促進を目的とする国内広報の強化 

教材活用を促進すべく、授業における教材使用の有用性を理解させるような国内広報を積極的に

実施していく必要がある。その際、現場教員の実践事例の紹介など、トップダウンではない広報戦

略を採ることが望ましい。また、全国現職教員研修国レベル講師研修に合わせて広報セミナーを開

催するなど、他の活動との相乗効果を狙った広報の実現が期待される。 
（４）教材開発／研修実施メカニズムの教育省への組み込み 

現在、C/P を中心にプロジェクト関係者の個々人に教材開発や教員研修のノウハウが蓄積されつ



 

 

つある。しかし、教育省が将来にわたって継続的にこれらの活動を実施していくためには、関係者

に知識や経験として蓄積されたものを、教育省の中に仕組みとして内在化していく必要がある。プ

ロジェクトは教育省とともに、関係者が有する知識や経験を方法論として構築し、それを具現化す

るメカニズムを積極的に教育省内に構築していく取組みを行うべきである。 
（５）国家基礎教育カリキュラムに関する情報収集と早期整備への支援 

教育省が現在進めている国家基礎教育カリキュラム改訂に関し、児童用作業帳や教師用指導書が

依拠している算数科カリキュラムについて、大幅な見直しは行われないという見通しが明らかにな

った。しかし、プロジェクトは可能な限りカリキュラム改訂進捗の情報入手に努めるとともに、教

育省に対して必要な技術的支援や早期整備に向けての働きかけを行うべきである。また、必要に応

じて教材の見直しを図るなど、迅速な対応が求められる。なお、教育省に対しては、プロジェクト

に対する関連情報の積極的な提供と早期整備に向けた一層の活動促進が求められる。 
（６）児童用作業帳・教師用指導書にかかる経費の教育省予算による対応 

これまでプロジェクトが開発した児童用作業帳と教師用指導書の印刷・県レベルまでの配布はす

べてドナーの資金で賄われている。教育省予算の 97％が教員給与を中心とするリカレント・コス

ト（経常経費）に充てられている現状では、独自予算による教材の印刷・配布は極めて困難であろ

う。しかし、ドナー資金も流動性・不安定性を増していることから、他の財源の確保が可能になる

よう、教育省において教育省予算の見直しや関係各省との交渉を行うことが望まれる。供与を前提

とした児童用作業帳は、児童が自宅に持ち帰り自習が可能になるというメリットが存在し、児童の

学習時間の確保と算数への興味関心の維持・向上による学力向上が将来的に期待される。このよう

な効果も考慮し、予算確保に向けての一層の努力を期待したい。 
（７）国家教員養成研修システム（SINAFOD）再編の早期決着 

算数科において児童用作業帳と教師用指導書を開発し、SINAFOD を通じて普及することがプロ

ジェクトの基本デザインになっている。しかし、これまで SINAFOD には「教育の質の向上に向け

て、新規教員養成と現職教員研修を統合し、一貫した教師教育を実現する」という基本コンセプト

は存在するものの、具体的な制度設計・実施計画については試行錯誤が繰り返されるのみで、最終

的な制度化の見込みは依然不透明である。このため、プロジェクトは各種研修を中心に短期的な対

応を余儀なくされ、中長期的な研修計画に基づく継続的な支援に多くの課題を抱えてきた。今後、

プロジェクトが効果的・効率的に活動し、ホンジュラスの教育開発により多く貢献するためには、

SINAFOD 再編の早期解決による新規教員養成課程と現職教員研修制度の整備が不可欠である。こ

の点に関し、関係者の一層の努力を促すとともに、特に教育省には SINAFOD の前提となる一般教

育法の早期制定に向けて、関係各方面に対する一層の働きかけをお願いしたい。 
 
３－７ 教訓 

３－７－１ 教訓（合同評価委員会で抽出した教訓） 

（１）プロジェクトには専任カウンターパートが配置されており、このことが様々な形でプロジェク

トの成功に貢献している。カウンターパートは既に一定の専門性を獲得している。C/P が継続的に

雇用されることはプロジェクトの自立発展性を高めることにつながる。 
（２）新規教員養成と現職教員研修双方の教師教育を通じて教員の知識、授業技術の継続的な向上を

図ることにより、教育現場での授業実践が改善され、将来的にはプロジェクトの上位目標である児

童の学力向上につながることがこれまでの実践で確認された。 
（３）教師用指導書と児童用作業帳を活用している教員が行う算数科の授業では、「教授－学習」の

過程が改善されてきている。教師用指導書および児童用作業帳の配布・活用は教員の指導力向上に

有効である。 
（４）現職教員研修の伝達講習段階を少なくすることで、より効率的・効果的な研修が可能になり、

算数指導法の改善が促進される。しかしながら、教員の算数に関する知識が十分深まっていない。

成果を挙げるためには、算数指導法の改善とともに教員の知識の向上が必要である。 
（５）教師用指導書と児童用作業帳の適時配布は、教室レベルでの子供の学習効果を高めることに貢

献する。 
（６）プロジェクト関係機関（教育省、国立教育大学、教員養成校）の間で適切な調整が行われれば、



 

 

より効率的な形で活動が実施でき、プロジェクト目標を達成することができる。 
（７）プロジェクトの内部評価や外部評価は、プロジェクト運営の改善に大きな役割を果たす。 
 
３－７－２ 教訓（中間評価調査団として抽出した教訓） 

（１）既存の協力成果の有効な活用 

PROMETAM フェーズ 2 はフェーズ 1 で開発された教師用指導書および児童用作業帳という既存の

協力成果を有効に活用したため、質の高い協力活動を効率的に行うことが可能になった。 
（２）専任 C/P 配置の有効性 

専任 C/P のプロジェクトへの配置は、日常的な専門家との協働により効果的・効率的な能力向上を

可能にする。プロジェクトの自立発展性を高め、ホンジュラスによる自主的な教育開発を可能にする。

（３）外部条件の変化に応じた柔軟なプロジェクト計画の変更 

プロジェクトの前提となる教育政策や政治状況が流動的で予測性が低い場合には、プロジェクトを

取り巻く外部環境について、常に情報を収集・分析し、必要に応じて PDM を変更するなど、迅速か

つ柔軟な対応を行うことが重要である。 
（４）活動の場としての学校・教室の重要性 

学校訪問は、授業観察や教員との意見交換を通じて、教材の使用状況、教員が抱える問題点、児童

の反応などの把握を可能にする。そして同時に、教材の意図や内容への理解を促し、教材の質の向上

のみならず教室での授業改善にもつながることが期待される。このような効果を念頭に、教材開発な

ど教室での効果発現を想定する教育協力では、教育現場を直接支援できる活動を意図的に組み込むべ

きであり、そのために必要な実施体制を構築することが必須である。 
（５）広域協力対象国間の経験共有の有用性 

広域協力の目的の一つとして、各国間の情報共有および技術交流の促進がある。文化的・社会的背

景が共通する中南米地域においては、同地域および各国の自立的な教育開発を促す手段として、技術

交流による知見や経験の共有は有効であり、今後さらなる活性化が必要である。 
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第１章 調査結果の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

「ホンジュラス算数指導力向上プロジェクト（Proyecto para el Mejoramiento de la Enseñanza Técnica 
en el Area de Matemática: PROMETAM）フェーズⅡ」は、2006 年 4 月 1 日から 2011 年 3 月 31 日まで

5 年間の計画で実施されている。今般、協力開始から 2 年半を経過したことから、討議議事録（Record 
of Discussion: R/D）第 5 項（2006 年 3 月 28 日署名）に基づき、これまでの成果についてホンジュラ

ス側関係機関と合同で評価を行うため、当機構（JICA）本部より中間評価調査団を派遣し、本件評

価を行うこととした。具体的な調査の目的は以下の通りである。 
(１) これまで実施した協力活動について当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成度を

確認し、問題点を整理する。 
(２) 計画達成度を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の

観点から、プロジェクトチーム、ホンジュラス国側関係者とともに、プロジェクトの目標達

成度及び成果等を評価する。 
(３) 上記の評価結果に基づき、プロジェクト終了までの課題及び今後の活動計画についてプロジ

ェクトチーム、ホンジュラス側関係機関と協議し、提言を行う。 
(４) 得られた教訓を取りまとめる。 
(５) 評価・協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 

 
１－２ 調査方法 

本中間評価調査は、日本国内での事前の情報収集およびホンジュラス国内での情報収集に基づき実

施した。事前の情報収集は、主に既存資料、データの分析、プロジェクトにより収集されたプロジェ

クト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM)の指標データの分析、関係者インタビュ

ーにより実施した。ホンジュラス国内での情報収集は、主に事前配布アンケートの分析、関係者イン

タビューおよび関係機関責任者との協議、追加資料の収集により行った。なお、調査実施期間がホン

ジュラスでの学年末長期休暇にあたったため、授業観察等、学校現場の視察は実施しなかった。ホン

ジュラス国内でのインタビューおよび協議はすべてスペイン語で実施され、必要に応じて通訳（スペ

イン語－日本語）を介して行われた。 
なお、PROMETAM フェーズ II は、１）「国内コンポーネント」（ホンジュラス国内における、教員

養成課程・現職教員に対する PROMETAM フェーズ I 開発教材の普及・活用事業に対する支援）、お

よび２）「広域コンポーネント（中米カリブ 4 カ国1の算数指導力向上のための中核人材（コアグルー

プ）育成に対する支援）、の二つのコンポーネントを持つが、本調査では、「国内コンポーネント」を

中心に評価を行った。 
 
 
 
 

                                                   
1 エルサルバドル、ニカラグア、グアテマラ、ドミニカ共和国の 4 カ国。 

－1－



 

１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所属 
団長/総括 神谷 克彦 JICA 人間開発部 次長兼基礎教育グループ長 
教育評価 村田 敏雄 JICA 国際協力専門員 
協力企画 菅原 美奈子 JICA 人間開発部基礎教育第二課職員 
評価分析 田中 恵理香 グローバルリンクマネジメント社会開発部研究員 

 
１－４ 調査日程 

本調査のホンジュラス国内における現地調査は、2008 年 11 月 8 日～2008 年 11 月 28 日の期間で実

施された。詳細日程は付属資料 1 を参照のこと。 
 

１－５ 主要面談者 

現地調査では、ホンジュラス側関係機関（国際協力庁、教育省、国立教育大学等）、および日本側

関係機関（在ホンジュラス日本大使館、JICA ホンジュラス事務所）の代表者、プロジェクト関係者

との面談を行った。主要面談者リストは付属資料 2 を参照のこと。 

－2－



 

第２章 プロジェクトの概要 

 

２－１ 協力の背景 

ホンジュラス共和国（以下「ホンジュラス」）は、2015 年までの初等教育の完全就学達成とスペイ

ン語・算数の学力向上を目指している（ホンジュラス Education for All-Fast Track Initiative（EFA-FTI2）計

画、2003）。しかしながら、現状は純就学率が 87％と高い一方で修了率は 69%にとどまり、入学児童

の約 3 分の 1 が小学校卒業より前に中退している。また留年率も高く、入学後 1 度も留年せずに正規

の 6 年間で初等教育を修了する児童は 32%である。従って留年と中退の克服が上記目標達成のため

の主要課題と言える。 
これに対しわが国は、無償資金協力（国立教育実践研究所建設、1989 年）やボランティア派遣（算

数教育分野関連（1989-現在）、教材開発（教師用指導書・児童用作業帳）と同教材を活用した現職教

員研修等を行う技術協力プロジェクト「算数指導力向上プロジェクト」（2003.4-2006.3、以下フェー

ズ I）等の算数を中心とした協力を実施してきた。 
かかる経緯のもとホンジュラス政府より日本政府への要請に基づき、１）国内コンポーネント（教

員養成課程・現職教員に対するフェーズ I 開発教材の普及・活用事業）、および２）広域コンポーネ

ント（域内 5 カ国の算数指導力向上のための中核人材（コアグループ）育成事業）、の 2 つの事業を

基軸とする「算数指導力向上プロジェクト フェーズ II」が 2006 年 4 月 1 日より 5 年間の予定で開

始された。JICA は、同プロジェクトを中心とした算数分野の技術協力プロジェクトを現在中米カリ

ブ 5 カ国3において実施中であり、これら 5 案件を「算数大好き」広域プロジェクトと総称している。 
 
２－２ 協力の内容 

PDM に規定された協力の内容は以下の通りである。詳細は付属資料 3、4 を参照のこと。 
【国内コンポーネント】 
（１）上位目標 

1～6 年生（児童の）算数科学力が向上する。 
（２）プロジェクト目標 

現職教員、国立教育大学およびノルマル校4の基礎教育教員養成課程（Formación Incial de 
Docentes: FID）学生の 1～6 年生算数指導力が向上する。 

（３）成果 

 成果 1：1～6 年生算数の教師用指導書、児童用作業帳が改訂される。 
成果 2：（新規教員養成）12 ノルマル校の数学教員と国立教育大学基礎教育教員養成課程

                                                   
2 ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）である「2015 年までの初等教育の完全普及」の

達成に向けて、貧困削減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategy Paper: PRSP）と教育セクター計画を策定した国の

うち外部からの援助なく 2015 年までに初等教育の完全普及を達成するのが困難な国々に対し、ドナー支援を優先

的に投入して上記目標の達成を促進するパートナーシッププログラム。現在、ホンジュラスを含む 35 カ国がセク

ター計画について承認を受けている。ホンジュラスの教育セクター計画は"Plan Todos con Educación 2003-2015”。 
3 ホンジュラスの他、以下 4 案件が実施されている。（エルサルバドル初等教育算数指導力向上（2006.4.1～2009.3.31）、

ニカラグア初等教育算数指導力向上（2006.4.1～2011.3.31）、グアテマラ算数指導力向上（2006.4.1～2009.3.31）、ド

ミニカ共和国算数指導力向上（2005.5.10～2010.5.9）） 
4 （初等・）中等学校が付設されている教員養成校。後期中等教育レベルに相当する初等教員養成課程を有する。一

部のノルマル校では、大学卒業資格が付与される基礎教育教員養成課程（FID)が開設されている。 
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（FID）の数学教官が 1～6 年生算数の教師用指導書、児童用作業帳使用法に関して

指導できるようになる。 
成果 3：（現職教員研修）国レベル講師が 1～6 年生算数の教師用指導書、児童用作業帳使用

法に関して指導できるようになる(教育省国立教育実践研究所（Instituto Nacional de 
Investigación y Capacitación Educativa: INICE）が国家現職教員研修を実施した場合)。 

成果 4：算数教育に関する一般的な関心が高まる。 
 

【域内コンポーネント】 
（１）上位目標 

対象国における教員の算数指導力が向上する。 
（２）プロジェクト目標 

対象国における算数指導法を向上するためのコアグループメンバーの能力が開発される。 
（３）成果 

成果 1：コアグループメンバーが PROMETAM で開発された教材を基に各国で教師用指導書

および児童用作業帳を開発・改訂するために必要な能力を習得する。 
成果 2：コアグループメンバーが各国において現職教員研修/新規教員養成を実施するために

必要な能力を習得する。 
成果 3：対象国および他の国々の間でプロジェクトの経験が共有される。 

 
２－３ 実施体制 

プロジェクトは、ホンジュラス教育省、国立教育実践研究所（Instituto Nacional de Investigación y 
Capacitación Educativa: INICE）、国立教育大学の協力を得て実施されている。プロジェクト実施体制

図は付属資料 5 参照。 
 

－4－



 

第３章 中間評価の方法 

 

３－１ 評価実施方法 

本中間評価調査は、JICA「プロジェクト評価の手引き」（2004 年 2 月）に基づき実施した。評価の

対象とするプロジェクトの基本計画は、PDM 第 2 版（2007 年 3 月作成）（付属資料 3 参照）5とし、

プロジェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Management: PCM)手法を用いて評価を行った。 
評価の基本計画として、評価項目および各評価項目に対する評価設問、収集する情報・データ等を

取りまとめ、評価グリッドを作成した。評価項目は、「プロジェクトの実績」、「プロジェクトの実施

プロセス」、「評価 5 項目」であり、詳細な評価項目は評価グリッド（付属資料 6）を参照されたい。

「評価 5 項目」は、経済協力開発機構開発援助委員会（Development Assistance Committee：DAC）が

定める評価 5 項目「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」を用いた（下表参照）。 
 

表１ 評価 5 項目 

項目 内容・評価の視点 
妥当性 評価時点においても、プロジェクト目標、上位目標が妥当であるかどうか

を、ホンジュラス政府の政策、裨益者のニーズ、日本の援助政策との整合

性の観点から検討する。 

有効性 プロジェクトのアウトプットの達成の度合い、及びアウトプットがプロジ

ェクト目標の達成度にどの程度結びついているかを検討する。 

効率性 プロジェクトの投入から生み出される成果の程度は、タイミング、質、量

の観点から妥当であったかどうかを分析する。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果の正・負の効果を、

当初予期しなかった効果も含め検討する。 

自立発展性 協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続される

か、あるいは拡大されていく可能性があるかどうかを予想するために、制

度的（政策的）側面、財政的側面、技術的側面からプロジェクトの自立発

展性の見込みを考察する。 

 
３－２ 評価実施体制 

評価実施にあたって、日本側とホンジュラス側双方で構成される合同評価委員会を設置した。

合同評価委員は、関係者へのヒアリングを合同で行ったほか、合同評価レポートを協議して取り

まとめた。合同評価レポートは、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee: JCC）に報告され

承認を得た。合同評価委員会メンバーは下表の通りである。 
 

 
 

                                                   
5 PDM（ホンジュラス国内）は、本中間評価調査を踏まえて修正された（投入に関する情報の更新、成果 4 に関する

活動の明確化等）。PDM 第 3 版（2009 年 1 月）は付属資料 19 として添付する。 
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表２ 合同評価委員会メンバー 

【ホンジュラス側】 
1 Sr. Juan Simón Membreño 教育省副大臣アドバイザー（前カリキュラム局長）

2 Sr. José Mario Membreño Castro 教育省評価局長アシスタント 

3 Sra. Lilian Yolibeth Oyuela Sanchez 国立教育大学新規教員養成課程（FID）局長 

【日本側】 

4 団長/総括 神谷 克彦 JICA  人間開発部次長兼基礎教育グループ長 

5 教育評価 村田 敏雄 JICA 国際協力専門員 
6 協力企画 菅原 美奈子 JICA 人間開発部基礎教育第二課職員 

7 評価分析 田中 恵理香 グローバルリンクマネジメント 

8 通訳 大田 享子 － 
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第４章 実績の確認 

 

４－１ 実績の確認（ホンジュラス国内コンポーネント） 

 ４－１－１ 投入実績 

ホンジュラス側、日本側ともに、PDM、活動計画表（Plan of Operation: PO)に基づき投入を行っ

た。 
【日本側投入実績】 
（１）専門家派遣 

当初計画されていた算数教育専門家（長期）が 1 名派遣されなかったことを除き、長期専

門家 4 名、短期専門家 9 名が予定通り派遣された。専門家派遣実績は付属資料 7 を参照。 
（２）研修 

本プロジェクトにおける研修は、広域算数プロジェクトカウンターパートの合同研修とい

う形で、在外（ホンジュラス、ボリビア）及び本邦にて実施された。在外研修は、ホンジュ

ラスで 3 回（2006 年度、2007 年度、2008 年度）、ボリビアで 1 回（2008 年度）実施された。

在外研修は、継続的な能力強化を図るべく、基本的に毎回同じ人材を対象に行われている。

本邦研修は合計 2 回（2006 年度、2007 年度）実施され、ホンジュラスからはそれぞれ 3 名

（2006 年度）、4 名（2007 年度）が参加した。本邦研修は、当初同じ人材を複数回派遣する

ことを検討していたが、日本側受入機関の方針に合致しなかったこと、プロジェクトで活動

できる人材を幅広く養成する必要があると考えられたこと等から毎年違う人材を派遣して

いる。研修実績は付属資料 8 を参照。 
（３）機材供与 

供与機材の調達実績はなく、PROMETAM フェーズ１で供与した機材を継続して活用して

いる。専門家携行機材として、パソコン、プリンター、ビデオカメラ等を調達した。携行機

材調達実績は付属資料 9 を参照。いずれの機材も使用・管理状況は良好である。 
（４）在外事業強化費 

現地におけるプロジェクト活動に必要な経費として、合計14,323,187レンピーラ（約74,480
千円、支出実績ベース、1 レンピーラ=5.2 円：2008.11.20 レート）が支出された。十分かつ

必要な活動費が支出されている。在外事業強化費支出実績は付属資料 10 を参照。 
 

【ホンジュラス側投入実績】 
（１）カウンターパート配置 

プロジェクト専任で合計 5 名（教育省 4 名、国立教育大 1 名）のカウンターパート

（Counterpart: C/P）が配置され、プロジェクト事務所に常駐している。教育省 C/P について

は、身分措置に時間を要したため、教育省に正式雇用されたのはプロジェクト開始から 2 年

後であったが、当初計画より 2 名増員されている。C/P の配置実績は付属資料 11 を参照。 
（２）執務場所の提供 

教育省は、INICE 内にプロジェクト事務所を設置し、専門家と C/P が共同作業を行うため

の十分な執務スペースを確保している。 
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（３）ローカルコスト負担 
2008 年より、プロジェクトの成果 2、3（新規教員養成と現職教員研修）に関する研修の

実施経費が EFA 資金6から支出されるようになった。なお、教育省はノンプロ無償の見返り

資金を活用し、教師用指導書および児童用作業帳の印刷・配布を行った（2006 年度承認、

2008 年 7 月に全国配布完了）。 
 
 ４－１－２ 活動実績 

ホンジュラス側、日本側ともに、PDM、PO に基づき活動を行った。活動の進捗状況と実績は付

属資料 4（PO、計画・実績対比表）、同 12（活動実績）を参照。 
 
 ４－１－３ 成果達成状況 

成果 1～4 のいずれについても、所期の成果はほぼ順調に達成されつつある。ただし、現行の国

家基礎教育カリキュラム（Diseño Curricular Nacional de Educación Básica: DCNB）は暫定版である

こと、国家教員養成研修システム（Sistema Nacional de Formación de Docente: SINAFOD）の改編が

遅れていること、といった要素が今後の活動進捗や成果達成に影響を及ぼす可能性がある。PDM
の指標に基づく成果の達成状況は付属資料 13、PDM 指標データ収集方法の詳細については付属資

料 14 を参照。 
 

成果 1：1～6 年生算数の教師用指導書、児童用作業帳が改訂される。 

2007 年 3 月に 1～6 年生の教師用指導書及び児童用作業帳のデザイン変更作業が完了し、教育省

承認を得て、2008 年 7 月までに全国配布された。現行の教師用指導書および児童用作業帳が準拠

する DCNB は暫定版であるため、DCNB 改訂プロセスが進み最終版が完成した場合には、教師用

指導書・児童用作業帳を最終版に合わせて改訂する予定である。 
 

成果 2：（新規教員養成）12 ノルマル校の数学教員と国立教育大学 FID の数学教官が 1
～6 年生算数の教師用指導書、児童用作業帳使用法に関して指導できるようになる。 

ノルマル校と国立教育大学 FID の数学教師に対して、教師用指導書及び児童用作業帳の使用法

に関する研修が計 6 回行われた。プロジェクトによる評価結果によれば、第 1 回から第 6 回まで

のいずれの回においても、研修を受講した教官の算数内容・指導法に関する知識は、研修前と比

較して研修後の方が向上していることが確認されている。研修を受講したノルマル校数学教員と

FID 数学教官の授業を専門家及び C/P が観察した結果によれば、授業実践に関してもいくつかの評

価項目で改善が認められる。 
 

成果 3：（現職教員研修）国レベル講師が 1～6 年生算数の教師用指導書、児童用作業帳

使用法に関して指導できるようになる(教育省 INICE が国家現職教員研修を実施した場

合)。 
現職教員研修国レベル講師に対する教師用指導書及び児童用作業帳の使用法に関する研修が計

                                                   
6 ホンジュラス教育セクターを支援するドナーからの財政支援をプールした資金。EFA 資金の使途は、教育省とドナ

ーグループの協議により決定される。 
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6 回行われた。プロジェクトによる評価結果によれば、研修の前後に実施した評価で、いずれの回

においても研修参加者の算数指導法に関する知識の向上が見られた。国レベル講師に対するヒア

リングによれば、算数の学習内容に対する理解が向上したため、自信を持って県レベル講師に対

する研修を行うことが出来るようになった、県レベルの教員研修の組織体制が強化されつつある、

といった効果も確認された。 
 

成果 4：算数教育に関する一般的な関心が高まる。 

プロジェクトが実施したアンケート調査の結果、児童・教員の算数・数学教育に関する関心が

高まりつつあることが確認された。児童向けアンケート（算数の学習に対する意識調査）では、「作

業帳を使った算数の授業が好きになった」あるいは「算数の授業が前よりも好きになった」とい

う指標等で若干の向上が見られる。一方、児童向けアンケートのうち、「練習問題を解くのが好き」

あるいは「算数の授業で自分の考えを他の生徒と共有するのは好き」といった項目では、ほぼ同

じあるいは若干の減少が見られる。教員に対するアンケートでは、「算数を教えるのが好き」、「算

数を教える意欲」の項目で算数に対する肯定的な回答が増加したことが確認できた。 
 
 ４－１－４ プロジェクト目標達成状況（見込み） 

プロジェクト目標：現職教員、国立教育大学およびノルマル校の FID の学生の 1～6 年

生算数指導力が向上する。 
【指標 1】（現職教員対象）1）指導書、作業帳使用状況、2）算数授業評価結果 
【指標 2】（FID の学生対象）1)算数指導法に関する講座評価結果、 
   2）教育実習中の学生の算数授業評価結果 

主要な指標には大きな変化が見られないものの、現職教員、FID の学生の算数指導力向上の兆し

は認められる。現職教員に関しては、教師用指導書・児童用作業帳を使用する教員が増加してい

るものの、授業観察結果では今のところ大きな変化は見られない。FID の学生に関しては、2008
年に行った学力・指導力テストの結果によれば、学力・指導力ともに向上が見られるが、教育実

習中の算数授業評価結果では、大きな変化は認められない。指標の達成状況の詳細は付属資料 13
を参照。 
 
 ４－１－５ 上位目標達成状況（見込み） 

上位目標：1～6 年生（児童の）算数科学力が向上する。 
【指標】国立教育大学外部評価ユニット（Unidad Externa de Medición de la Calidad de la 
Educación: UMCE）実施の学力テスト結果 

今次調査は中間評価であり、上位目標達成状況について判断することは時期尚早であるため、

評価対象外としたが、既存資料および関係者へのインタビューにより上位目標達成の参照指標と

している学力テストの傾向を確認した。UMCE が実施した EFA-FTI 指標の調査によれば、6 年生

児童の算数の学力は、全国テストの平均正答率が 2002 年で 38.5%、2007 年で 38.8％であり、目立

った変化は確認されていない。しかしながら、プロジェクト関係者へのインタビューによれば、

児童の算数に対する意識や授業での取組みなどに変化が見え始めている。指標の達成状況の詳細

は付属資料 13 を参照。 
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４－２ 実績の確認（広域コンポーネント） 

広域コンポーネントの実績については、2008 年に実施した各国の中間評価あるいは終了時評価調

査の調査結果に基づき、調査団が確認した。 
 

４－２－１ 投入実績 

広域コンポーネントに関する投入は、主に日本人専門家（長期、短期）による各国巡回指導、本

邦研修、広域在外研修である。日本人専門家の広域各国巡回指導実績は下表の通りである（詳細

は付属資料 15 参照）。 
 

表３ PROMETAM 専門家による広域巡回指導日数実績 
        （単位：人日）  

年度 
対象国 2006 年度 2007 年度 2008 年度 合計 

エルサルバドル 53 65 38 156 
グアテマラ 18 13 8 39 
ニカラグア 58 54 8 120 
ドミニカ共和国 23 30 16 69 
合計 134 122 62 384 

 （2008 年度実績は中間評価調査実施時点まで） 

 

広域各国のコアグループメンバーを対象とする本邦研修および在外研修は下表の通り実施され

た（詳細は付属資料 8 参照）。 
 

表４ 本邦研修および在外研修参加実績 
（単位：人）  

参加国 
研修 ホンジュラス エルサル 

バドル グアテマラ ニカラグア
ドミニカ 
共和国 合計 

本邦研修       
第 1 回 3 4 3 4 4 18 
第 2 回 4 5 3 4 4 20 
在外研修       
第 1 回 3 7 3 6 5 24 
第 2 回 4 6 5 6 8 29 
第 3 回 5 11 5 6 8 35 

 
なお、広域コンポーネントによる技術支援の対象となる各国のコアグループメンバー（2008 年

11 月中間評価調査時点）は下表の通りである。 

 

表５ 各国コアグループメンバー人数 

ホンジュラス エルサル 
バドル グアテマラ ニカラグア ドミニカ 

共和国 
5 13 6 6 7 

 
 ４－２－２ 活動実績 

活動は、PDM、PO に基づき行われた。教材開発のための技術指導に関しては、各国政府の方針
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や編集計画等の変更により、活動計画の見直しを余儀なくされることがあったものの、おおむね

計画通りに進捗している。広域コンポーネントにかかる活動の進捗状況と実績は各々付属資料 4-2、
12-2 の通り。 

 
 ４－２－３ 成果達成状況 

成果 1：コアグループメンバーが PROMETAM で開発された教材を基に各国で教師用指導

書・児童用作業帳を開発・改訂するために必要な能力を習得する。 
【指標】コアグループに対する研修分析結果 

コアグループメンバーの教材開発能力については、本邦研修・広域研修及び、PROMETAM 専門

家からの助言・支援を通じて向上したことが各プロジェクトの中間評価や終了時評価で確認され

ている。教材開発能力の向上は、2008 年に実施した広域在外研修におけるテスト結果、各国にお

ける教材開発の実績により確認できる。 
広域在外研修において実施されたテストは、研修参加者のカリキュラム分析能力、教材開発能

力、カリキュラムおよび教材開発の枠組み理解について問う内容で、研修を受講したコアグルー

プメンバー35 名に対して研修開始前および終了後に実施された。結果は下図に示すとおりである

が、概して受講者の知識の向上が認められる。また、研修開始前に見られたコアグループメンバ

ー間の能力のばらつき（標準偏差）は研修終了後の方が小さくなっており（ニカラグアを除く）、

コアグループメンバーは研修参加によりカリキュラム分析および教材開発に関する知識を習得し、

かつ、メンバー間の知識量についても研修前に比べて均質化されたと言える。なお、ニカラグア

については、研修前後とも受講者全員の平均点は高い。しかし、参加者のうち 1 名の得点が研修

前後とも他の参加者に比べて低く、かつ、研修終了後の得点が研修開始前よりも低かったため、

国平均で見た場合のばらつきを大きくしている。この 1 名を除けば、ニカラグアについても同様

に研修参加者の能力の伸び、および均質化が認められる。 
 

図１ 広域在外研修テスト結果（2008 年） 
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表６ 広域在外研修テスト結果（2008 年） 

国名 
ホンジュラ

ス 

エルサルバ

ドル 

グアテ 

マラ 

ニカラ 

グア 

ドミニカ共

和国 
合計 

受験人数 5 11 5 7 7 35

プレテスト得点（平均） 61.60 46.82 59.20 79.43 62.14  60.29 

      （標準偏差） (20.95) (18.85) (16.32) (17.41) (20.50) (21.22)

ポストテスト得点（平均） 79.00 76.73 79.60 84.71 76.29  78.97 

      （標準偏差） (13.95) (13.74) (6.50) (21.36) (15.83) (14.77)

得点の伸び（平均） 17.40 29.91 20.40 5.28 14.15 18.68

 
現在、広域活動対象各国では、PROMETAM で開発された教師用指導書や児童用作業帳を基に自

国版の開発・改訂作業が行われている。本中間評価調査時点における各国での教材開発実績は下

表のとおり。 
表７ 各国教材作成状況 

 1 年生 2 年生 3 年生 4 年生 5 年生 6 年生 

ホンジュラス 完成版済 完成版済 完成版済 完成版済 完成版済 完成版済 

グアテマラ 完成版済 完成版済 完成版済 完成版済 完成版済 完成版済 

エルサルバドル 完成版済 完成版済 完成版済 完成版済 完成版済 完成版済 

ニカラグア 完成版済 完成版済 完成版済 完成版済 完成版済 バリ版済 

ドミニカ共和国 完成版済 完成版済 バリ版7済 バリ版済   

 

上表に示すとおり、各国における教師用指導書および児童用作業帳の開発は、概ね計画どおり

進んでおり、2009 年中には全ての国で指導書および作業帳が完成する見込みである。教材の質に

ついて、各国での中間評価あるいは終了時評価時に、コアグループメンバーや実際に教材を活用

している教員にインタビューを行ったところ、概ね良い反応が得られた8。ただし、エルサルバド

ルやニカラグアにおいては、各国政府の方針や編集計画の変更により、作業の遅延や手戻りが発

生し、バリデーションに十分な時間をかけられなかったため、内容面に不安が残るものもある。 
プロジェクトで開発した教師用指導書および児童用作業帳は、教材開発中のドミニカ共和国を

除き、各国政府により印刷、配布されている。各国の配布状況は下表のとおりである。これまで

各国で行った中間・終了時評価では、指導書および作業帳の全国配布によりプロジェクト対象校

以外の教員への正のインパクトが確認された。例えば、教材を配布した学校の教員に対し、教材

の使用感や授業への貢献度について確認を行ったところ、多くの教員が、「自身の授業展開におけ

る新しい技術を取得した」、「児童の算数に対する興味・関心度が向上し、より能動的になった」

と回答している。 
表８ 教材配布状況 

 配布時期 バージョン 配布規模 備考 

ホンジュラス ①2006 年 ①初版 全国  

                                                   
7 バリ版：バリデーション版の略。最終版を完成させる前に教育現場における適合度を検証（バリデーション）する

ために作成されるもの。 
8 各国の中間評価時に、PROMETAM 長期専門家が各国にある既存の教科書と比較した自己評価を実施。詳細は、各

報告書を参照。 
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②2008 年 

③2009年（予定） 

②第 2 版 

③第 2 版 

②ノンプロ無償見返

り資金を活用 

③EFA 資金を活用 

グアテマラ ①2007 年 

②2008/2009 年 

③2010 年 

①1－4 年生 バリ版 

②1－4 年生改訂版、 

5 年生作業帳バリ版 

③1－6 年生最終版 

全国  

エルサルバドル 2008 年末 1－6 年生最終版 全国  

ニカラグア ①2007 年 

②2008 年 

 

①1－5 年生バリ版 

②1－5 年生最終版、 

6 年生バリ版 

全国  

ドミニカ共和国 ①2007 年 

②2008 年 

①1－2 年生バリ版 

③3－4 年生バリ版 

バ リ デ ー

ション校 

プロジェクト予算に

よる 

  
成果 2：コアグループメンバーが各国において現職教員研修または新規教員養成を実施する

ために必要な能力を習得する。 
【指標】コアグループに対する研修分析結果 
広域各国での中間評価あるいは終了時評価で行なったコアグループメンバーに対するインタビ

ューでは、多くのメンバーが、各国派遣専門家による支援に加えて、広域・本邦研修や PROMETAM
専門家による支援、助言を通じて、研修実施能力が向上したと回答している。また、各国において

開発した教師用指導書および児童用作業帳の使用法に関する研修がコアグループメンバーによっ

て行われている（各国の研修活動の実施状況は、後述「上位目標の達成状況（見込み）」を参照）。 
さらに、各国で配布した教師用指導書および児童用作業帳の使用法に関する研修が実施されてい

る。各国における教員研修の実施状況は下表のとおり。 
 

表９ 各国現職教員研修実施状況 

 対象、人数 実施回数 実施メカニズム 備考 

ホンジュラス 国レベル研修講師（1500

名、県から選定） 

年 1 回（全 18

県） 

プロジェクト⇒国レベ

ル研修講師⇒現職教員 

研修経費は教育省が EFA

資金（コモンファンド）を

用いて実施 

グアテマラ バリデーション協力校

教員（9 名）/回 

7～8 回/学年 プロジェクト⇒バリデ

ーション協力校教員 

1・4 年生、2・5 年生、3・

6 年生の単位で実施 

エルサルバド

ル 

コンプレンド校9（111

校）教員約 200～300 名/

回 

16 回 委託大学⇒コンプレン

ドプログラム校教員 

教育省による独自プログ

ラム 

ニカラグア 教員養成校教員、指導主

事、パイロット校校長、

教員（170 名）/回 

3 回/カスケー

ド 

コアグループ⇒教員養

成校教員⇒パイロット

校教員 

プロジェクトとは別に、教

育省が全国教員を対象と

した研修を実施 

ドミニカ共和

国 

パイロット地域（サント

ドミンゴ、サンティアゴ

地区）教員 

７回/地域 コアグループ⇒教員 導入研修とは別に、学位取

得型の研修を教育省が実

施予定 

                                                   
9 エルサルバドル教育省が独自に実施しているプログラム 
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 各国での中間評価あるいは終了時調査時において、教員研修に参加した現職教員に対して、研修

の内容、質に関するインタビューを行ったところ、多くの教員が、参加した研修は有意義であり、

教室レベルでの教育の質の向上に貢献していると回答した。しかしながら、研修の質については、

研修講師の質に左右されると答える教員も多い。これは、今後のコアグループメンバーをはじめと

した研修講師のさらなる能力向上の必要性を示唆している。 
 

成果 3：対象国および他の国々の間でプロジェクトの経験が共有される。 
【指標】1）国際シンポジウムが 2 回以上開催される 
 2）プロジェクトニュースレターが 10 回以上発行される 
 3）コミュニケーションネットワーク（メーリングリスト）の参加者数 
広域協力対象国および広域協力対象国以外の南米諸国（ボリビア、コロンビア）との間で、シン

ポジウム、イベントを通じて、算数教育に関する活動のみならず、学校運営や授業研究など広く教

育の質的向上を目指す活動に関する経験共有が図られた。経験共有を目的とするイベントの開催実

績及び参加実績は下表の通りである。 
これらの経験共有を目的とするイベントについては、PROMETAM 長期専門家が中心となって計

画、実施された。しかしながら、各国のコアグループメンバー同士による相互の経験・情報共有の

動きは今のところ見られない。 
 

表１０ プロジェクト経験共有のためのイベント一覧 

開催時期 イベント 開催地 
2007 年 4 月 算数教育国際シンポジウム ホンジュラス 
2007 年 10 月 ボリビア国際教員大会* ボリビア 
2008 年 4 月 公開シンポジウム（公開授業・講演会） ホンジュラス 
2008 年 6 月 国際算数数学教育学会* メキシコ 

2008 年 9 月 コロンビア数学・自然科学教員養成システム強化プロジェクトフ

ォローアップセミナー* コロンビア 

2008 年 10 月 ボリビア国際教員大会* ボリビア 

  *印は参加実績。 
 

 ４－２－４ プロジェクト目標達成状況（見込み） 

プロジェクト目標：対象国における算数指導力を向上するためのコアグループメンバーの

能力が開発される。 
【指標】対象国において算数指導法の向上に関する活動がコアグループメンバー主体で計

画・実施される。 
各国のコアグループメンバーは、プロジェクト活動を通じて、算数指導力（「算数・数学学力」、

「教材開発能力」、「研修実施能力」）が一定程度向上した。コアグループメンバーの能力伸張の傾

向をつかむため、PROMETAM 長期専門家により開発された「コアグループメンバー職能発達段階

仮説」に基づく自己評価を実施した。その結果、多くのメンバーが「教材開発能力」が最も向上

したと認識していることが分かった。他方、「研修実施能力」については、教材開発能力と比し、

活動時間が十分確保できなかったこと、国によってはプロジェクト活動に研修コンポーネントが

組み込まれていなかったこと等から、伸び率、達成度ともに伸びなやんでいる。 
以下、「コアグループメンバー職能発達段階仮説」に基づく自己評価について概観する。「コア
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グループメンバー職能発達段階仮説」では、「算数指導力」が「算数・数学学力」、「教材開発能力」、

「研修実施能力」の総体として捉えられており、コアグループメンバーがプロジェクト活動を通

じてこれらの能力を習得することが目指されている。コアグループメンバーの能力は、理論（知

識の習得）から実践へと段階を追って発達するものと考えられており、この考え方を体系的に図

示したものが下図である。この仮説では、算数指導力の基礎となる能力は「算数・数学学力」で

あり、教科内容に関する正確な知識の習得がベースとなって、「教材開発能力」および「研修能力」

を習得することが想定されている。また、後者の二つの能力についても、基礎的な知識の習得（「教

材研究プロセスの理解」や「指導書の内容理解」）をベースとして、段階的に応用的な実践能力を

習得していくと考えられている。 
各国プロジェクトでは、「コアグループメンバー職能発達段階仮説」に基づき開発された評価ツ

ールを用いて、各コアグループメンバーによる自己評価を行った。評価項目は、「算数・数学学力」、

「教材開発能力」、「研修実施能力」および「興味・関心・態度」の 4 項目であり、評価基準は、「10
＝とても秀でている」から「0＝なし」の 11 段階である。（自己評価項目の詳細は付属資料 16 を

参照のこと。） 
 
図２ 「算数大好き！」広域プロジェクト コアグループメンバー職能発達段階仮説10 

教材開発能力

算数数学学力

研修能力

研修能力3「実習形式の研修 ができる」

研修能力2「演習形式の研修 ができる」

研修能力1「講義形式の研修 ができる」

算数指導法理解「指導書の内容を理解する」

算数数学学力2「ポイントを押さえて間違いなく説明できる」

算数数学学力1「問題が正確に 早く解ける」

教材開発 能力3「本時授業案を作成できる」

教材開発 能力2「単元指導計画を作成できる」

教材開発能力1「系統分析ができる」

算数指導 法理解「教材研究プロセスを理解している

算数指導力

 
なお、この評価ツールはプロジェクト期間中に開発されており、プロジェクト開始以前のコア

グループメンバーの能力レベルを測定したベースラインデータに相当するものはない。代替手段

として、自己評価実施時点における「プロジェクト開始以前の能力レベル」を「現在（評価時点）

の能力レベル」と比較して評価することとし、それによって得られた「プロジェクト開始以前の

能力レベル」を、ベースラインデータに相当する「初期値」として採用した。なお、本報告書で

                                                   
10 ROMETAM 西方憲広専門家作成資料（2008 年 4 月 28 日）より引用 
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参照した自己評価の各国における実施時期は下表の通りである。 
 

表１１ コアグループメンバーによる自己評価実施時期 

国名 初期値 最終値 実施のタイミング 
ホンジュラス 2008 年 11 月 2008 年 11 月 中間評価 
エルサルバドル 2008 年 10 月 2008 年 10 月 終了時評価 
グアテマラ 2008 年 10 月 2008 年 10 月 PROMETAM 中間評価に合わせて実施

ニカラグア 2008 年 10 月 2008 年 10 月 PROMETAM 中間評価に合わせて実施

ドミニカ共和国 2008 年 11 月 2008 年 11 月 PROMETAM 中間評価に合わせて実施

 
自己評価の対象者は、広域コンポーネント活動の対象となる全コアグループメンバーであるが、

コアグループメンバーの担当業務によっては、一部の項目（教材開発、研修実施）について評価

対象外となっている。評価項目ごとの自己評価実施人数（有効サンプル数）は下表の通りである。 
 

表１２ 自己評価項目および回答人数一覧 

評価項目 E G H N D 計 

1 算数・数学学力 13 4 5 5 5 32 

2 教材開発能力       

  教材開発能力 1「系統表分析ができる」 6 5 3 3 5 22 

  教材開発能力 2「単元指導計画を作成できる」 6 2 3 3 5 19 

  教材開発能力 3「本時授業案を作成できる」 6 2 3 3 5 19 

3 研修実施能力       

  研修能力 1「講義形式の研修ができる」 9 6 5 3 4 27 

  研修能力 2「演習形式（問題解決型）の研修ができる」 12 1 3 3 4 23 

  研修能力 3「実習形式の研修（授業）ができる」 10 2 5 5 ‐ 22 

4 興味、関心、態度 13 6 5 5 5 34 

【参考】自己評価対象コアグループメンバー数 13 6 5 6 7 37 

（注：E＝エルサルバドル、G＝グアテマラ、H＝ホンジュラス、N＝ニカラグア、D＝ドミニカ共和国） 

 
「算数・数学学力」に関する自己評価は、4 領域（「数と計算」、「量と測定」、「図形」、「数量関

係」）に関して、それぞれ「知識として理解しているかどうか(理解力)」および「説明できるかど

うか(説明力)」を評価している。「算数・数学学力」に関する全ての設問に回答したコアグループ

メンバー32 名の自己評価結果を総合した結果は下図の通りである。設問によってばらつきはある

ものの、おしなべてコアグループメンバーは「算数・数学学力」が伸長したと認識している。全

体的な傾向として、同じ領域で比較すると、説明力よりも理解力のほうが最終値（達成度）が高

く、知識として理解していても説明できるかどうかについては、やや自信がない、という傾向が

読み取れる。一方で、相対変化を見ると、「数と計算」および「量と測定」の領域では、説明力の

ほうが伸びが大きく、プロジェクト活動に参加したことによって、説明力が伸長したと認識して

いることが分かる。各国プロジェクト専門家によるコメントでは、コアグループメンバーのバッ

クグラウンドやプロジェクト活動に関わった期間によって、算数・数学教育を専門としているメ

ンバーは初期値も最終値も高い、参加期間が長いメンバーほど伸びが大きい、といった傾向があ

ることがわかる。 
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図３ 「算数・数学学力」自己評価結果（総合） 
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「教材開発能力」（「系統分析ができる」（教材 1）、「単元指導計画を作成できる」（教材 2）、「本

時授業案を作成できる」（教材 3））に関する自己評価結果（該当する評価項目に回答したコアグル

ープメンバーの平均）は下図の通りである。コアグループメンバーは教材開発に関する能力につ

いて、一定程度の伸びがあったと自己認識している。なお、教材 1 の相対変化（能力の伸長度）

が他の 2 項目に比べて低くなっているが、これは、教材 1 に関する質問項目のみに回答したグア

テマラのコアグループメンバー（3 名）の自己評価（初期値）が他のメンバーに比べて高かったた

めである。この 3 名のデータを除いて集計した場合には、初期値 4.8、最終値 8.4、相対変化 3.7 と

なり、他の項目とはほとんど差がない。 

 
図４ 「教材開発能力」自己評価結果（総合）
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コアグループメンバーに対して実施した、「研修実施能力」（「講義形式の研修ができる」（研修 1）、
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「演習形式（問題解決型）の研修ができる」（研修 2）、「実習形式の研修（授業）ができる」（研修

3））に関する自己評価の結果は下図の通りである。研修実施能力についてもコアグループメンバ

ーは、教材開発能力同様、プロジェクト開始前に比べて能力が向上したと認識している。なお、

各国の専門家からのコメントや、中間評価あるいは終了時評価時におけるコアグループメンバー

に対するインタビューによると、現状では、多くのメンバーが講義形式の研修について一定程度

の必要な能力を身につけたと認識している（研修 1）。他方、演習（研修 2）、実習（研修 3）形式

の研修能力については、プロジェクト活動の中に関連する活動項目が含まれておらず、実践経験

の少なさから、相対的に達成度が低くなっている。 
 

図５ 「研修実施能力」自己評価結果（総合） 
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 前述した自己評価の結果から、多くのメンバーが「教材開発能力」が最も向上したと認識して

いることが分かった。このことから、各国ともこれまで教材開発に関する活動に従事する時間が

非常に長かったため、教材開発に関する知見・経験が蓄積されたと考えられる。しかしながら、

グアテマラやエルサルバドルの終了時評価時でのコアグループメンバーに対するインタビューで

は、教材開発能力に関し一定以上の能力向上が認識されているものの、今後の教材改訂に作業に

おいて、引き続き日本人専門家の技術支援を必要としていることが判明した。 
他方、「研修実施能力」については、プロジェクト活動に研修コンポーネントが組み込まれてい

なかったため、教材開発能力と比べて十分な活動時間が確保できなかったこと等から、伸び率、

達成度ともに伸びなやんでいる。 
 
 ４－２－５ 上位目標達成状況（見込み） 

上位目標：現職教員の初等教育における算数指導力が向上する。 
【指標】算数の授業評価結果 

現時点で各国初等教育における現職教員の算数指導力が向上したかどうかについて判断するこ

とは時期尚早であるが、現職教員の算数指導力にさまざまなインパクトが発現していることは各

国で確認されており、上位目標達成の兆しは見られる。例えば、多くの国が、教材バリデーショ

ンの一環として、コアグループメンバーや教育事務所の技官からなるフォローアップチームを形

成し、パイロット校教員の授業観察、実践指導、フォローアップを行っている。エルサルバドル

およびグアテマラにおいては、授業観察シートによる評価の結果、プロジェクト対象校以外の教
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員に比べ、プロジェクト対象校の教員のほうが授業実践という点において優れていることが確認

されている11。 

                                                   
11 詳細は「エルサルバドル初等教育算数指導力向上プロジェクト 終了時評価報告書」、「グアテマラ算数指導力向上

プロジェクト 終了時評価報告書」を参照のこと。 
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第５章 中間評価結果 

 

５－１ プロジェクトの実施プロセス 

現在、プロジェクトは概ね順調に進捗しており、深刻な活動の遅れは見られない。プロジェクトの

初期には、予定された日本人専門家 1 名が派遣されなかったこと、C/P の配置が遅れたこと、SINAFOD
の再編が進捗せずプロジェクト計画の明確な策定が困難であったこと等により、特にプロジェクト 1
年目のパイロット地区における活動に遅れが見られた。しかしながら、プロジェクト 1 年次終了時点

（2007 年 3 月）に PDM を再検討したこと、C/P が増員されたこと等により、適切な活動計画・プロ

ジェクト実施体制を確立するに至った。 
 

（１）プロジェクト全体の進捗 

プロジェクト活動の進捗は概ね順調と評価される。ただし、プロジェクト開始 1 年目（2006 年度）

は、ホンジュラス側の教員養成および教員研修に関する政策が確定しなかったため、特にパイロット

地区での活動が困難を伴った。そのため、1 年目の後半（2006 年 12 月）に行った運営指導調査の結

果を踏まえ、プロジェクト計画を変更した（PDM 改訂は 2007 年 3 月）。 
当初計画では、プロジェクト活動のうちの新規教員養成分野についてはインティブカ県（教員養成

校）、現職教員研修分野についてはラパス県をパイロット地区として指定し、これら 2 県を拠点に研

修やモニタリング活動を行うことが予定されていた。当初計画の前提として、SINAFOD 再編が完了

し、全国に 12 校あるノルマル校が機能別（基礎教育教員養成、現職教員研修、中等教育教員養成、

大学準備校）の 4 グループに再編されるという見通しがあった。SINAFOD 構想の下では、インティ

ブカ・ノルマル校が基礎教育教員養成、ラパス・ノルマル校が INICE 協力校として現職教員研修を

担当することが想定されており、当初計画もこの構想に沿ったものであった。 
しかしながら、プロジェクト開始以降も SINAFOD 再編が進展せず、プロジェクト活動の拠点とさ

れたインティブカ・ノルマル校およびラパス・ノルマル校の位置づけが確定されなかったため、特定

のパイロット地区を指定せず、将来的に教員養成および現職教員研修の中核となる人材の育成に焦点

を絞る計画に変更した。計画変更後は、新規教員養成分野については、ノルマル校および国立教育大

学の教官に対して指導し、現職教員研修分野については、全国を対象に、全 18 県から選定された国

レベルの講師に対する研修を行う計画とした。 
プロジェクト実施体制に関しては、日本人専門家 1 名（算数教育 2）が派遣されず、この欠員を他

の専門家が補っている状態が続いている。プロジェクトの基本計画変更により、専門家が首都から離

れたパイロット地区に頻繁に行く必要がなくなったことに加えて、国内活動の主体を C/P が担い、専

門家 1 名がほぼ専任でこれを支援したこと、専門家養成個人研修制度で派遣された日本人が即戦力と

して活動したことなどにより対応が可能となり、現時点では、プロジェクト活動の実施にほぼ支障の

ない体制になっている。 
 
（２）活動にあたっての問題点とその対策 

活動にあたっての問題点としては、まず、教育省による C/P の正式な任命に時間がかかり、この間

C/P の地位が不安定であったことが挙げられる。このため、プロジェクト開始当初 1 年程度は C/P が

プロジェクト活動に専念できないことがあった。C/P は、教育省の任命を待つ間、米州開発銀行や世
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界銀行のコンサルタントとしての身分措置をとり、プロジェクトの活動を続けた。その後、教育省の

技官として任命され、プロジェクト専任の C/P となった。 
次に、SINAFOD 再編の進展がプロジェクト形成時点での見通しと異なったことも、活動にあたっ

て問題となった。前述の通り、2007 年 3 月に PDM を改訂しプロジェクト計画の一部を変更した。 
また、教育省による教師用指導書・児童用作業帳の印刷・全国配布が遅れたという問題もあった。

教育省では、これら教材を適切に配布するノウハウ・実施体制が不十分であり、このため、JICA 教

育アドバイザー専門家が教育省の全国配布を支援した。 
 このほか、教育をとりまく環境の問題として、一般教育法の制定が遅れていることが挙げられる。

そのため SINAFOD 再編の方針が定まらず、プロジェクトの計画が策定しにくい状況となっている。

また、教員のストが頻繁に発生しており、これによりプロジェクト活動の変更を余儀なくされること

があった。 

 

（３）プロジェクトのマネジメント体制 

プロジェクトの運営管理にあたっては、教育省（INICE 含む）、国立教育大学、ノルマル校等の関

係機関による実施体制が確立されており、適切に機能している。実施体制の概念図については付属資

料 5 を参照。PDM は、専門家、C/P とも正確に理解しており、活動の基本文書として随時参照され

ている。また、PO に基づきプロジェクトの評価カレンダーを作成、共有し、プロジェクトの進捗を

全員でモニタリングしている。JCC など関係機関との会議は、プロジェクトの情報を共有し、合意を

形成する場として有効に機能している。 
広域各国での活動については、開始当初、広域各国の活動実施条件やプロジェクトを取り巻く環境

等に関する事前の情報が十分でなく、プロジェクト開始時に前提条件が整っていなかったため、想定

したよりも長い準備期間が必要であった。ホンジュラスにおいて、教材開発に関する経験を共有する

導入研修は C/P が行ったものの、各国で求められる技術的水準が想定より高度であったため、各国が

PROMETAM 教材を現地のカリキュラムやニーズに応じて改訂する作業に対する技術支援は日本人

専門家が実施している。 
 

（４）技術移転の方法 

プロジェクト内のコミュニケーションは良好である。日頃から関係者の間で緊密なコミュニケーシ

ョンをとるよう努力していることに加え、JCC やその他の会議を通じ、関係者との意思疎通・情報伝

達が適切に図られている。C/P と専門家の言語・文化の違いから、研修方法に関する考え方の違いな

ど活動を進めるうえで困難が生じることも時折あるが、緊密なコミュニケーションと、関係者の解決

に向けた努力により、大きな障害になることはない。 
C/P に対する技術移転に関しては、まず、専門家による恒常的な個別指導が効果的であった。これ

に加え、専門家養成個人研修員として受入れた 2 名の研修員から、新たな知見の提供があったことが

C/P から評価された。また C/P は、ボリビアで実施されている JICA 技術協力プロジェクト「学校教

育の質向上プロジェクト」との技術交換において、算数教育をよりよくするためのコンポーネントと

して、算数指導法だけでなく、学級経営などが効果的であることを学ぶことができたと認識しており、

ホンジュラス国内での活動のみならず、周辺国との技術交換の機会も C/P の能力向上に貢献した。 
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（５）関係機関のプロジェクトへの関わり 

プロジェクトの関係者はプロジェクト活動に積極的に関わっていると言える。C/P はプロジェクト

に専任で、積極的に関与している。C/P の業務量が多いため、物理的に全員そろって合議をとること

が時折難しくなっているが、活動に大きな支障はない。活動の進捗に伴い、FID 教官・ノルマル校教

員はより積極的に関与するようになった。また、授業観察や研修に関係した学校の教員は非常に協力

的であった。インタビューによれば、学校の校長・教員のプロジェクトへの関心は高く、積極的に関

与しようとしていることがうかがわれる。なお、意思決定を行うにあたっては、意思決定プロセスを

明確にし、JCC を通じて関係機関のコンセンサスを形成した。 
他ドナーとの調整については、JICA 教育アドバイザー専門家を通じて他ドナーの動向に関する情

報共有を行っている。他ドナーとの協調を示す例として指摘できるのが、米国国際開発庁の技術支援

により教育省で DCNB に準拠した「スタンダート（学習到達度基準）」を作成し、これにあわせた評

価体系を整備した際、PROMETAM 教材に準拠して算数の評価指標を改善したことである。 
 

５－２ 評価 5 項目による評価 

ホンジュラス国内コンポーネントの活動に関して、評価 5 項目の観点から評価を行った。評価結果

については、「算数大好き」広域プロジェクト対象国と同様に、「高い」、「中程度」、「低い」の 3 段階

評価を行った。 

 

 ５－２－１ 妥当性 

【評価結果：高い】 
プロジェクトの計画は、ホンジュラス国のニーズと政策、日本国の対ホンジュラス国政府

開発援助（ODA）政策に合致している。 

 

（１）ホンジュラス国のニーズ・政策との整合性 

プロジェクト目標・上位目標は、ホンジュラス国のニーズと政策に合致している。初等教育児童の

算数の成績向上は、ホンジュラス国教育分野の重要課題となっている。インタビューによれば、多く

の教員は指導に自信がなく、算数を教えることに対する不安を抱えている。算数指導力の向上を目ざ

した本プロジェクトは同国の現状に合致している。 
ホンジュラス国の貧困削減戦略ペーパー12（2001 年）では、10 の優先目標のうちのひとつに、初

等教育 6 年間（9 年の基礎教育のうち初等教育課程に相当する 6 年間）を 95％の児童が修了すること

を挙げており、教育の質の向上が優先課題になっている。教育分野の政策である EFA-FTI 計画13では、

5 つのプログラムのひとつに、教員の質と効率性の向上を挙げている。これらプログラムの目標値と

して挙げられている 3 点のうちのひとつが、6 年生の算数と国語（スペイン語）の成績の向上である。

また、ホンジュラス国教育セクター計画14では、戦略の方向性として、新規教員養成、現職教員研修

が挙げられている。このことから、算数指導力の向上を通じた教育の質的向上は、ホンジュラス国の

教育開発政策とも高い整合性がある。 
 

                                                   
12 Estrategia para la Reducción de la Pobreza (ERP) 
13 Plan Todos con Educación 2003-2015 
14 Plan Estratégico del Sector Educación 2005-2015（2007 年改訂） 
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（２）日本の開発援助政策との整合性 

プロジェクトは日本の対ホンジュラス開発援助政策とも整合性がある。日本の対ホンジュラス

ODA 方針15および JICA 国別事業実施計画16では、6 つの重点分野のひとつに基礎教育が挙げられて

いる。また、EFA-FTI 支援を最重点課題として位置づけており、特に算数教育の質の向上に貢献しう

る教材開発、新規教員養成並びに現職教員再教育を中心課題としている。 
 

（３）手段としての適切性 

プロジェクトは適切にデザインされていると言える。プロジェクトは、PROMETAM フェーズ 1 で

開発された教師用指導書・児童用作業帳がホンジュラス教育省により国定化されたこと、中米域内協

力の機運が高まったことなどを踏まえて、適切なタイミングで形成された。 
プロジェクトのデザインは、プロジェクト目標の達成に必要な活動を網羅しており、適切である。

新規教員養成と現職教員研修を組み合わせることで相乗効果が得られるデザインになっている。イン

タビューでは、FID 学生の教育実習先の学校で現職教員が PROMETAM 指導書に基づく授業を行って

おり、FID 学生が効果的な実習を行うことができることに加えて、現職教員も学生から学ぶことがあ

るので有意義である、といった報告がある。このことからも、新規教員養成と現職教員研修の双方を

同じ指導書・コンセプトに基づいて行うことの効果が確認されている。 
プロジェクト実施中の SINAFOD 再編を受け、効果的な教員研修のあり方を検討した。その結果、

2008 年度から「教育省－国レベル講師－県レベル講師－教員」という 4 層の伝達講習型の研修から、

「教育省－国・県レベル講師－教員」という 3 層のカスケードによる研修体系を取ることとした。こ

れにより、プロジェクトによる直接裨益者が国レベルの講師 1500 名に規模を拡大することとなり、

より効果的になった。一方で、新規教員養成システムが確立していないため、新規教員養成課程への

支援については、ターゲットが十分絞り込めていないという状況がある。 
プロジェクトは日本の技術優位性を活用している。日本の算数教育の質の高さは、生徒の学習到達

度調査（Programme for International Student Assessment: PISA）、国際数学・理科教育動向調査（Trends 
in International Mathematics and Science Study: TIMSS）等の国際学力比較調査で上位にランクされてい

ることなどから、国際的にも認知されている。また、JICA はホンジュラスにおいて長期にわたり算

数教育支援を行ってきた実績があり、ドナー・コミュニティにも認知されている。 
 

 ５－２－２ 有効性 

【評価結果：中程度】 

成果は順調に達成されつつある。プロジェクト目標については、指標の達成に向けた変化

が認められるものの、まだ顕著なものではない。中間評価時点では、定量的指標では明確

な向上が見られないが、授業観察等による定性的な観点からは、一部向上が認められる。

プロジェクト目標が達成できるかどうかは今後の進捗にかかっている。 

 

（１）プロジェクト目標の達成度 

指標１：（現職教員対象）教師用指導書、児童用作業帳使用状況調査結果、算数授業評価結果 

                                                   
15 外務省「ODA 国別データブック（2007）」 
16 JICA「国別事業実施計画 ホンジュラス共和国」（2007 年 3 月） 
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教師用指導書・児童用作業帳の使用状況について、2007 年度（全国教員対象）と 2008 年度（ラパ

ス県以外）に調査を行ったところ、指導書・作業帳ともに使用している教員が増加しており、指導・

学習プロセスの改善に対する効果も確認された。 
一方、2007 年と 2008 年に実施したテグシガルパ第 5 学区の 31 学級（単式学級）と周辺農村部の

20 学級（複式学級）の授業観察の結果では、一部の項目で向上が見られるものの、全般的には大き

な変化は見られない。ただし、調査対象となった学級・教員が調査年によって異なるため、単純な比

較はできない。専門家らの観察によれば、教員が間違いを教えることが減少している等の改善が見ら

れている。 
指標２：（FID 学生対象）算数指導法に関する講座評価結果、教育実習中の算数授業評価結果 
プロジェクトで実施した国立教育大学テグシガルパ校 FID の算数指導法講座の評価結果では、2007

年度は講座の開始時と終了時に大きな変化は見られなかったが、2008 年度は、講座開始時（2008 年

2 月）に比べ講座終了時（2008 年 8 月）に学力・指導力の向上が見られた。 
一方、FID 学生の教育実習中の授業観察を 2007 年、2008 年に実施したところ、全般的に大きな変

化は確認されていない。しかし、FID 学生の算数教育に対する苦手意識が軽減された等の報告はなさ

れている。（指標達成度の詳細は付属資料 13 参照） 
 

（２）成果とプロジェクト目標との因果関係 

プロジェクト目標達成のために、ほぼ適切な成果が設定されている。成果 4「算数教育に関する一

般的な関心が高まる」については、その活動の対象グループを指標に明示するなどで限定することに

より、成果とプロジェクト目標との関連がより明確になる。 
PDM（第 2 版）では、プロジェクト目標の指標として「教師用指導書、児童用作業帳の使用状況

調査結果」「現職教員の算数授業評価結果」「新規教員養成学生の算数指導法に関する講座評価結果」

「教育実習中の算数授業評価結果」と記載されているが、具体的な数値目標は設定されておらず、開

始時点と評価時点での変化の度合いで評価を行うこととなっている。プロジェクトでは、それぞれの

指標につき具体的な評価項目を設定し、関連指標の変化の度合いをモニタリングしている。プロジェ

クト効果の発現状況を適時に把握するためにも、プロジェクトによるモニタリングを継続することが

不可欠である。 
 

（３）成果からプロジェクト目標に至るまでの外部条件 

成果からプロジェクト目標に至るための外部条件として「基礎教育分野における教育政策が変更さ

れない」という条件が設定されているが、教育政策の変更あるいは未確定要素が多いこと等、外部条

件が流動的であり予測可能性が低いことによりプロジェクトがある程度の影響を受けている。 
プロジェクト目標の達成に最も影響を与える事項として、SINAFOD 再編が未完了であるため、初

等教員養成課程に関する政府方針が未だ確定していないことがあげられる。ホンジュラス政府は、

2006 年に後期中等教育に相当するノルマル校の初等教育教員養成課程を廃止し、初等教員の養成は

高等教育に相当する FID のみで行うこととした。しかし、教員組合の反発などがあったため、翌 2007
年に、ノルマル校での初等教育教員養成課程を復活させた。現在は、一部のノルマル校で後期中等教

育課程と高等教育課程（FID）での初等教員養成が並存する状態となっている。制度として FID は存

続させたものの、FID 開講に伴う政府の予算措置は十分ではなかったため、国立教育大と一部のノル

マル校の FID で新入生を受け入れなかった（FID を有する 7 校のノルマル校のうちオコテペケ、ダン
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リ、フティカルパ、チョルテカの 4 校のみで開講）。こうした教育政策の変更とそれに伴う状況の変

化は、プロジェクト活動の成果発現を妨げる状況となっている。 
 

 ５－２－３ 効率性 

【評価結果：高い】 

専門家の数が当初予定より 1 名減っており、供与した機材も少ないにもかかわらず、成果

が発現している。投入は適切に活用されている。 

 

（１）投入及び活動と成果の因果関係 

適切な投入が実施され、適切な活動が計画・実施された。活動からアウトプットを達成するために

は、外部条件として、C/P や研修を受けた教官らがプロジェクト期間中現在の地位にとどまることが

必要である。当初予定していた専門家 1 名が派遣されなかったが、パイロット地区をなくすなどのプ

ロジェクト基本計画の変更や、効果的な現職教員研修計画を検討したため、結果的に活動に支障は出

ていない。 
 

（２）投入の適正度 

日本側、ホンジュラス側とも活用されていない投入は特になく、ほぼ適正な投入がなされている。 
派遣されている専門家は長期・短期専門家とも適切な専門性を有し、効果的な活動を行っている。

なお、プロジェクトの直接の投入ではないが、青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers: 
JOCV）の活動は、実践的な指導法を指導するなど、ホンジュラス関係者から有効であるという評価

を得ている。 
 PROMETAM フェーズ 2 では、供与機材は購入しておらず、フェーズ 1 で供与した機材を継続して

活用している。この他、コンピューター、プリンター等を専門家携行機材として購入した。フェーズ

1 で調達されたプロジェクター、コピー機、コンピューター等、一部に仕様が古くなっているものが

あるが、プロジェクト活動には特に支障はなく、適切に利用されている。 
C/P に対する研修は、広域本邦研修、広域在外研修を実施した。C/P に対するインタビューによれ

ば、本邦研修はプロジェクトの目指す授業を実際に視察できるのが利点であるということであった。

広域在外研修は、「算数大好き」広域プロジェクト対象国間で情報交換を行うことが有効で、各国 C/P、
コアグループメンバーの能力向上の場になっている。これまでの多くの広域在外研修はホンジュラス

で実施しているため、ホンジュラス C/P が他国の現状を実際に見る機会は少ないが、行政職など立場

の違う他国の参加者と各国の現状について意見交換することは有益であるととらえられている。 
ローカルコストは日本側、ホンジュラス側とも、適切な時期に不足なく配分されている。本プロジ

ェクトの業務ではないが、2007-2008 年度の教師用指導書・児童用作業帳印刷・配布にあたって、ノ

ンプロジェクト無償資金協力の見返り資金を活用した。2009 年度からは EFA 資金が印刷・配布に充

当される予定である。プロジェクトが実施する研修にも EFA 資金が配分されており、EFA 資金を活

用することで、当面は安定的な資金源が期待できる。 
5 名の C/P がプロジェクトに専任で配置されており、それぞれの担当分野で活動している。多忙で

はあるが、活動を順調に進めている。一部の C/P は算数・数学教育が専門ではなかったが、活動を進

めていく中で算数教育の専門性を高めつつある。プロジェクト開始当初、C/P の配置と身分の確定に

時間を要し、正式に任命されるまでの間は C/P がプロジェクトに専念できないことがあった。 
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プロジェクトの執務場所として、INICE 構内の一棟が提供されており、専門家と C/P が共同で活動

する場として最適な環境が整備されている。 
 

 ５－２－４ インパクト 

【評価結果：中程度】 

上位目標の達成見込みは、現在のところまだ明らかでないものの、児童の成績向上の兆し

は見られる。 

 

（１）上位目標達成の予測 

上位目標である「児童の算数科学力の向上」については、中間評価時点では、明確な変化はまだ見

られていない。教育大学外部評価ユニット（UMCE）が実施した EFA-FTI 指標調査17によれば、6 年

生児童の算数の学力は、全国テストの平均正答率が、2002 年で 38.5%、2007 年で 38.8%と大きな変

化はない。関係者に対するインタビューでは、「2015 年までに全国平均正答率 70％を達成」というホ

ンジュラス EFA 計画の目標値を達成することは現状では困難と見られている。 
児童の成績に関連する要因について、米国国際開発庁（United States Agency for International 

Development: USAID）とドイツ技術協力公社（Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit: GTZ）が実

施した調査（2006-2007）では、教材の有無と児童の成績に正の相関関係があることが報告されてい

る18。PROMETAM の教材配布が 2008 年 7 月に完了したことから、この教材の効果が発現すれば、こ

れまでより早い成績の伸びが見られる可能性はある。前述したとおり、指標で観察される変化は顕著

ではないものの、教員に対するインタビューでは、「授業で児童が活発になった」、「児童が算数の授

業を楽しんでいる」という質的な変化が報告されており、教材配布の児童の学習への効果はゆるやか

ながら確認されている。 
なお、上位目標達成を阻害する要因として、教員によるストライキ等により規定の年間授業数（年

間 200 日）が確保されていないことが挙げられる。いくら教材が整備されても、実際に授業を行う日

数が十分確保されなければその効果発現も自ずと制約される可能性がある。 
 
（２）プロジェクト目標と上位目標の因果関係 

プロジェクト目標が現職教員、FID 学生を対象としているので、上位目標で児童の学力向上を目指

しているのは、プロジェクト計画のロジックとしては適切と言える。ただし、長期的には児童の学力

向上の達成が見込まれるものの、現状では、プロジェクト終了後 3～5 年間での大幅な学力向上の達

成には困難が予想される。 
 プロジェクト目標から上位目標に至るための外部条件は「基礎教育カリキュラムに関わる教育政策

が変更されない」となっているが、現在、DCNB が暫定版であることが問題となっている。教育省は、

DCNB の改訂作業を行っているが、算数に関しては大幅な変更はない見込みで、プロジェクトの活動

及び効果の発現には大きな影響はないと思われる。一方で、より算数の授業を向上させるには、引続

きカリキュラム内容を改善していくことが必要という意見も聞かれた。 
 

                                                   
17 UMCE (2008)  “Aprendizajes en Español y Matemáticas de Alumnos de Sexto Grado 2007, Informe Nacional” 
18 教育アドバイザー専門家のインタビュー、USAID 資料、同インタビュー等による。調査結果のオリジナル資料は

調査団では入手できなかった。 

－26－



 

（３）予期せぬ正のインパクト 

予期せぬ正のインパクトとして、ノルマル校数学教員のネットワークが構築されつつあること、算

数の例にならって他の教科でも教師用指導書および児童用作業帳が開発され、C/P のような技官グル

ープ形成の動きが見られること等が挙げられる。 
これまで各ノルマル校は独自のカリキュラムを用いて学生に対する指導を行っていたが、プロジェ

クトによるノルマル校数学教官に対する研修などを通じて情報交換などが図られた結果、教官グルー

プ自らがノルマル校における算数指導法に関するカリキュラムを統一する必要性を感じ、プロジェク

トによる研修の場で統一カリキュラム案を作成した。このカリキュラム案はノルマル校全体の暫定カ

リキュラムとして採用された。これは、プロジェクトによる研修を通じて形成されたノルマル校数学

教官間のネットワークが新規教員養成課程における算数指導法改善に対する具体的な提案を生み出

したもので、予期せぬ正のインパクトと言える。 
次に、DCNB 改訂に伴って算数の教師用指導書および児童用作業帳が新しく開発されたため、これ

を受けて、他の 3 教科でも同様に教師用指導書および児童用作業帳が開発された。また、教育省には、

算数以外の教科でも本プロジェクトの C/P のような技官グループを育成しようとする動きがある。こ

れらは、プロジェクトによる成果を受け、算数以外の科目へもその成果を移転させようとする試みで

あり、正のインパクトと言える。 
このほか、C/P の教育省員としての自覚が高まった、ノルマル校教員らの責任感が高まった、とい

う報告がある。 
 

（４）予期せぬ負のインパクト 

負のインパクトとしては、プロジェクト 1 年目に、ラパス教員組合の一部の教員から、外国人が教

室に入って活動（授業評価）をしていたことに対して反対を表明する声明文が出されたことが挙げら

れる。これに対し、プロジェクトは教育省と協議し、日本人専門家が直接教室に入らず、ホンジュラ

ス人 C/P の活動を中心とする対策を講じた。 
 

 ５－２－５ 自立発展性 

【評価結果：低い】 
今後もプロジェクトが順調に進捗すれば、技術面では、プロジェクトの成果である教師用

指導書・児童用作業帳の使用法や算数指導法を C/P、ノルマル校及び国立教育大学 FID 教官、

現職教員の間で継続していけるものと考えられる。しかしながら、プロジェクト活動を継

続していくための教育省の組織面・財政面でのキャパシティは、現状では十分でない。財

政面では、教育予算の多くをドナー資金に依存しており、長期的な財政的支援確保の可能

性については予測できない状況にある。 

 

（１）政策・制度面 

政策・制度面での自立発展性は概ね高い。2015 年までは、EFA 計画に基づき、算数の学力向上が

優先課題であるため、算数指導法改善に関しては、教育省の支援が得られると考えられる。ホンジュ

ラスでは、一般教育法制定の過程にあり、一般教育法に基づく SINAFOD の詳細設計が検討されてい
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る19。これらの法制度の進捗によっては、プロジェクト活動が影響を受ける可能性もある。この一般

教育法に関しては、中間評価時点で、関係者からのコメントならびに法制定に関するインパクトの分

析を関係機関で行っているところである。インタビューによれば、12 月に大統領府に提出しさらな

る検討を行い、2 月に国会で審議が開始される見込みである。なお、DCNB 改訂については、教科内

容については修正がない見込みであるが、教育評価部分については、教育現場での試行の結果を反映

して改善される予定とのことである。 
 

（２）組織面 

自立発展性に向け、組織面での強化がさらに必要と判断される。組織的な INICE の研修運営能力

は向上しつつあるものの、プロジェクト終了後に INICE をはじめとする関係機関だけで研修の計画・

運営実施体制を継続していくためには、さらに組織的能力を強化する必要がある20。教師用指導書・

児童用作業帳の配布については、教育省の配布実施能力を確立するため、教育アドバイザー専門家が

マニュアル作成を支援している。広域各国に対しては、現在はプロジェクトで広域活動運営のサポー

トを必要に応じて行っているが、将来的には域内国の間で運営できるようにしていくことが望ましい。 
 

（３）財政面 

財政面での自立発展性は低い。2015 年までは、EFA 資金（財政支援コモンファンド）が確保され

るので、プロジェクト終了後も研修などの活動の継続が可能であると考えられるが、2015 年以降の

予算確保の見通しは不透明である。現状でも教育予算の 97％は教員給与等を含めた経常経費に充て

られており、新たな活動に配分する予算はほとんどない。2015 年までは、研修・教材配布等、EFA
資金を充当することが見込まれるが、2015 年以降の予算については教育省で検討が必要と考えられ

る。また 2015 年までについても、EFA 資金の継続的配分のためには、EFA-FTI 計画を確実に実施し

ていくこと、教育省の年間計画へ確実に活動を組み込むことが必要である。調査団と教育大臣との面

会の中で、教育大臣は、2011 年以降に教科書を供与方式から貸与方式に変更することも含め、今後

の対応を検討したいと発言したが、予算上の制約を踏まえた今後の対応策についての具体的な確認は

できなかった。 
 
（４）技術面 

技術面での自立発展性は高いと評価される。C/P、教育大・ノルマル校教官とも能力が向上してお

り移転した技術を活用している。今後も移転された技術の活用を継続していく意識が高い。また、

C/P をはじめとしてプロジェクトで研修を受けた者は、他の人材に対して伝達講習を行うなどして、

技術の普及に努めている。例えば、国立教育大学 C/P は他の C/P とともに定期的に同大学の関係者に

対してプロジェクト活動に関する伝達講習を実施している。また、本邦研修参加者は、それぞれの所

属機関で他の者に対して研修結果を共有している。 
プロジェクト活動に参加した C/P の定着度に関しては、すでに教育省技官として正式採用されてい

る C/P は、ある程度定着が見込まれる。現在、学校から INICE に出向している C/P2 名がプロジェク

ト終了までに教育省技官として採用されれば、さらに C/P 定着の見込みが高まる。 

                                                   
19 一般教育法の調査時点での草案では、初等教員は大学卒業を資格とすることとなっている。 
20 アンケート調査でも、組織的な自立発展性にかかる項目の評価が低くなっている。国内コンポーネントの実施体制

に関する組織的自立発展性の評価も低い。 
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５－３ 効果発現の貢献要因・阻害要因 

 ５－３－１ 効果発現に貢献した要因の分析 

（１）成果達成の促進要因 

成果達成の促進要因としては、プロジェクト活動に対する関係者の関心が高く、積極的に活動に取

組んだこと、効果的な研修計画を検討・実施したことが挙げられる。現職教員研修の計画では、カス

ケードの層をひとつ廃止したことで、研修効果が薄まることを軽減し、より多くの対象者に直接プロ

ジェクトで研修することとなり、より効果的になった。 
 

（２）プロジェクト目標・上位目標達成の促進要因 

プロジェクト目標達成の促進要因は、C/P がプロジェクトに専任で常駐していること、指導書・作

業帳の全国配布がほぼ完了したことが挙げられる。C/P がプロジェクトに専任で配置され、日本人専

門家との協同体制が構築されていることにより、プロジェクト活動の方向性や課題などを常時共有で

き、円滑に活動を進めることができたことは大きい。また、プロジェクト外の活動ではあるが、教育

省がノンプロ無償の見返り資金を活用して PROMETAM フェーズ 1 で開発された教師用指導書、児

童用作業帳を印刷し、全国配布を完了させたことは、上位目標達成に向けての大きな貢献要因である。 
 

５－３－２ 効果発現を阻害した要因の分析 

（１）成果達成の阻害要因 

成果達成の阻害要因では、DCNB 改訂作業の見通しが不透明であることが挙げられる。また、

SINAFOD 再編が完了していないため、新規教員養成および現職教員研修共に制度が安定しておらず、

そのためプロジェクトの明確な計画立案が困難になっていることも成果達成を阻害している。 
 

（２）プロジェクト目標・上位目標達成の阻害要因 

プロジェクト目標達成の阻害要因としては、一部の教員が新しい指導法を取り入れることに消極的

であること、新規教員養成に携わる教官と一般教員が、研修時間を確保すること等を理由に授業を休

講にしていることが挙げられる。上位目標達成の阻害要因としては、教員のストライキの影響により

規定の授業時間（年間 200 日）が確保できないことが挙げられる。 
 

５－４ 結論 

プロジェクトの活動は概ね順調に進められており、成果は発現しつつあることが確認された。現職

教員の指導法や FID 学生の算数に対する態度などにプロジェクト目標の達成に向けた正の変化が見

られるものの、目標達成は今後の活動にかかっている。上位目標（児童の学力向上）は、達成に向け

ての変化は見られるものの、プロジェクト終了後 3 年から 5 年での児童の大幅な成績の向上は困難と

見られる。自立発展性は、技術面では問題がないものの、政府の組織面・財政面が弱く、現状では低

いと評価せざるを得ない。 
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第６章 提言と教訓 

 

６－１ 提言 

前章までに述べた評価結果に基づき、調査団は合同評価委員会にて協議の上、今後のプロジェクト

活動実施方針や実施体制に関し、次のとおり提言を取りまとめ、JCC において報告した。これらの提

言については、中間評価調査以降に開催される JCC にて対応が検討され、必要に応じて JICA ホンジ

ュラス事務所やプロジェクトチームからホンジュラス教育省に対し善処を申し入れることとなった。 
 
（１）C/P の増員による全国現職教員研修実施体制の強化 

SINAFOD の再編を受け、より効果的・効率的な教員研修のあり方が検討された。その結果、2008
年度から全国現職教員研修の県レベル講師を国レベル講師に引き上げ、伝達講習段階（カスケード層）

を１段減少させることになった。これにより研修対象者の増加（約 60 名～120 名→1,500 名）、研修

場所の変更（INICE→各県）、研修期間の長期化（3 日～5 日、年 1 回→5 日間/県、年 1 回、合計 3 ヶ

月）、が発生し、専従 C/P5 名という現行の実施体制では対応が困難になってきている。加えて、今後、

当該方式による研修頻度の増加（年 1 回→年 2 回）が検討されていることから、全国現職教員研修の

実現には C/P の増員が不可欠である。具体的には、教育省県事務所技官の中から優秀な技官を選定し、

一定期間プロジェクトに出向させ、OJT（On the Job Training）により研修講師としての能力強化を図

るという形が望ましい。これにより、現行の教員研修実施体制が強化されるとともに、将来的には全

国現職教員研修の地方での独自開催が可能になるものと思われる。 
 

（２）C/P の能力の一層の向上 

これまでの活動を通じて C/P は、プロジェクトが目指す算数指導力（算数・数学学力、教材開発能

力、研修能力）を着実に向上させている。しかし、現在プロジェクトが実施している活動のすべてを

C/P だけで行えるようになるためには、一層の能力向上が必要であり、C/P 自身もそれを熱望してい

る。また、彼らは算数指導力に加えて、教材開発や教員研修の計画・実施・評価に必要なマネジメン

ト能力の向上の必要性も強く感じており、当該知見・技能に関しても、今後プロジェクトで強化して

いくことが望まれる。そのためには、C/P の学習機会や学習時間の意識的な確保、今まで以上の知見

や経験の共有のためのマネジメント上の工夫などの措置が必要となる。 
また、現在、2 名の C/P は教員としての採用であり、休職・出向という形でプロジェクトに配属さ

れている。持続性の観点から、これら 2 名についても教育省技官として正式雇用されることが望まし

い。 

 

（３）児童用作業帳・教師用指導書の活用促進を目的とする国内広報の強化 

2008 年度は日本政府によるノン・プロジェクト無償資金協力の見返り資金を活用して児童用作業

帳・教師用指導書の印刷・配布が実施され、すべての児童・教員の手に教材が行き渡った。しかし、

今回の評価調査における関係者インタビューから、一部の教員に教材使用に対する戸惑いがみられる

ことが判明した。このような状況を改善し、教材活用を促進すべく、授業における教材使用の有用性

を理解させるような国内広報を積極的に実施していく必要がある。その際、可能な限り現場の教員の

優良な実践事例を取り上げるなど、トップダウンではない広報戦略を採ることが望ましい。また、各
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地で実施される全国現職教員研修国レベル講師研修に合わせて広報セミナーを開催するなど、他の活

動との相乗効果を狙った効果的な広報の実現が期待される。 
 

（４）教材開発／研修実施メカニズムの教育省への組み込み 

現在、C/P を中心にプロジェクト関係者の個々人に教材開発や教員研修のノウハウが蓄積されつつ

ある。しかし、教育省が将来にわたって継続的にこれらの活動を実施していくためには、関係者に蓄

積された知識や経験を、教育省の中に仕組みとして内在化していく必要がある。そのため、プロジェ

クトは今後、教育省とともに、関係者が有する知識や経験を方法論として構築し、それを具現化する

メカニズムを、教育省内に構築していくような取り組みを積極的に行うべきである。 
 

（５）新カリキュラムに関する情報収集と早期整備への支援 

教育省が現在進めているカリキュラム（DCNB）改訂に関し、児童用作業帳や教師用指導書が依拠

している算数科カリキュラムについて、大幅な見直しは行われないという見通しが明らかになった。

しかし、現在、現場の教員に対するヒアリングや評価関連ツール（通信簿、教員評価表など）の試行

が行われており、カリキュラム改訂の動向に引き続き注意を払う必要がある。プロジェクトは可能な

限りカリキュラム改訂の情報入手に務めるとともに、教育省に対して必要な技術的支援や早期整備に

向けての働きかけを行うべきである。また、必要に応じて教材の見直しを図るなど、新カリキュラム

の整備に伴う迅速な対応が求められる。なお、教育省に対しては、プロジェクトに対する関連情報の

積極的な提供と早期整備に向けた一層の活動促進を求めたい。 
 

（６）児童用作業帳・教師用指導書にかかる経費の教育省予算による対応 

これまでプロジェクトが開発した児童用作業帳と教師用指導書の印刷・配布はすべてドナーの資金

で賄われている。教育省予算の 97％が教員給与を中心とするリカレント・コスト（経常経費）に充

てられている現状では、独自予算による教材の印刷・配布は極めて困難であろう。しかし、国際的な

教育支援の動向に鑑み、ドナーの資金も流動性・不安定性を増していることから、できるだけ早期に

教育省予算による必要経費の確保が可能になるよう、教育省に対して関係各省との交渉や省内調整を

お願いしたい。なお、供与を前提とした児童用作業帳は、児童が自宅に持ち帰り自習が可能になると

いうメリットが存在し、児童の学習時間の確保と算数への興味関心の維持・向上による学力向上が将

来的に期待される。このような効果を念頭に置きつつ、予算確保に向けての一層の努力を期待したい。 
 

（７）SINAFOD 再編の早期決着 

算数科において児童用作業帳と教師用指導書を開発し、SINAFOD を通じて普及することがプロジ

ェクトの基本デザインになっている。しかし、これまで SINAFOD には「教育の質の向上に向けて、

新規教員養成と現職教員研修を統合し、一貫した教師教育を実現する」という基本コンセプトは存在

するものの、具体的な制度設計・実施計画については試行錯誤が繰り返されるのみで、最終的な制度

化の見込みは依然不透明である。このため、プロジェクトは各種研修を中心に短期的な対応を余儀な

くされ、中長期的な研修計画に基づく継続的な支援には多くの課題を抱えてきた。今後、プロジェク

トが効果的・効率的に活動し、ホンジュラスの教育開発により多くの貢献を行うためには、SINAFOD
再編の早期解決による新規教員養成課程と現職教員研修制度の整備が不可欠である。この点に関し、

関係者の一層の努力を促すとともに、特に教育省には SINAFOD の前提となる一般教育法の早期制定
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に向けて、関係各方面に対する一層の働きかけをお願いしたい。 
 
６－２ 教訓 

６－２－１ 教訓（合同評価委員会で抽出した教訓） 

合同評価委員は、評価結果を踏まえて協議した結果、以下の教訓を抽出した。 

（１）プロジェクトには専任のカウンターパートが常駐しており、このことが様々な形でプロジェク

トの成功に貢献している。カウンターパートは、プロジェクト活動を通じて、既に一定の専門

性を獲得しており、プロジェクトの自立発展性を保証するためには、彼らが継続的に雇用され

ることが必要である。 

（２）新規教員養成と現職教員研修が確実に実施されることは、プロジェクト上位目標の達成に貢献

する。 

（３）教師用指導書と児童用作業帳を適切に使用することは、算数科の教授－学習過程を向上させる

ことにつながる。 

（４）現職教員研修の伝達講習段階（カスケード）を少なくすることによって、より効率的・効果的

な研修が可能となり、算数指導法の改善が促進されることとなる。 

（５）教師用指導書と児童用作業帳が適時に配布されることは、授業での学びを促進する。 

（６）プロジェクト関係機関（教育省、国立教育大学、ノルマル校）の間で適切な調整が行われれば、

より効率的な形で活動が実施でき、プロジェクト目標を達成することができる。 

（７）プロジェクトの内部評価や外部評価は、プロジェクト活動の改善に大きな役割を果たす。 

 

６－２－２ 教訓（中間評価調査団として抽出した教訓） 

今回の評価結果に基づいて、中間評価調査団は以下のような教訓を導き出した。これらの教訓は、

主に日本側のプロジェクトマネジメントに関するものであり、今後の新規案件形成や実施中案件の管

理にあたり参考となるものとして記録に留めることとした。 

 

（１）既存の協力成果の有効な活用 

PROMETAM フェーズ 2 では、フェーズ 1 で開発された基礎教育課程１～6 年生（初等教育課程に

相当）の算数科の教師用指導書と児童用作業帳を改良するとともに、その全国普及を図った。普及に

際して、それらの教材は現職教員と新規教員養成課程教官を対象にした研修のコンテンツとして活用

され、内容面においても質の高い研修となることを保証している。一般に教師用指導書や児童用作業

帳の開発にはかなりの時間を要するものの、教科指導の改善には教師用指導書や児童用作業帳といっ

た指導法の改善につながる実践的な教材の開発・改善は必要不可欠であること、加えて、フェーズ 1
で開発され、評価を受けている既存の教材を活用することによって、フェーズ 2 での教材の全国普及

が円滑かつ迅速に進められることが今回の経験から明らかになった。すなわち、PROMETAM フェー

ズ 2 はフェーズ 1 で開発された教材という既存の協力成果を有効に活用したため、質の高い協力活動

を効率的に行うことが可能になったといえる。 
 

（２）専任 C/P 配置の有効性 

教育省と国立教育大学がプロジェクトに配置した専任の C/P5 名は、全員が「今後は自分たちがホ

ンジュラスの算数教育を担うのだ」という強い意識を持ち、積極的にプロジェクト活動に参画してい
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る。そして、このことがプロジェクト活動の円滑な実施と成果発現に大きく貢献している。また、専

門家と C/P が常時同じ執務場所で活動することで、専門家から C/P に対する技術移転が緊密に行われ

ており、共同作業を通じて順調に C/P の算数指導力の向上が図られている。専任 C/P のプロジェクト

への配置は、日常的な専門家との協働により効果的・効率的な能力向上を可能にする。そして、プロ

ジェクトの自立発展性を高め、同国による自主的な教育開発を可能にする。 
 

（３）外部条件の変化に応じた柔軟なプロジェクト計画の変更 

プロジェクトは当初、ホンジュラスの SINAFOD を構築するという教育政策に基づき、インティブ

カ県とラパス県をパイロット地区として活動する計画を立てていた。しかしながら、プロジェクト 1
年目に、その法的根拠たる一般教育法の制定の遅れにより SINAFOD の再編・整備が進展せず、実質

上パイロット県におけるプロジェクト活動が計画通り実施できないことが判明した。そのため、JICA
は運営指導調査団を派遣し、ホンジュラス側関係者と協議の上、プロジェクト実施計画を変更した。

計画変更の結果、プロジェクト活動の中心は、新規教員養成課程（ノルマル校における初等教員養成

課程、ノルマル校および国立教育大学の基礎教育教員養成課程）の算数担当指導教官、および全国現

職教員研修の国レベル講師の算数指導法に関する能力強化に絞られることとなった。この計画変更は、

教育制度改編の遅れによるプロジェクトへの影響を最小限にとどめ、協力活動を前進させることに貢

献した。このように、プロジェクトの前提となる教育政策や政治状況が流動的で予測性が低い場合に

は、プロジェクトを取り巻く外部環境について、常に情報を収集・分析し、必要に応じて PDM を変

更するなど、迅速かつ柔軟な対応を行うことが重要である。 
 

（４）活動の場としての学校・教室の重要性 

プロジェクト開始段階では、パイロット地区を定めて新規教員養成と現職教員研修の上流部分から

学校現場に至るまで一貫した協力を実施し、教師用指導書と児童用作業帳の普及、効果検証、見直し

が計画されていた。しかし、（３）で記述したように SINAFOD 整備の遅れから活動の変更を余儀な

くされ、ほとんどの活動が上流部分での協力に限定されることになった。この見直しは、外部要因の

変化に応じた計画変更であり、算数教育専門家の不足（派遣予定専門家の未着任）を補うことにも繋

がったことから、プロジェクトの順調な進捗に貢献した。他方、学校教育現場の実情を把握すること

が困難になり、専門家やカウンターパートが「全国普及のためには上流部分の人材育成が不可欠だが、

そのような人材育成やよりよい教材開発のためには学校教育現場の現状把握が必要である。しかし、

現在の実施体制や協力活動では現場までフォローできない。」といったジレンマを抱えるに至ってい

る。 
学校訪問は、授業観察や教員との意見交換を通じて、教材の使用状況、教員が抱える問題点、児童

の反応などの把握を可能にする。そして同時に、教材の意図や内容への理解を促し、教材の質の向上

のみならず教室での授業改善につながることが期待される。このような効果を念頭に、教材開発など

教室での効果発現を想定する教育協力では、教育現場を直接支援できる活動を意図的に組み込むべき

であり、そのために必要な実施体制を構築することが必須である。 
 

（５）広域協力対象国間の経験共有の有用性 

広域協力の目的の一つとして、各国間の情報共有および技術交流の促進がある。今回の評価調査で

は、すべてのカウンターパートが他の広域算数教育協力対象国との意見交換や経験共有の有用性を指
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摘しており、一定の効果が確認できた。しかし、これまで各国とも国内活動を優先せざるを得ない状

況が続き、算数教育や教材開発に関する知見や経験の共有以外については、域内交流が限定的なもの

にとどまっているのも事実である。今後、各国には教材印刷・配布のメカニズム構築、教員研修の実

施方法、授業観察・モニタリング手法、学力評価の方法などに関する知見が求められることから、そ

れらの知見や経験の共有がいっそう重要なものとなろう。文化的・社会的背景が共通する中南米地域

においては、同地域および各国の自立的な教育開発を促す手段として、技術交流による知見や経験の

共有は有効であり、今後さらなる活性化が必要である。 
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第７章 団長総括 

 

 PROMETAM は教育省のフラッグシッププログラムである――ブレベ教育大臣はこのように述べ、

これまでのプロジェクト活動を高く評価した。大臣の言葉が示す通り、今回の中間評価調査を通じ、

プロジェクトは全体的には目標の達成に向けて順調に進展しつつあることが確認された。教員研修の

制度化や新規教員養成課程整備等の基盤となるべき一般教育法の制定が大幅に遅延する中、プロジェ

クト自体は概ね所期の活動を積み重ね、一定の成果を挙げつつある。こうした成果は、プロジェクト

チームならびに関係者の尽力によるものであることは言を待たない。 
現職教員研修については、西方チーフアドバイザーを初めとする日本側専門家チームはもとより、

プロジェクトに配置された 5 名の専任 C/P の役割の大きさが認識された。国レベル講師が、プロジェ

クトにより開発・改訂された教師用指導書ならびに児童用作業帳に親しみ、算数指導に対する理解を

深めつつあることは、C/P の努力の所作であると言ってよい。またインタビューを通じ、当初研修の

実施に不安を感じていた C/P が、回を重ねる毎にその自信を深め、国レベル講師の養成をより主体的

にリードするようになってきていることが確認されたことは、活動そのものを通じ人材の育成を促す、

JICA 協力の特質を再認識させるものでもあろう。 
一方、新規教員養成課程（FID）に携わる国立教育大学長からは、SINAFOD 再編の遅れが学生の

基礎教育指導への意欲の減退や、新入生受入の見合わせといった事態を生じさせているものの、研修

を受講した算数指導教官は、指導書・作業帳に対し高い評価をおいている、との説明があった。 
指導書・作業帳に関しては、これを組み込んだ教育評価協力を展開している学習効果向上プロジェ

クト（Mejorando el Imacto al Desempeño Estudiantil de Hunduras: MIDEH）（USAID）責任者からも非常

に高い賛辞が与えられた。ホンジュラスの算数カリキュラムに準拠しつつ、日本の算数教育の知見を

織り込んだ、こうした協力の所産が、徐々にではあるが、同国の教育に浸透しつつあることを実感し

た。INICE 所長が述べたように、具体的なツールを示すことで説得力をもって算数教育の普及を図っ

てきた点こそが、PROMETAM、ひいては日本の協力の強みと言えるだろう。 
その反面、教育政策・行政を担う教育省のキャパシティが低いことは、今後プロジェクト目標の達

成にあたり懸念される点である。改訂された指導書・作業帳については、ノンプロジェクト無償見返

り資金を充当することで、2008 年 7 月に漸く全国配布を完了したが、これについては、INICE 及び

プロジェクトの努力と共に、同省に教育アドバイザーとして派遣された歴代の個別専門家の尽力があ

ったことを指摘しておきたい。同省には教科書の印刷から配布、モニタリングまでを一貫して担う責

任部署がないとのことであり、同専門家による各方面への強力な働きかけなくしては、スムーズな全

国配布は為し得なかったところである。教育ツールがなければ、授業はもちろん、教員研修も成立し

ない。新学期に備え、全ての教室に教科書を届けることの重大さについて、教育省自らが深く認識し、

次年度の配布に遅滞を生じないよう、万全の対応を行うことが強く求められる。 
また、冒頭に述べた通り、一般教育法制定の遅れが、かねてからの教員養成制度の混乱を長引かせ

ていることも、多くの関係者により指摘されている。教員組合の圧力が遅延の大きな要因であったが、

これだけでなく、FID 導入に伴う所管の問題（高等教育を主管する自治大学と国立教育大学との調整）

や、SINAFOD 再編に伴う財政措置の遅れなど、教育省の指導力の低さはドナーが共通して抱く懸念

と言える。一般教育法については漸く国会上程の目処がついたとのことであるが、現職教員研修や新

規教員養成、またカリキュラム改編に伴う指導書・作業帳の見直しの要否など、今後のプロジェクト
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の帰趨に影響を与えるものであることはもちろん、2009 年に予定される大統領選挙に伴う政治的混

乱を避ける観点からも、その速やかな成立と施行に期待したい。 
さらに、今後の教育財政への不安も挙げておきたい。現在教育省予算の大半は教員給与等のリカレ

ントコストに充当されており、教員研修や教科書の作成配布、教育開発等については、もっぱらドナ

ー（EFA 資金）に頼っているのが実情である。今後 FID の本格導入に伴い、教員給与の負担増が財

政の圧迫要因となることが目される中、ドナー頼みの非経常経費部分をどのようにしていくのか、

2015 年を控え、教育省の考えは未だ明確には見えてこない。自国の学童に自国の財政をもって教科

書を届けるという、基本的な行政機能すら確立していないことは、プロジェクトの自立発展性の低さ

を超えた課題が同国にあることを示している。 
これらの諸懸案はあるものの、しかし、PROMETAM の意義そのものには疑う余地はないのは明ら

かである。それは既に述べた通り、教師用指導書・児童用作業帳という、多くの教育関係者が認める

質の高いツールを核に、教員研修という「型」を示してきていることであり、ホンジュラスのみなら

ず、中米各国の教育行政において積極的に採り入れられてきていることがその証左である。残る協力

期間において、この取り組みがシステムとして持続的に教育現場に波及していくよう、関係者の一層

の奮闘に期待したい。 
末尾ながら、今次の中間評価調査にご協力頂いたPROMETAM専門家チーム、教育省、教育大、INICE

等ホンジュラス側関係者、JICA 事務所の各位に感謝申し上げる。 
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付属資料１　ホンジュラスPROMETAM II 中間評価日程

8 Nov 土 Narita ---- Houston (C0 006)
12:29 Houston ---- Tegucigalpa (C0 756)（田中）

8:40 San Salvador --- Tegucigalpa (TA215) (大田）

9:00 JICA 事務所 表敬（丹原専門家同行） JICAホンジュラス事務所

10:00 国立教育大学付属小校長・教員ヒアリング 国立教育大学付属小

11:30 PROMETAM専門家との打ち合わせ PROMETAM事務所

14:00 合同評価委員との打ち合わせ PROMETAM事務所

15:00 PROMRTAM専門家ヒアリング PROMETAM事務所

9:00 青木専門家ヒアリング 青木専門家執務室/INICE
10:00 INICE研修課長ヒアリング PROMETAM事務所

14:00 INICE所長ヒアリング INICE
15:00 PROMETAMカウンターパート　ヒアリング PROMETAM事務所

9:00 教育大ノルマル校改革局長　ヒアリング 国立教育大学

11:00 教育大外部評価ユニット　ヒアリング 国立教育大学

14:00 PROMETAMカウンターパートヒアリング PROMETAM事務所

8:30 小学校教員ヒアリングEscuela Las Americas Las Americas 小学校

11:00 ノルマル校教員ヒアリング①　１名 INICE
14:00 ノルマル校教員ヒアリング②　地方　４名 JICAホンジュラス事務所

14 Nov 金 資料整理・評価レポート作成

資料整理・評価レポート作成

Narita ---- Houston (C0 006) （神谷・村田・菅原）

資料整理・評価レポート作成

12:29 Houston ---- Tegucigalpa (C0 756) （神谷・村田・菅原）

16:30 団内打ち合わせ Honduras Hotel Maya
9:30 PROMETAM専門家との打ち合わせ PROMETAM事務所

14:30 在ホンジュラス日本大使館　表敬 日本大使館

15:30 SETCO　表敬 SETCO
9:00 教育大学長 表敬 国立教育大学

10:30 教育省次官 表敬 教育省

14:00 INICE所長 表敬 INICE
16:00 JICA事務所協議（青木専門家、ボランティア調整員含む） JICAホンジュラス事務所

8:30 教育大臣　表敬 IDBプロジェクト事務所

10:30 青木専門家ヒアリング 青木専門家執務室/INICE
14:00 PROMETAMカウンターパート　ヒアリング PROMETAM事務所

10:00 合同評価委員との打ち合わせ（評価グリッド） PROMETAM事務所

16:30 プロジェクト専門家との打ち合わせ（2009年度活動、投入計画） PROMETAM事務所

10:00 合同評価委員との打ち合わせ(評価グリッド、提言、教訓等) PROMETAM事務所

16:00 JOCV面談 JICAホンジュラス事務所

22 Nov 土 資料整理・評価レポート作成

23 Nov 日 資料整理・評価レポート作成

9:00 MIDEH（USAID)プロジェクト代表ヒアリング MIDEHプロジェクト事務所

14:00 合同評価委員との打ち合わせ PROMETAM事務所

10:00 合同調整委員会 (JCC): JICAホンジュラス事務所

16:30 在ホンジュラス日本大使館表敬・報告 日本大使館

18:00 JICA事務所報告 JICAホンジュラス事務所

26 Nov 水 13:23  Tegucigalpa ----Houston (C0 755) (EDT 13:23)

土

日

月

13 Nov 木

17 Nov

15 Nov

ホンジュラスPROMETAM II　中間評価日程

場所日 曜日 時間 内容

11 Nov 火

12 Nov 水

9 Nov 日

10 Nov 月

火

水

木

金

16 Nov

18 Nov

月

火

24 Nov

25 Nov

21 Nov

19 Nov

20 Nov
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付属資料２　面談者リスト

氏名 役職 所属機関

ホンジュラス側関係機関

Sra. Rosa Duarte 局長 国際協力庁渉外局

Sr. Marlon Brevé Reyes 大臣 教育省

Sr. Santos Elio Sosa 副大臣 教育省

Sr. Juan Simón Membreño 副大臣アドバイザー（合同評価委員） 教育省

Sr. Russbel Hernández 局長 教育省教育評価局

Sr. José Mario Membreño Castro アシスタント（合同評価委員） 教育省教育評価局

Sra. Sandra Pineda 課長 教育省米州開発銀行プログラム担当

Sr. José Manuel Flores アシスタント 教育省教育評価局

Sr. José Hernán Montúfar 所長 国立教育実践研究所（INICE）
Sra. Yecy Escobar 課長 国立教育実践研究所（INICE）研修課

Sra. Lea Azucena Cruz Cruz 学長 国立教育大学フランシスコ・モラサン

Sr. Ramón Ulises Salgado 所長 国立教育大学フランシスコ・モラサン教育調査評価研究所

Sra. Elia Del Cid ジェネラル・コーディネーター 国立教育大学フランシスコ・モラサン外部評価ユニット

Sra. Lilian Yolibeth Oyuela Sanchez 局長（合同評価委員） 国立教育大学フランシスコ・モラサン新規教員養成課程（FID）局

Sra. María del Carmen Figueroa 局長 国立教育大学フランシスコ・モラサン改革局

Sra. Celfa Bueso Florentino 部長 国立教育大学フランシスコ・モラサン人文学部

Sra. Elma Barahona 校長 国立教育大学付属小

Sra. Nancy Reyes 初等教育コーディネーター 国立教育大学付属小

Sra. Sara Lorena Jiménez Galo 数学教官 エルパライソ県ダンリ・ノルマル校/FID
Sra. Priscila Pérez Pego 数学教官 コマヤグア県セントロアメリカ・ノルマル校

Sra. Brenda Lorena Gómez 教官 インティブカ県オクシデンテ・ノルマル校

Sra. María Teresa Baquedano Valladares 教官 チョルテカ県スール・ノルマル校・FID
Sr. Manuel Inestroza Trochez 教官/ 数学科県教官 サンタバルバラ県サンタバルバラ・ノルマル校

Sra. Marleni Yamileth García 県事務所技官 教育省フランシスコ・モラサン県第8地区

Sra. Yuri Lorena Erazo 教員 ラス・アメリカス小学校

米国国際開発庁

Sr. Jefferey Lansdale 代表 Mejorando el Imacto al Desempeño Estudiantil de Hunduras（MIDEH)

日本大使館

塩崎修 特命全権大使 在ホンジュラス日本国大使館

JICAホンジュラス事務所

鈴木達男 前所長 JICAホンジュラス事務所

加藤誠治 所長 JICAホンジュラス事務所

小田亜紀子 次長 JICAホンジュラス事務所

高砂大 所員 JICAホンジュラス事務所

佐藤徹 協力隊調整員 JICAホンジュラス事務所

綿山友子 協力隊調整員 JICAホンジュラス事務所

JICA専門家

青木知子 教育アドバイザー（基礎教育強化） 教育省

PROMETAMプロジェクト

西方憲広 チーフアドバイザー 教育省

丹原一広 副総括/業務調整 教育省

阿部しおり 算数教育1 教育省

Sr. Donaldo Cárcamo 技官 (CP) 教育省

Sr. Gustavo Alfredo Ponce 技官(CP) 教育省

Sr. Fernando Amilcar Zelaya 教員 (CP) 教育省

Sr. José Orlando López 教員 (CP) 教育省

Sr. Luis Antonio Soto 教官 (CP) 国立教育大学フランシスコ・モラサン

青年海外協力隊

山本浩司 小学校教諭（現職参加） オランチョ県フティカルパ地区配属

柳沢由子 小学校教諭（現職参加） オランチョ県カタカマス地区配属

恒吉奈緒 小学校教諭 バジェ県ナカオメ地区配属

西木真織 小学校教諭 エルパライソ県ジュスカラン地区配属
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付属資料３－１

【上位目標】

1～6年生（児童の）算数科学力が向上す
る

【プロジェクト目標】

現職教員、（国立教育大学基礎教育教員
養成課程）FID学生の1～6年生算数指導
力が向上する

【成果】

1. 1～6年生算数指導書、作業帳が改訂
される

2. （新規教員養成）12師範学校と国立教
育大学基礎教育教員養成課程（FID）の
数学教師が1～6年生算数指導書、作業
帳使用法に関して指導できるようになる

2
・（数学教師対象）研修評価テスト
結果
・  （数学教師が実施する）算数指
導に関する講座の授業評価結果
・（算数指導法に関する講座の）
指導計画　等

2. プロジェクト報告書

3. （現職教員研修）国レベル講師が1～6
年生算数指導書、作業帳使用法に関して
指導できるようになる(教育省INICEが国
家現職教員研修を実施した場合)

3. （国レベル講師対象）研修評価
テスト結果

3. プロジェクト報告書

4. 算数教育に関する一般的な関心が高
まる

4. アンケート調査結果 4.プロジェクト報告書

教員が授業を実施し
教員スト等の影響を
受けない

プロジェクト報告書 基礎教育カリキュラム
に関わる教育政策が
変更されない

期間：2007.4.～2011.3.

1. 教育省 基礎教育算数分野に
おける教育政策が変
更されない

1 教育省承認

外部評価ユニット（UMCE:国立教
育大学）実施の学力テスト結果

1.現職教員対象
・指導書、作業帳使用状況調査結
果
・算数授業評価結果
2.新規教員養成学生対象
・算数指導法に関する講座評価
結果
・教育実習中の算数授業評価結
果

日本語仮訳　2007.3.29.第4回合同調整委員会MMによる

算数指導力向上プロジェクト　フェーズ2　（国内コンポーネント）

プロジェクト要約 指標 入手手段 外部要因

外部評価ユニット（UMCE:国立
教育大学）報告書

Project Design Matrix (PDM) : 第2版
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【活動】

1-1  スタンダード、国家カリキュラム改訂
プロセスに参加する

1-2  1～6年生指導書、作業帳の改訂を
する

2-1 12師範学校と国立教育大学基礎教
育教員養成課程（FID）の数学教師に対し
て1～6年生算数指導書、作業帳使用法
に関する研修を計画する

2-2 12師範学校と国立教育大学基礎教
育教員養成課程（FID）の数学教師に対し
て1～6年生算数指導書、作業帳使用法
に関する研修を実施する

2-3 12師範学校と国立教育大学基礎教
育教員養成課程（FID）の算数指導法に
関する講座の指導計画を策定する

3-1 国家教育実践研究所（INICE）の計画
に沿って算数指導書、作業帳の使用法に
関する研修計画を策定する

3-2 国レベル講師に対して研修を実施す
る

3-3 3-2の活動の質を高めるために他カ
スケード現職教員研修をモニタリングする

4-1 定期的にニュースレターを発行し配
布する

4-2 定期的にホームページを更新する

4-3 パンフレットを作成する

4-4 IEC（情報、教育、コミュニケーション）
により1～6年生指導書、作業帳の有効性
について広報活動を実施する

ホンジュラス側:
a. C/Ps:
1 教育省教育技術担当次官：プロ
ジェクトダイレクター
2　国立教育大学学長：プロジェク
ト副ダイレクター
3　国立教育実践研究所（INICE）
長：プロジェクトマネージャー
4　教育省教育評価局長

5　教育省国際協力局長

6　教育省教育総局長

7　INICEプロジェクト担当者

8　国立教育大学師範学校改革局
長
9　国立教育大学基礎教育教員養

成課程（FID）コーディネーター

10　FID算数数学担当調整員

11　教育省プロジェクト配置算数

教育C/P2名
12　国立教育大学プロジェクト配

置算数教育C/P1名
13　12師範学校、2UPN（FID）数
学教師
14　国レベル講師

b. プロジェクト事務所（INICE、
UPNFM）.

c. プロジェクト実施にかかる必要
経費（車両保険等）

日本側:
a. 日本人長期専門家
1 チーフアドバイザー(1)
2 副総括/業務調整 (1)
3 算数教育 (2)

b. 日本人短期専門家:
1 研修計画
2 授業改善
3 その他（必要に応じて）

c. 本邦研修

d. ホンジュラスまたは第三国にお
ける在外研修

e. プロジェクト実施に関わる必要
経費

前提条件:
教育省と国立教育大学
が全国の教員養成校に
C/Pを配置し彼らの活動
を保証する

【投入】
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付属資料３－２

対象国：ホンジュラス、エルサルバドル、ドミニカ共和国、ニカラグア、グアテマラ

裨益グループ：上記5カ国のコアグループメンバー

【上位目標】

対象国における教員の算数指導力が向上する。 算数の授業評価結果* 対象国の教育省 対象国における現職教員研修/新規教員養成
の教育政策が変更されない。

【プロジェクト目標】

対象国における算数指導法を向上するためのコアグループ
メンバーの能力が開発される。

対象国において算数指導法の向上に関する
活動がコアグループメンバー主体で計画・
実施される。

各国の報告書 対象国において基礎教育算数科のカリキュラ
ムの関する教育政策が変更されない。

【成果】

1　コアグループメンバーがPROMETAMで開発された教材を
基に各国で教師用指導書・児童用作業帳を開発・改訂する
ために必要な能力を習得する。

1　コアグループに対する研修分析結果 1　プロジェクト報告書 対象国において基礎教育算数科のカリキュラ
ムの関する教育政策が変更されない。

2　コアグループメンバーが各国において現職教員研修/新
規教員養成を実施するために必要な能力を習得する。

2　コアグループに対する研修分析結果 2　プロジェクト報告書

3　対象国および他の国々の間でプロジェクトの経験が共
有される。

3(a) 国際シンポジウムが2回以上開催され
る
3(b) プロジェクトニュースレターが10回
以上発行される
3(c) コミュニケーションネットワーク
（メーリングリスト）の参加者数

3　プロジェクト報告書

【活動】

1-1　教師用指導書・児童用作業帳の開発・改訂に係る研
修計画を策定する。

コアグループメンバーが教育システムにおい
て算数に関連する活動を継続する。

1-2　教師用指導書・児童用作業帳の開発・改訂に係る研
修を日本で実施する。

1-3　教師用指導書・児童用作業帳の開発・改訂に係る研
修をホンジュラスおよび他の国々で実施する。

1-4　対象各国のニーズに合わせて教師用指導書・児童用
作業帳の開発・改訂に係る補完研修およびモニタリングを
実施する。

2-1　現職教員研修/新規教員養成に係る研修計画を策定す
る。

2-2　現職教員研修/新規教員養成に係る研修を日本で実施
する。

2-3　現職教員研修/新規教員養成に係る研修をホンジュラ
スおよび他の国々で実施する。

2-4　対象各国のニーズに合わせて現職教員研修/新規教員
養成に係る補完研修およびモニタリングを実施する。

3-1　インターネット（メーリングリスト、ホームページ
など）を通じてプロジェクト関係者間のコミュニケーショ
ンネットワークを構築する。

3-2　国際シンポジウムの計画を策定する。
3-3　国際シンポジウムを開催する。 【前提条件】
3-4　プロジェクトニュースレターを発行する。 教育省がコアグループメンバーを配置し彼ら

の活動を保障する。

*算数の授業評価結果：

　具体的な手法は日本人短期専門家（教育評価）とコアグループにより、ホンジュラス研修（2006年4-5月）および本邦研修（2006年6-7月）を通じて開発される。

【投入】

日本側:
a. 日本人長期専門家

1 チーフアドバイザー(1)
2 副総括/業務調整 (1)
3 算数教育 (2)

b. 日本人短期専門家:
1 研修計画

2 授業改善

3 その他（必要に応じて）

c. 本邦研修

d. ホンジュラスまたは第三国における在外研

修

e. プロジェクト実施に関わる必要経費

ホンジュラス側:
a. C/Ps:
1 教育省教育技術担当次官：プロジェクトダ
イレクター
2　国立教育大学学長：プロジェクト副ダイレ
クター
3　国立教育実践研究所（INICE）長：プロ
ジェクトマネージャー
4　教育省教育計画局長
5　教育省国際協力局長
6　教育省教育総局長
7　教育省評価局長
8　INICEプロジェクト担当者
9　国立教育大学ノルマル校改革局長
10　国立教育大学基礎教育教員養成課程
（FID）コーディネーター
11　FID算数数学担当調整員
12　教育省プロジェクト配置算数教育C/P4
名
13　国立教育大学プロジェクト配置算数教
育C/P1名
14　その他算数教育関連カウンターパート
（必要に応じ）
15　12ノルマル校、2UPN（FID）数学教師
16　国レベル講師

b. プロジェクト事務所（INICE）.

c. プロジェクト実施にかかる必要経費（車両
保険等）

プロジェクト名：ホンジュラス算数指導力向上プロジェクトフェーズII　広域コンポーネント

要約 指標
指標データ
入手手段

外部条件

プロジェクト期間：2006.4.1～2011.3.31
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付属資料４－１　Plan of Operation[活動の進捗状況(国内)]

計画
2007年4月 ～2008年10月（PDM変更後） 実績

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
2007 2008

1-1  国家カリキュラム、「スタンダード（学習到達度基
準）」改訂プロセスに参加する

1-2  1～6年生算数の教師用指導書、児童用作業帳の改訂
をする

4-3 パンフレットを作成する

4-4 IEC（情報、教育、コミュニケーション）により1～6
年生指導書、作業帳の有効性について広報活動を実施す
る

2-3 12ノルマル校と国立教育大学基礎教育教員養成課程
（FID）の算数指導法に関する講座の指導案集を策定する

3-1 国家教育実践研究所（INICE）の計画に沿って算数の
教師用指導書、児童用作業帳の使用法に関する研修計画
を策定する

3-2 国レベル講師に対して研修を実施する

3-3 3-2の活動の質を高めるために他カスケード現職教員
研修をモニタリングする

4-1 定期的にニュースレターを発行し配布する

4-2 定期的にホームページを更新する

- 国内コンポーネント -

活　動

2-1 12ノルマル校数学教員と国立教育大学基礎教育教員
養成課程（FID）の数学教官に対して1～6年生算数の教師
用指導書、児童用作業帳使用法に関する研修を計画する

2-2 12ノルマル校数学教員と国立教育大学基礎教育教員
養成課程（FID）の数学教官に対して1～6年生算数の教師
用指導書、児童用作業帳使用法に関する研修を実施する
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リ
カ

の
業

者
が

受
注

）
。

・
現

行
国

家
基

礎
教

育
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
（
D

is
e
ñ
o
 C

u
rr

ic
u
la

r 
N

ac
io

n
al

 d
e
 E

du
c
ac

ió
n
 B

ás
ic

a：
D

C
N

E
B

）
は

暫
定

版
で

あ
る

た
め

、
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
改

訂
プ

ロ
セ

ス
が

進
み

最
終

版
が

完
成

し
た

場
合

に
は

、
教

師
用

指
導

書
・
児

童
用

作
業

帳
を

最
終

版
に

合
わ

せ
て

改
訂

す
る

予
定

。

上
記

指
標

の
他

に
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
１

の
活

動
に

よ
る

成
果

は
あ

る
か

？
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
2
0
0
8
年

ま
で

の
教

材
配

布
の

活
動

を
も

と
に

、
2
0
0
9
年

度
以

降
教

育
省

で
教

材
配

布
を

行
う

た
め

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
教

育
省

で
作

成
中

で
、

J
IC

A
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
専

門
家

が
支

援
を

行
っ

て
い

る
。

2
　

（
数

学
教

師
対

象
）
研

修
評

価
テ

ス
ト

結
果

、
（
数

学
教

師
が

実
施

す
る

）
算

数
指

導
に

関
す

る
講

座
の

授
業

評
価

結
果

、
（
算

数
指

導
法

に
関

す
る

講
座

の
）
指

導
計

画

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

・
ノ

ル
マ

ル
校

*
、

基
礎

教
育

教
員

養
成

課
程

（
F
ID

）
数

学
教

官
に

よ
る

研
修

評
価

テ
ス

ト
の

結
果

で
は

、
研

修
前

後
で

算
数

内
容

・
指

導
法

の
向

上
が

見
ら

れ
た

。
・
研

修
を

受
講

し
た

F
ID

/
師

範
学

校
教

官
の

授
業

を
C

P
及

び
専

門
家

が
観

察
し

た
結

果
で

は
、

算
数

の
指

導
内

容
、

授
業

準
備

、
発

問
、

教
具

活
用

に
お

い
て

、
2
0
0
7
年

か
ら

2
0
0
8
年

の
間

に
あ

る
程

度
の

改
善

が
見

ら
れ

た
。

授
業

に
お

け
る

生
徒

の
個

の
学

習
時

間
の

確
保

や
生

徒
の

評
価

方
法

、
生

徒
の

意
見

の
活

用
に

つ
い

て
は

大
き

な
改

善
は

見
ら

れ
な

い
。

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
か

ら
こ

れ
ま

で
は

、
算

数
指

導
法

に
関

す
る

講
座

の
改

善
に

つ
い

て
は

、
教

官
に

対
す

る
研

修
お

よ
び

指
導

計
画

案
（
暫

定
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
）
の

作
成

な
ど

に
対

す
る

支
援

を
行

っ
て

お
り

、
指

導
計

画
案

は
現

在
教

育
省

が
検

討
し

て
い

る
教

員
養

成
課

程
の

新
た

な
指

導
要

領
に

も
反

映
さ

れ
る

予
定

。
た

だ
し

、
2
0
0
9
年

度
以

降
は

新
規

教
員

養
成

課
程

の
う

ち
、

国
立

教
育

大
学

本
校

お
よ

び
分

校
F
ID

課
程

、
並

び
に

ノ
ル

マ
ル

学
校

Ｆ
ＩＤ

課
程

（
7
校

の
う

ち
3
校

）
で

は
、

算
数

指
導

法
講

座
を

受
講

す
る

べ
き

2
年

目
の

学
生

が
在

籍
し

な
い

。
・
指

標
の

達
成

度
の

詳
細

に
つ

い
て

は
A

N
N

E
X
参

照
。

上
記

指
標

の
他

に
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
2
の

活
動

に
よ

る
成

果
は

あ
る

か
？

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
ノ

ル
マ

ル
校

、
F
ID

課
程

数
学

教
官

は
、

自
分

の
能

力
が

向
上

し
た

と
感

じ
て

い
る

。
・
チ

ョ
ル

テ
カ

ノ
ル

マ
ル

学
校

の
F
ID

コ
ー

ス
で

は
、

今
年

度
、

主
専

攻
で

、
新

入
生

5
0
名

の
う

ち
こ

れ
ま

で
よ

り
多

い
2
0
名

が
数

学
専

攻
を

選
択

し
た

。
教

官
の

算
数

指
導

法
の

授
業

の
質

が
向

上
し

た
こ

と
を

反
映

し
た

結
果

と
考

え
ら

れ
る

。
そ

れ
以

外
の

F
ID

課
程

で
も

、
数

学
を

主
専

攻
に

選
択

す
る

学
生

が
増

加
し

て
い

る
。

1
.

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

績
3
 （

国
レ

ベ
ル

講
師

対
象

）
研

修
評

価
テ

ス
ト

結
果

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

・
現

職
教

員
研

修
算

数
担

当
国

レ
ベ

ル
講

師
を

対
象

と
し

た
研

修
の

前
後

の
研

修
評

価
テ

ス
ト

の
結

果
で

は
、

各
回

と
も

算
数

指
導

法
理

解
に

か
か

る
知

識
の

向
上

が
見

ら
れ

た
。

・
指

標
の

達
成

度
の

詳
細

に
つ

い
て

は
A

N
N

E
X
参

照
。

上
記

指
標

の
他

に
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
3
の

活
動

に
よ

る
成

果
は

あ
る

か
？

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
国

レ
ベ

ル
講

師
の

算
数

の
学

習
内

容
理

解
が

向
上

し
、

自
信

を
持

っ
て

研
修

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

な
っ

た
。

・
IN

IC
E
研

修
課

職
員

の
国

レ
ベ

ル
講

師
研

修
に

関
す

る
、

計
画

、
運

営
、

実
施

、
ス

ー
パ

ー
ビ

ジ
ョ

ン
、

評
価

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
、

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
、

と
い

う
総

合
的

な
計

画
立

案
実

施
能

力
が

向
上

し
た

。
・
県

レ
ベ

ル
の

教
員

研
修

の
組

織
体

制
が

強
化

さ
れ

つ
つ

あ
る

。

4
 ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

・
2
0
0
7
年

、
2
0
0
8
年

に
実

施
し

た
児

童
向

け
の

ア
ン

ケ
ー

ト
（
算

数
の

学
習

に
対

す
る

意
識

調
査

）
結

果
で

は
、

「
作

業
帳

を
使

っ
た

算
数

の
授

業
が

好
き

に
な

っ
た

」
あ

る
い

は
「
算

数
の

授
業

が
前

よ
り

も
好

き
に

な
っ

た
」
と

い
っ

た
指

標
で

若
干

の
向

上
が

見
ら

れ
る

。
・
一

方
、

同
じ

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
で

、
「
練

習
問

題
を

解
く
の

が
好

き
」
あ

る
い

は
「
算

数
の

授
業

で
自

分
の

考
え

を
他

の
生

徒
と

共
有

す
る

の
は

好
き

」
と

い
っ

た
項

目
で

は
、

ほ
ぼ

同
じ

あ
る

い
は

若
干

の
減

少
が

見
ら

れ
る

。
・
教

員
に

対
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

で
は

、
「
算

数
を

教
え

る
の

が
好

き
」
、

「
算

数
を

教
え

る
意

欲
」
の

項
目

で
算

数
に

対
す

る
肯

定
的

な
回

答
が

増
加

し
た

こ
と

が
確

認
で

き
た

。

上
記

指
標

の
他

に
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
4
の

活
動

に
よ

る
成

果
は

あ
る

か
？

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
保

護
者

の
算

数
教

育
に

関
す

る
関

心
が

高
ま

っ
て

い
る

。
一

部
の

保
護

者
に

は
児

童
の

宿
題

を
見

る
際

に
、

自
分

た
ち

の
や

り
方

と
違

う
の

で
戸

惑
い

が
あ

っ
た

よ
う

だ
が

、
例

え
ば

国
立

教
育

大
学

付
属

小
の

話
で

は
、

新
し

い
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
に

即
し

た
指

導
法

が
保

護
者

の
間

で
も

受
け

入
れ

ら
れ

る
よ

う
に

な
り

つ
つ

あ
る

。

活
動

の
進

捗
状

況
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
状

況
は

全
体

的
に

良
好

と
い

え
る

か
？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
活

動
は

概
ね

順
調

に
進

捗
し

て
お

り
、

深
刻

な
遅

れ
は

見
ら

れ
な

い
。

活
動

の
実

績
の

詳
細

は
A

N
N

E
X
参

照
。

・
日

本
人

専
門

家
1
名

が
着

任
し

な
か

っ
た

た
め

、
1
年

目
（
2
0
0
6
年

度
）
は

パ
イ

ロ
ッ

ト
サ

イ
ト

で
の

活
動

に
困

難
を

伴
っ

た
。

・
１

年
目

に
P

D
M

を
改

訂
し

、
パ

イ
ロ

ッ
ト

地
区

を
指

定
せ

ず
全

国
を

対
象

と
し

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

は
全

1
8
県

か
ら

選
定

さ
れ

た
国

レ
ベ

ル
講

師
に

対
す

る
研

修
を

行
う

こ
と

と
し

た
。

C
P

が
2
名

増
員

さ
れ

、
国

レ
ベ

ル
講

師
に

対
す

る
研

修
活

動
に

支
障

の
な

い
体

制
を

組
む

こ
と

が
で

き
た

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

4
（
算

数
教

育
に

関
す

る
一

般
的

な
関

心
が

高
ま

る
）
の

達
成

度

評
価
グ

リ
ッ

ド
：

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

共
和

国
算

数
指

導
力

向
上

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

フ
ェ

ー
ズ

2

評
価

設
問

小
項

目

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
産

出
度

評
価

結
果

必
要

と
す

る
デ

ー
タ

・
情

報
源

付
属
資
料
６
　
評
価

グ
リ

ッ
ド

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

１
（
1
～

6
年

生
算

数
指

導
書

、
作

業
帳

が
改

訂
さ

れ
る

）
の

達
成

度

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

3
（
[現

職
教

員
研

修
]国

レ
ベ

ル
講

師
が

1
～

6
年

生
算

数
指

導
書

、
作

業
帳

使
用

法
に

関
し

て
指

導
で

き
る

よ
う

に
な

る
）
の

達
成

度

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

2
（
[新

規
教

員
養

成
]1

2
師

範
学

校
と

国
立

教
育

大
学

基
礎

教
育

教
員

養
成

課
程

の
数

学
教

師
が

1
～

6
年

生
算

数
指

導
書

、
作

業
帳

使
用

法
に

関
し

て
指

導
で

き
る

よ
う

に
な

る
）
の

達
成

度

－47－



評
価

項
目

大
項

目

評
価

設
問

小
項

目

評
価

結
果

必
要

と
す

る
デ

ー
タ

・
情

報
源

活
動

に
あ

た
っ

て
の

問
題

点
進

捗
に

影
響

を
与

え
て

い
る

問
題

は
あ

る
か

？

・
Ｃ

Ｐ
の

正
式

な
任

命
に

時
間

が
か

か
り

、
こ

の
間

C
P

の
地

位
が

不
安

定
で

あ
っ

た
。

こ
の

た
め

、
前

半
は

C
P

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

に
専

念
で

き
な

い
こ

と
が

あ
っ

た
。

・
新

規
教

員
養

成
シ

ス
テ

ム
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

形
成

時
点

で
の

見
通

し
と

異
な

っ
た

た
め

、
活

動
計

画
（
P

O
）
の

修
正

が
必

要
で

あ
っ

た
。

・
一

般
教

育
法

制
定

が
遅

れ
て

い
る

こ
と

、
そ

の
た

め
国

家
教

員
養

成
シ

ス
テ

ム
（
S
IN

A
F
O

D
）
改

編
の

方
針

が
定

ま
ら

な
い

こ
と

に
よ

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
計

画
が

依
然

と
し

て
策

定
し

に
く
い

状
況

に
あ

る
。

・
教

科
書

印
刷

・
配

布
が

遅
れ

た
。

・
教

員
の

ス
ト

が
頻

繁
に

発
生

し
た

。

問
題

発
現

時
に

と
ら

れ
た

対
策

そ
の

問
題

を
解

決
す

る
た

め
に

ど
の

よ
う

な
手

段
を

と
っ

て
い

る
か

？

・
C

P
は

、
教

育
省

の
任

命
を

待
つ

間
、

ID
B

、
世

銀
の

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
と

し
て

の
身

分
措

置
を

と
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

を
続

け
た

。
・
新

規
教

員
養

成
シ

ス
テ

ム
改

編
プ

ロ
セ

ス
に

あ
わ

せ
、

P
D

M
を

改
訂

し
、

パ
イ

ロ
ッ

ト
地

区
を

指
定

せ
ず

全
国

を
対

象
と

す
る

こ
と

と
し

た
。

・
教

科
書

未
配

布
問

題
で

は
、

教
育

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

専
門

家
が

教
育

省
の

配
布

を
支

援
し

た
。

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

側

＊
C

P
は

計
画

ど
お

り
に

配
置

さ
れ

て
い

る
か

？

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
専

任
で

5
名

（
教

育
省

4
名

、
国

立
教

育
大

1
名

）
の

C
P

が
配

置
さ

れ
、

常
駐

し
て

い
る

。
当

初
の

予
定

よ
り

2
名

増
員

さ
れ

て
い

る
。

・
教

育
省

C
P

の
配

置
と

そ
の

身
分

措
置

に
時

間
を

要
し

、
C

P
４

名
が

正
式

雇
用

さ
れ

た
の

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
か

ら
2
年

後
で

あ
っ

た
。

＊
経

費
と

資
材

が
計

画
ど

お
り

に
投

入
さ

れ
て

い
る

か
？

・
必

要
な

経
費

と
資

材
は

、
適

切
に

提
供

さ
れ

た
。

・
2
0
0
6
年

度
に

ノ
ン

プ
ロ

無
償

見
返

り
資

金
が

承
認

さ
れ

、
教

科
書

が
印

刷
・
配

布
さ

れ
た

。
・
2
0
0
8
年

度
か

ら
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

2
、

3
（
新

規
教

員
養

成
と

現
職

教
員

研
修

）
に

関
す

る
研

修
の

経
費

に
コ

モ
ン

フ
ァ

ン
ド

に
よ

る
E
F
A

資
金

（
F
o
n
do

 E
F
A

）
が

執
行

さ
れ

始
め

た
。

＊
執

務
室

等
の

施
設

は
計

画
ど

お
り

に
提

供
さ

れ
て

い
る

か
？

・
IN

IC
E
に

十
分

な
専

門
家

執
務

ス
ペ

ー
ス

が
提

供
さ

れ
て

い
る

。

日
本

側

＊
専

門
家

は
計

画
ど

お
り

に
派

遣
さ

れ
て

い
る

か
？

・
当

初
予

定
さ

れ
て

い
た

算
数

教
育

専
門

家
1
名

が
派

遣
さ

れ
な

か
っ

た
。

そ
れ

以
外

は
予

定
通

り
派

遣
さ

れ
て

い
る

。

＊
研

修
員

は
計

画
ど

お
り

に
受

入
れ

ら
れ

て
い

る
か

？

・
広

域
本

邦
研

修
、

広
域

在
外

研
修

を
予

定
通

り
実

施
し

て
い

る
。

本
邦

研
修

は
、

当
初

同
じ

人
材

を
複

数
回

派
遣

す
る

こ
と

を
検

討
し

て
い

た
が

、
日

本
側

受
入

れ
機

関
の

方
針

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

活
動

で
き

る
人

材
を

幅
広

く
養

成
す

る
こ

と
の

必
要

か
ら

、
毎

年
違

う
人

材
を

派
遣

し
て

い
る

。

＊
機

材
は

計
画

ど
お

り
に

供
与

さ
れ

て
い

る
か

？
・
パ

ソ
コ

ン
、

プ
リ

ン
タ

ー
、

ビ
デ

オ
カ

メ
ラ

等
を

携
行

機
材

と
し

て
購

入
し

た
。

さ
ら

に
フ

ェ
ー

ズ
１

（
2
0
0
3
-
2
0
0
6
）
機

材
を

使
用

し
て

い
る

。

＊
ロ

ー
カ

ル
コ

ス
ト

は
計

画
ど

お
り

に
負

担
さ

れ
て

い
る

か
？

・
十

分
に

予
算

が
配

分
さ

れ
、

必
要

な
時

に
拠

出
さ

れ
て

い
る

。

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

国
内

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

体
制

は
適

切
に

機
能

し
て

い
る

か
？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
教

育
省

（
IN

IC
E
含

む
）
、

国
立

教
育

大
学

、
ノ

ル
マ

ル
校

等
の

関
係

機
関

に
よ

る
実

施
体

制
が

確
立

さ
れ

て
お

り
、

適
切

に
機

能
し

て
い

る
。

実
施

体
制

の
概

念
図

に
つ

い
て

は
A

N
N

E
X
参

照
。

広
域

各
国

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

支
援

体
制

は
適

切
に

機
能

し
て

い
る

か
？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
広

域
各

国
で

の
活

動
の

技
術

支
援

・
運

営
助

言
を

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
行

っ
て

い
る

。
・
開

始
当

初
は

、
事

前
の

情
報

が
十

分
で

な
く
、

前
提

条
件

が
整

っ
て

い
な

か
っ

た
。

・
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
の

経
験

を
共

有
す

る
導

入
研

修
を

C
P

が
行

っ
た

。
各

国
に

求
め

ら
れ

る
水

準
が

想
定

よ
り

高
度

だ
っ

た
た

め
、

広
域

各
国

の
適

用
に

関
す

る
技

術
支

援
は

日
本

人
専

門
家

が
実

施
し

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

全
体

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
は

ど
の

よ
う

に
実

施
さ

れ
て

い
る

か
？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
P

O
に

基
づ

き
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

評
価

カ
レ

ン
ダ

ー
を

作
成

し
、

進
捗

を
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
し

て
い

る
。

J
C

C
そ

の
他

の
会

議
で

問
題

を
協

議
し

て
い

る
。

P
D

M
・
P

O
は

適
宜

修
正

さ
れ

て
い

る
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

報
告

書
、

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
2
0
0
6
年

1
2
月

の
運

営
指

導
調

査
時

に
改

訂
が

検
討

さ
れ

、
2
0
0
7
年

3
月

の
J
C

C
で

関
係

者
の

合
意

を
得

た
。

新
規

教
員

養
成

シ
ス

テ
ム

の
改

編
に

と
も

な
い

、
パ

イ
ロ

ッ
ト

サ
イ

ト
は

設
定

せ
ず

、
全

域
を

対
象

と
し

た
。

P
D

M
は

ど
の

よ
う

に
活

用
さ

れ
て

い
る

か
？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
専

門
家

・
C

P
と

も
P

D
M

を
理

解
し

て
お

り
、

活
動

の
基

本
文

書
と

し
て

随
時

参
照

さ
れ

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

投
入

の
実

績

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
実

施

活
動

の
実

績

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

体
制

投
入

の
実

績

－48－



評
価

項
目

大
項

目

評
価

設
問

小
項

目

評
価

結
果

必
要

と
す

る
デ

ー
タ

・
情

報
源

専
門

家
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

と
り

方
、

そ
の

状
況

は
ど

う
か

？
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
日

頃
か

ら
関

係
者

の
間

で
J
C

C
、

そ
の

他
の

会
議

を
通

じ
、

緊
密

な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
と

る
よ

う
努

力
し

て
い

る
。

・
言

語
・
文

化
の

違
い

か
ら

時
折

活
動

を
進

め
る

う
え

で
困

難
が

生
じ

る
が

、
日

頃
か

ら
緊

密
に

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

と
っ

て
お

り
、

ま
た

関
係

者
で

解
決

の
努

力
を

行
う

た
め

、
大

き
な

障
害

に
な

る
こ

と
は

な
い

。
・
J
C

C
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

情
報

を
共

有
し

、
合

意
を

形
成

す
る

場
と

し
て

有
効

で
あ

る
。

技
術

移
転

に
お

い
て

効
果

的
な

要
因

は
何

か
？

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
専

門
家

に
よ

る
恒

常
的

な
個

別
指

導
は

効
果

的
で

あ
っ

た
。

・
専

門
家

養
成

個
人

研
修

員
と

し
て

受
入

れ
た

2
名

の
研

修
員

か
ら

、
新

た
な

知
見

の
提

供
が

あ
っ

た
。

・
ボ

リ
ビ

ア
で

実
施

さ
れ

て
い

る
J
IC

A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

の
技

術
交

換
に

お
い

て
、

算
数

教
育

を
よ

り
よ

く
す

る
た

め
の

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
と

し
て

、
算

数
指

導
法

だ
け

で
な

く
、

学
級

経
営

な
ど

が
効

果
的

で
あ

る
こ

と
を

学
ん

だ
。

C
P

は
意

思
決

定
プ

ロ
セ

ス
に

ど
の

程
度

関
与

し
て

い
る

か
？

・
意

思
決

定
を

行
う

に
あ

た
っ

て
、

意
思

決
定

プ
ロ

セ
ス

を
明

確
に

し
J
C

C
を

通
じ

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
内

で
コ

ン
セ

ン
サ

ス
を

形
成

し
た

。

Ｃ
Ｐ

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

に
積

極
的

に
関

与
し

て
い

る
か

？

・
C

P
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
専

任
で

積
極

的
に

関
与

し
て

い
る

。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
（
コ

ア
・
グ

ル
ー

プ
）
は

活
動

に
ど

の
よ

う
に

関
与

し
て

い
る

か
？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
活

動
の

進
捗

に
伴

い
、

Ｆ
ＩＤ

・
ノ

ル
マ

ル
校

教
員

は
よ

り
積

極
的

に
関

与
す

る
よ

う
に

な
っ

た
。

・
C

P
の

業
務

量
が

多
く
、

全
員

そ
ろ

っ
て

合
議

を
と

る
こ

と
が

難
し

い
。

学
校

・
教

員
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

関
連

す
る

活
動

に
ど

の
よ

う
に

関
与

し
て

い
る

か
？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
授

業
観

察
や

研
修

に
関

係
し

た
学

校
の

教
員

は
非

常
に

協
力

的
で

あ
っ

た
。

・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
に

よ
れ

ば
、

学
校

の
校

長
・
教

員
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
関

す
る

関
心

は
高

く
積

極
的

に
関

与
し

よ
う

と
し

て
い

る
。

他
ド

ナ
ー

と
の

調
整

・
協

力
は

適
切

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

報
告

書
、

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
J
IC

A
教

育
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
を

通
じ

て
他

ド
ナ

ー
の

動
向

に
関

す
る

情
報

共
有

を
効

果
的

に
行

っ
て

い
る

。
・
U

S
A

ID
の

技
術

支
援

に
よ

り
教

育
省

で
、

国
家

初
等

教
育

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

デ
ザ

イ
ン

に
準

拠
し

た
「
ス

タ
ン

ダ
ー

ト
（
学

習
到

達
度

基
準

）
」
を

作
成

し
、

こ
れ

に
あ

わ
せ

た
評

価
体

系
を

整
備

し
た

。
P

R
O

M
E
T
A

M
の

教
材

に
準

拠
し

て
算

数
の

評
価

の
指

標
を

改
善

し
た

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
実

施
す

る
必

要
性

対
象

地
域

・
社

会
の

ニ
ー

ズ
と

の
整

合
性

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

の
地

域
・
社

会
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か
？

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
初

等
教

育
児

童
の

算
数

の
成

績
の

向
上

は
、

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

国
教

育
分

野
の

課
題

。
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
に

よ
れ

ば
、

多
く
の

教
員

は
指

導
に

自
信

が
な

く
、

算
数

を
教

え
る

こ
と

に
対

す
る

不
安

を
抱

え
て

お
り

、
算

数
指

導
力

の
向

上
を

目
ざ

し
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
国

の
現

状
に

合
致

し
て

い
る

。

相
手

国
の

開
発

政
策

と
の

整
合

性
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
政

府
の

開
発

・
教

育
政

策
と

合
致

し
て

い
る

か
？

開
発

・
教

育
政

策
資

料

・
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
国

の
P

R
S
P

（
2
0
0
1
年

）
で

は
、

1
0
の

優
先

目
標

の
う

ち
の

ひ
と

つ
に

基
礎

教
育

（
6
年

間
）
を

9
5
％

の
児

童
が

終
了

す
る

こ
と

を
挙

げ
て

お
り

、
教

育
の

質
の

向
上

は
優

先
課

題
に

な
っ

て
い

る
。

・
E
F
A

-
F
T
I計

画
（
P

la
n
：
T
o
do

s 
c
o
n
 E

du
c
ac

ió
n
 2

0
0
3
-
2
0
1
5
）
で

は
、

5
つ

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
ひ

と
つ

に
、

教
員

の
質

と
効

率
性

の
向

上
が

挙
げ

ら
れ

て
い

る
。

こ
れ

ら
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
目

標
値

と
し

て
挙

げ
ら

れ
て

い
る

３
点

の
う

ち
の

ひ
と

つ
が

、
6
年

生
の

算
数

と
国

語
の

成
績

の
向

上
で

あ
る

。
・
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
国

の
教

育
セ

ク
タ

ー
計

画
（
P

la
n
 E

st
ra

té
gi

c
o
 d

e
l 
S
e
c
to

r 
E
du

c
ac

ió
n
 2

0
0
5
-
2
0
1
5

：
2
0
0
7
年

改
訂

）
で

は
、

戦
略

の
方

向
性

と
し

て
、

新
規

教
員

養
成

、
現

職
教

員
再

研
修

が
挙

げ
ら

れ
て

い
る

。

日
本

の
開

発
援

助
政

策
と

の
整

合
性

日
本

対
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
O

D
A

政
策

の
中

で
優

先
度

は
高

い
か

？
O

D
A

資
料

・
日

本
の

対
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
O

D
A

方
針

で
は

、
6
つ

の
重

点
分

野
の

ひ
と

つ
に

基
礎

教
育

が
挙

げ
ら

れ
て

い
る

。
E
F
A

-
F
T
I支

援
を

最
重

点
課

題
と

し
て

位
置

づ
け

て
お

り
、

特
に

算
数

教
育

の
質

の
向

上
に

貢
献

し
う

る
教

材
開

発
、

新
規

教
員

養
成

並
び

に
現

職
教

員
再

教
育

を
中

心
課

題
と

し
て

い
る

（
O

D
A

デ
ー

タ
ブ

ッ
ク

2
0
0
7
）
。

適
切

な
プ

ロ
セ

ス
を

経
て

計
画

さ
れ

た
か

？
・
教

材
の

国
定

化
、

域
内

協
力

の
機

運
高

ま
り

の
な

ど
を

背
景

と
し

て
、

フ
ェ

ー
ズ

１
の

成
果

に
基

づ
き

、
フ

ェ
ー

ズ
2
が

適
切

な
タ

イ
ミ

ン
グ

で
形

成
さ

れ
た

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
達

成
す

る
戦

略
と

し
て

適
切

に
デ

ザ
イ

ン
さ

れ
て

い
た

か
？

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

デ
ザ

イ
ン

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

に
必

要
な

分
野

を
網

羅
し

て
お

り
、

適
切

。
新

規
教

員
養

成
と

現
職

研
修

教
員

を
組

合
わ

せ
る

こ
と

で
相

乗
効

果
が

見
ら

れ
る

。
例

え
ば

、
学

生
の

教
育

実
習

先
の

学
校

で
教

員
が

同
じ

授
業

を
行

っ
て

お
り

、
効

果
的

な
実

習
を

行
え

る
な

ど
。

・
国

家
教

員
養

成
統

合
シ

ス
テ

ム
（
S
IN

A
F
O

D
）
の

再
編

を
受

け
、

効
果

的
な

教
員

研
修

の
実

施
を

検
討

し
た

結
果

、
2
0
0
8
年

度
か

ら
カ

ス
ケ

ー
ド

の
層

を
一

つ
廃

止
し

、
裨

益
者

を
国

レ
ベ

ル
講

師
1
5
0
0
名

の
規

模
に

拡
大

す
る

こ
と

と
し

、
よ

り
効

果
的

に
な

っ
た

。
・
S
IN

A
F
O

D
が

確
立

し
て

い
な

い
た

め
、

タ
ー

ゲ
ッ

ト
が

十
分

絞
り

込
め

て
い

な
い

。

日
本

が
協

力
す

る
比

較
優

位
は

あ
る

か
？

比
較

優
位

が
あ

る
場

合
、

そ
れ

は
主

に
ど

の
分

野
か

？

・
日

本
の

算
数

教
育

の
質

の
高

さ
は

、
P

IS
A

（
P

ro
gr

am
m

e
 f
o
r 

In
te

rn
at

io
n
al

 S
tu

de
n
t 

A
ss

e
ss

m
e
n
t）

、
T
IM

S
S
（
T
re

n
ds

 i
n

In
te

rn
at

io
n
al

 M
at

h
e
m

at
ic

s 
an

d 
S
c
ie

n
c
e
 S

tu
dy

）
で

上
位

に
ラ

ン
ク

さ
れ

る
な

ど
、

国
際

的
に

も
認

知
さ

れ
て

い
る

。
・
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
に

お
い

て
は

、
J
IC

A
は

長
期

に
わ

た
り

算
数

教
育

支
援

の
実

績
が

あ
り

、
ド

ナ
ー

・
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
に

も
認

知
さ

れ
て

い
る

。

専
門

家
と

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

と
の

関
係

技
術

移
転

の
方

法

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

/
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
事

業
へ

の
関

わ
り

方
は

ど
う

か
？

そ
の

他
ス

テ
ー

ク
ホ

ー
ル

ダ
ー

/
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
参

加
度

お
よ

び
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
認

識
度

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

選
択

の
選

定
の

適
正

度

優
先

度

手
段

と
し

て
の

適
切

性

Ｃ
Ｐ

機
関

（
教

育
省

、
国

立
教

育
大

学
、

IN
IC

E
）
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ

3
.

妥
当

性

2
.

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
プ

ロ
セ

ス

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
認

識
度

－49－



評
価

項
目

大
項

目

評
価

設
問

小
項

目

評
価

結
果

必
要

と
す

る
デ

ー
タ

・
情

報
源

1
．

（
現

職
教

員
対

象
）
指

導
書

、
作

業
帳

使
用

状
況

調
査

結
果

、
算

数
授

業
評

価
結

果
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

報
告

書
、

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
指

導
書

・
作

業
帳

の
使

用
状

況
に

つ
い

て
は

、
2
0
0
7
年

度
（
全

国
教

員
対

象
）
と

2
0
0
8
年

度
（
ラ

パ
ス

県
以

外
）
の

調
査

で
は

、
指

導
書

・
作

業
帳

と
も

に
使

用
し

て
い

る
教

員
が

増
加

し
て

お
り

、
指

導
・
学

習
プ

ロ
セ

ス
の

改
善

に
対

す
る

効
果

も
確

認
さ

れ
た

。
・
2
0
0
7
年

と
2
0
0
8
年

に
実

施
し

た
テ

グ
シ

ガ
ル

パ
第

5
学

区
3
1
学

級
（
単

式
学

級
）
と

周
辺

農
村

部
2
0
学

級
（
複

式
学

級
）
の

授
業

観
察

の
結

果
で

は
、

一
部

の
項

目
で

向
上

が
見

ら
れ

る
も

の
の

、
全

般
的

に
は

大
き

な
変

化
は

見
ら

れ
な

い
。

た
だ

し
、

調
査

対
象

と
な

っ
た

学
級

・
教

員
が

異
な

る
た

め
、

単
純

な
比

較
は

で
き

な
い

。
観

察
に

よ
れ

ば
、

教
員

が
間

違
い

を
教

え
る

こ
と

が
減

少
し

て
い

る
等

の
向

上
が

見
ら

れ
る

。
（
指

標
の

達
成

度
の

詳
細

は
A

N
N

E
X
9
参

照
）

2
．

（
新

規
教

員
養

成
学

生
対

象
）
算

数
指

導
法

に
関

す
る

講
座

評
価

結
果

、
教

育
実

習
中

の
算

数
授

業
評

価
結

果

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

実
施

し
た

国
立

教
育

大
テ

グ
シ

ガ
ル

パ
校

F
ID

課
程

の
算

数
指

導
法

に
関

す
る

講
座

の
評

価
結

果
で

は
、

2
0
0
7

年
度

は
講

座
の

開
始

時
と

終
了

時
に

大
き

な
変

化
は

見
ら

れ
な

か
っ

た
が

、
2
0
0
8
年

度
は

、
講

座
開

始
時

（
2
0
0
8
年

2
月

）
に

比
べ

講
座

終
了

時
（
2
0
0
8
年

8
月

）
に

学
力

・
指

導
力

の
向

上
が

見
ら

れ
た

。
・
F
ID

在
籍

中
の

学
生

教
育

実
習

中
の

授
業

観
察

を
2
0
0
7
年

、
2
0
0
8
年

に
実

施
し

た
と

こ
ろ

、
特

に
大

き
な

変
化

は
見

ら
れ

な
い

。
・
F
ID

の
学

生
の

算
数

教
育

に
対

す
る

苦
手

意
識

が
軽

減
さ

れ
た

等
の

報
告

が
あ

る
。

（
指

標
の

達
成

度
の

詳
細

は
A

N
N

E
X
9
参

照
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の
促

進
要

因
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
の

促
進

要
因

は
何

か
？

・
C

P
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
常

駐
し

て
い

る
こ

と
。

・
教

師
用

指
導

書
・
児

童
用

作
業

帳
の

全
国

配
布

が
ほ

ぼ
完

了
し

た
こ

と
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

の
有

無
阻

害
要

因
は

何
か

？
ど

の
よ

う
な

対
処

方
法

が
取

ら
れ

て
い

る
か

？

・
一

部
の

教
員

が
新

し
い

教
授

法
を

取
り

入
れ

る
こ

と
に

消
極

的
。

・
新

規
教

員
養

成
に

携
わ

る
教

員
と

一
般

教
員

は
、

研
修

時
間

を
確

保
す

る
た

め
に

、
授

業
を

休
講

に
し

て
い

る
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
充

足
度

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
達

成
す

る
た

め
に

適
切

な
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
が

設
定

さ
れ

て
い

る
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

報
告

書
、

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
ほ

ぼ
適

切
な

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

が
設

定
さ

れ
て

い
る

。
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
4
に

つ
い

て
は

、
そ

の
活

動
の

対
象

グ
ル

ー
プ

が
、

主
と

し
て

教
員

、
児

童
で

あ
る

こ
と

、
ま

た
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
か

ら
保

護
者

の
関

与
が

重
要

と
考

え
ら

れ
る

こ
と

か
ら

、
指

標
で

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
の

対
象

を
「
教

員
、

児
童

、
保

護
者

に
対

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
結

果
」
と

す
る

と
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

と
の

関
連

が
よ

り
明

確
に

な
る

。

基
礎

教
育

算
数

分
野

に
お

け
る

教
育

政
策

に
変

更
は

あ
っ

た
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

報
告

書
、

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
基

礎
教

育
課

程
に

関
す

る
政

府
方

針
を

2
0
0
8
年

に
変

更
し

た
が

、
そ

れ
に

伴
う

予
算

措
置

が
伴

っ
て

お
ら

ず
、

2
0
0
8
年

度
国

立
教

育
大

F
ID

課
程

と
一

部
の

ノ
ル

マ
ル

校
の

F
ID

課
程

で
新

入
生

を
受

け
入

れ
な

か
っ

た
（
7
校

の
大

学
地

方
分

校
の

う
ち

オ
コ

テ
ペ

ケ
、

ダ
ン

リ
、

フ
テ

ィ
カ

ル
パ

、
チ

ョ
ル

テ
カ

の
4
校

の
み

で
開

講
）
。

そ
の

他
に

外
部

条
件

が
存

在
す

る
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

報
告

書
、

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
特

に
な

い
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

の
促

進
要

因
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
達

成
の

促
進

要
因

は
何

か
？

・
関

係
者

の
関

心
が

高
く
、

積
極

的
に

活
動

に
取

組
ん

だ
。

・
効

果
的

な
研

修
実

施
を

検
討

し
、

現
職

教
員

研
修

の
カ

ス
ケ

ー
ド

の
層

を
ひ

と
つ

廃
止

し
、

よ
り

多
く
の

対
象

者
に

直
接

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
研

修
す

る
こ

と
と

し
、

よ
り

効
果

的
に

な
っ

た
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

を
阻

害
す

る
要

因
の

有
無

阻
害

要
因

は
何

か
？

ど
の

よ
う

な
対

処
方

法
が

取
ら

れ
て

い
る

か
？

・
国

家
基

礎
教

育
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
デ

ザ
イ

ン
改

訂
作

業
の

見
通

し
が

不
透

明
。

活
動

の
適

正
度

活
動

は
、

各
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
を

産
出

す
る

た
め

に
充

分
で

あ
っ

た
か

？

・
適

切
な

活
動

が
設

定
さ

れ
て

い
る

。

投
入

の
適

正
度

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

適
切

な
投

入
が

な
さ

れ
た

か
？

・
適

切
な

投
入

が
実

施
さ

れ
た

。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

の
た

め
の

外
部

条
件

が
存

在
す

る
か

？
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
・
C

P
、

研
修

を
受

け
た

教
官

ら
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

中
現

在
の

地
位

に
と

ど
ま

る
こ

と
。

専
門

家
の

人
数

、
タ

イ
ミ

ン
グ

、
分

野
は

適
正

か
？

・
当

初
予

定
し

て
い

た
専

門
家

1
名

が
派

遣
さ

れ
な

か
っ

た
が

、
効

果
的

な
研

修
計

画
を

検
討

し
た

結
果

パ
イ

ロ
ッ

ト
地

区
で

の
活

動
が

な
く
な

っ
た

こ
と

に
よ

り
、

結
果

的
に

活
動

に
支

障
は

出
て

い
な

い
。

・
派

遣
さ

れ
て

い
る

専
門

家
は

長
期

・
短

期
専

門
家

と
も

適
切

な
専

門
性

を
有

し
、

効
果

的
な

活
動

を
行

っ
て

い
る

。
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

直
接

の
投

入
で

は
な

い
が

、
J
O

C
V

と
の

活
動

は
、

実
践

的
な

教
授

法
を

指
導

す
る

な
ど

、
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
関

係
者

か
ら

有
効

で
あ

る
と

い
う

評
価

を
得

て
い

る
。

供
与

機
材

の
種

類
、

機
種

、
数

、
タ

イ
ミ

ン
グ

は
適

正
と

い
え

る
か

？

・
フ

ェ
ー

ズ
2
で

は
専

門
家

携
行

機
材

で
、

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

ー
、

プ
リ

ン
タ

ー
等

を
購

入
し

た
。

そ
の

他
は

フ
ェ

ー
ズ

1
の

機
材

を
使

用
し

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
タ

ー
、

コ
ピ

ー
機

、
Ｐ

Ｃ
等

、
一

部
に

仕
様

が
十

分
で

な
い

も
の

が
あ

る
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

は
特

に
支

障
は

な
く
、

適
切

に
利

用
さ

れ
て

い
る

。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
報
告
書
、
質
問
票
、
関

係
者
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

4
.

有
効

性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

（
現

職
教

員
、

Ｆ
ＩＤ

学
生

の
1
～

6
年

生
算

数
指

導
力

が
向

上
す

る
）
の

達
成

度
合

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

の
因

果
関

係
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
か

ら
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
に

至
る

ま
で

の
外

部
条

件
の

充
足

度

投
入

お
よ

び
活

動
と

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
因

果
関

係

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
産

出
の

要
因

5
.

効
率

性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
記

録
、

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度
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評
価

項
目

大
項

目

評
価

設
問

小
項

目

評
価

結
果

必
要

と
す

る
デ

ー
タ

・
情

報
源

研
修

員
の

受
入

れ
タ

イ
ミ

ン
グ

、
人

数
、

研
修

内
容

は
適

正
と

言
え

る
か

？

・
広

域
本

邦
研

修
、

広
域

在
外

研
修

を
実

施
（
詳

細
A

N
N

E
X
6
参

照
）
。

・
本

邦
研

修
で

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
目

指
す

授
業

を
実

際
に

視
察

で
き

る
の

は
利

点
。

・
広

域
在

外
研

修
は

、
参

加
国

間
で

情
報

交
換

を
行

う
の

が
有

効
で

、
各

国
の

C
P

、
コ

ア
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
の

能
力

向
上

の
場

に
な

っ
て

い
る

。
こ

れ
ま

で
の

多
く
の

研
修

は
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
で

実
施

し
て

お
り

、
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
C

P
に

と
っ

て
は

、
他

国
の

現
状

を
実

際
に

見
る

機
会

が
少

な
い

が
、

行
政

職
な

ど
立

場
の

違
う

他
国

の
参

加
者

と
各

国
の

現
状

に
つ

い
て

意
見

交
換

す
る

こ
と

は
有

益
と

考
え

ら
れ

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

費
の

量
と

タ
イ

ミ
ン

グ
は

適
正

と
い

え
る

か
？

・
ロ

ー
カ

ル
コ

ス
ト

は
日

本
側

、
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
側

と
も

、
適

切
な

時
機

に
十

分
配

分
さ

れ
て

い
る

。
・
2
0
0
7
‐
0
8
年

度
の

教
科

書
印

刷
配

布
に

あ
た

っ
て

は
、

ノ
ン

プ
ロ

無
償

見
返

り
資

金
を

活
用

し
た

。
2
0
0
9
年

度
か

ら
は

コ
モ

ン
フ

ァ
ン

ド
に

よ
る

E
F
A

資
金

を
教

科
書

配
布

に
充

当
す

る
。

研
修

実
施

に
も

コ
モ

ン
フ

ァ
ン

ド
に

よ
る

E
F
A

資
金

が
配

分
さ

れ
て

お
り

、
E
F
A

資
金

を
活

用
す

る
こ

と
で

、
当

面
は

安
定

的
な

資
金

源
が

期
待

で
き

る
。

活
用

さ
れ

て
い

な
い

投
入

は
あ

る
か

？
・
特

に
な

い
。

配
置

さ
れ

た
C

P
の

人
数

、
タ

イ
ミ

ン
グ

、
分

野
は

適
正

と
言

え
る

か
？

・
5
名

の
C

P
が

専
任

で
配

置
さ

れ
て

お
り

、
そ

れ
ぞ

れ
の

担
当

分
野

で
活

動
し

て
い

る
。

予
定

さ
れ

た
活

動
を

実
施

す
る

の
に

多
忙

で
は

あ
る

が
、

活
動

を
順

調
を

進
め

て
い

る
。

一
部

の
C

P
は

算
数

が
専

門
で

な
か

っ
た

が
、

活
動

を
進

め
て

い
く
中

で
専

門
性

を
高

め
つ

つ
あ

る
。

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
当

初
、

Ｃ
Ｐ

の
配

置
と

身
分

の
確

定
に

時
間

を
要

し
、

正
式

に
任

命
さ

れ
る

ま
で

の
間

は
C

P
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
専

念
で

き
な

い
こ

と
が

あ
っ

た
。

。

提
供

さ
れ

た
施

設
設

備
の

規
模

、
タ

イ
ミ

ン
グ

、
質

は
適

正
と

い
え

る
か

？

・
適

切
な

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

事
務

所
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

当
初

か
ら

IN
IC

E
内

に
提

供
さ

れ
て

い
る

。

上
位

目
標

（
1
～

6
年

生
児

童
の

算
数

カ
学

力
が

向
上

す
る

）
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
3
～

5
年

で
達

成
で

き
る

見
込

み

1
～

6
年

生
児

童
の

算
数

科
学

力
は

向
上

し
そ

う
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

報
告

書
、

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
教

育
大

学
外

部
評

価
ユ

ニ
ッ

ト
（
U

M
C

E
）
が

実
施

し
た

E
F
A

-
F
T
I指

標
調

査
に

よ
れ

ば
、

6
年

生
児

童
の

算
数

の
学

力
は

、
全

国
テ

ス
ト

の
平

均
正

答
率

が
、

2
0
0
2
年

で
3
8
.5

%
、

2
0
0
7
年

で
3
8
.8

%
と

大
き

な
変

化
は

な
い

。
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
で

は
、

2
0
1
5
年

に
7
0
％

の
上

昇
と

い
う

E
F
A

計
画

の
目

標
値

を
達

成
す

る
の

は
現

状
の

伸
び

率
で

は
困

難
と

見
ら

れ
て

い
る

。
・
U

S
A

ID
と

G
T
Z
が

実
施

し
た

調
査

（
2
0
0
6
-
2
0
0
7
）
で

、
教

材
の

有
無

と
児

童
の

成
績

に
相

関
関

係
の

あ
る

こ
と

が
報

告
さ

れ
て

い
る

。
P

R
O

M
E
T
A

M
の

教
材

配
布

が
2
0
0
8
年

7
月

に
完

了
し

た
こ

と
か

ら
、

こ
の

教
材

の
効

果
が

発
現

す
れ

ば
、

こ
れ

ま
で

よ
り

早
い

成
績

の
伸

び
が

見
ら

れ
る

可
能

性
は

あ
る

。
・
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
に

よ
れ

ば
、

授
業

に
お

い
て

児
童

が
活

発
に

な
っ

た
、

児
童

が
算

数
の

授
業

を
楽

し
ん

で
い

る
、

と
い

う
変

化
が

報
告

さ
れ

て
い

る
。

上
位

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

の
有

無
社

会
経

済
的

要
因

、
社

会
文

化
的

要
因

な
ど

の
状

況
は

変
化

し
て

い
な

い
か

？
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

報
告

書
、

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
ス

ト
ラ

イ
キ

等
に

よ
り

規
定

の
年

間
2
0
0
日

の
授

業
数

が
確

保
さ

れ
て

い
な

い
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ロ

ジ
ッ

ク
の

適
正

度
上

位
目

標
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
乖

離
し

て
い

な
い

か
？

（
上

位
目

標
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
3
～

5
年

後
に

達
成

で
き

る
か

？
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
が

現
職

教
員

、
F
ID

学
生

を
対

象
と

し
て

い
る

の
で

、
上

位
目

標
で

児
童

の
学

力
向

上
を

目
指

し
て

い
る

の
は

、
ロ

ジ
ッ

ク
と

し
て

は
適

切
と

言
え

る
。

・
児

童
の

学
力

向
上

は
、

長
期

的
に

は
達

成
が

見
込

ま
れ

る
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

３
～

５
年

で
の

大
幅

な
学

力
向

上
の

達
成

に
は

現
状

で
は

困
難

が
予

想
さ

れ
る

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

か
ら

上
位

目
標

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

の
充

足
度

基
礎

教
育

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

に
関

わ
る

教
育

政
策

が
変

更
さ

れ
る

見
込

み
は

あ
る

か
？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
現

在
、

国
家

基
礎

教
育

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

が
暫

定
版

で
あ

る
。

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

C
P

機
関

に
よ

れ
ば

、
算

数
に

関
し

て
は

、
大

き
な

変
更

は
な

い
模

様
。

よ
り

算
数

の
授

業
を

向
上

さ
せ

る
に

は
引

続
き

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

内
容

を
検

討
し

て
い

く
こ

と
が

必
要

と
い

う
意

見
も

あ
る

。

想
定

外
の

プ
ラ

ス
の

影
響

の
有

無

政
策

、
法

律
･制

度
へ

の
影

響
、

ジ
ェ

ン
ダ

ー
・
人

権
へ

の
影

響
、

貧
富

の
差

な
ど

社
会

・
文

化
的

側
面

へ
の

影
響

、
技

術
面

で
の

変
革

、
対

象
社

会
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
・
受

益
者

な
ど

へ
の

経
済

的
影

響
が

あ
る

か
？

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

・
ノ

ル
マ

ル
校

数
学

教
師

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
が

構
築

さ
れ

つ
つ

あ
り

、
こ

れ
ま

で
各

校
独

自
で

学
習

指
導

を
実

施
し

て
い

た
が

、
研

修
で

連
帯

感
が

高
ま

る
こ

と
に

よ
り

、
教

師
の

方
で

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
統

一
す

る
必

要
性

を
感

じ
、

研
修

で
作

成
し

た
。

こ
れ

が
、

ノ
ル

マ
ル

校
の

暫
定

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

に
採

用
さ

れ
た

。
・
国

家
基

礎
教

育
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
改

編
に

伴
っ

て
算

数
教

科
書

が
開

発
さ

れ
た

た
め

、
そ

れ
に

伴
っ

て
、

他
の

3
教

科
で

も
教

科
書

開
発

が
実

施
さ

れ
た

。
他

教
科

で
も

コ
ア

グ
ル

ー
プ

の
よ

う
な

技
官

グ
ル

ー
プ

を
育

成
し

よ
う

と
し

て
い

る
。

・
C

P
の

教
育

省
員

と
し

て
の

自
覚

が
高

ま
っ

た
。

ノ
ル

マ
ル

校
教

員
ら

の
責

任
感

が
高

ま
っ

た
。

政
策

、
法

律
･制

度
へ

の
影

響
、

ジ
ェ

ン
ダ

ー
・
人

権
へ

の
影

響
、

貧
富

の
差

な
ど

社
会

・
文

化
的

側
面

へ
の

影
響

、
技

術
面

で
の

変
革

、
対

象
社

会
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
・
受

益
者

な
ど

へ
の

経
済

的
影

響
な

ど
が

あ
る

か
？

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
1
年

目
に

、
ラ

パ
ス

教
員

組
合

の
一

部
の

教
員

か
ら

、
外

国
人

が
教

室
に

入
っ

て
活

動
（
授

業
評

価
）
を

し
て

い
た

こ
と

に
対

し
て

反
対

を
表

明
す

る
声

明
文

が
出

さ
れ

た
。

負
の

影
響

が
生

じ
て

い
る

場
合

、
何

か
対

策
が

と
ら

れ
て

い
る

か
？

・
ラ

パ
ス

教
員

組
合

に
関

し
て

は
、

教
育

省
に

報
告

し
、

対
策

を
協

議
し

た
。

そ
の

後
日

本
人

専
門

家
が

直
接

教
室

に
入

ら
な

い
で

、
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
人

の
活

動
を

中
心

と
し

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
報

告
書

、
質

問
票

、
関

係
者

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー

投
入

の
適

正
度

投
入

の
タ

イ
ミ

ン
グ

・
質

・
量

上
位

目
標

達
成

の
予

測

予
期

せ
ぬ

イ
ン

パ
ク

ト

因
果

関
係

想
定

外
の

マ
イ

ナ
ス

の
影

響
の

有
無

6
.

イ
ン

パ
ク

ト
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評
価

項
目

大
項

目

評
価

設
問

小
項

目

評
価

結
果

必
要

と
す

る
デ

ー
タ

・
情

報
源

政
策

・
制

度
面

政
策

的
支

援
は

協
力

終
了

後
も

継
続

す
る

か
。

教
育

法
改

善
に

対
す

る
教

育
省

の
支

援
は

、
協

力
終

了
後

も
得

ら
れ

そ
う

か
？

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
2
0
1
5
年

ま
で

は
、

E
F
A

計
画

に
基

づ
き

、
算

数
の

学
力

向
上

が
優

先
課

題
で

あ
る

た
め

、
算

数
教

授
法

改
善

に
関

し
て

は
、

教
育

省
の

支
援

が
得

ら
れ

る
と

考
え

ら
れ

る
。

・
一

般
教

育
法

に
関

し
て

の
関

係
者

か
ら

の
コ

メ
ン

ト
、

並
び

に
法

制
定

に
関

す
る

イ
ン

パ
ク

ト
の

分
析

を
関

係
機

関
で

行
っ

て
い

る
。

・
上

記
一

般
教

育
法

に
基

づ
く
S
IN

A
F
O

D
の

詳
細

設
計

が
検

討
さ

れ
て

い
る

。
・
こ

れ
ら

の
法

制
度

の
進

捗
に

よ
っ

て
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
が

影
響

を
受

け
る

可
能

性
も

あ
る

。
・
国

家
基

礎
教

育
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
改

訂
に

つ
い

て
は

、
教

科
内

容
に

つ
い

て
は

修
正

が
な

い
見

込
み

。
教

育
評

価
部

分
に

つ
い

て
は

教
育

現
場

で
の

試
行

の
結

果
を

反
映

し
て

改
善

さ
れ

る
見

込
み

。

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

国
内

の
事

業
に

関
す

る
Ｃ

Ｐ
機

関
の

実
施

能
力

や
調

整
能

力
は

向
上

し
て

い
る

か
？

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
ＩＮ

ＩＣ
Ｅ

の
研

修
運

営
能

力
は

向
上

し
つ

つ
あ

る
。

教
育

省
の

教
科

書
配

布
の

実
施

能
力

を
確

立
す

る
た

め
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
専

門
家

が
マ

ニ
ュ

ア
ル

作
成

を
支

援
し

て
い

る
。

域
内

各
国

の
事

業
に

関
す

る
Ｃ

Ｐ
機

関
の

支
援

能
力

や
調

整
能

力
は

向
上

し
て

い
る

か
？

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
現

在
は

C
P

機
関

で
広

域
活

動
運

営
の

サ
ポ

ー
ト

を
必

要
に

応
じ

行
っ

て
い

る
。

域
内

国
の

間
で

運
営

で
き

る
よ

う
に

し
て

い
く
こ

と
が

望
ま

し
い

。

財
政

面
C

P
機

関
の

経
常

予
算

の
安

定
度

Ｃ
Ｐ

機
関

の
年

間
計

画
お

よ
び

予
算

の
執

行
状

況
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
効

果
を

維
持

す
る

に
十

分
か

？
質
問
票
、
関
係
者
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

・
2
0
1
5
年

ま
で

は
、

E
F
A

資
金

が
確

保
さ

れ
る

の
で

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

の
継

続
が

可
能

と
考

え
ら

れ
る

。
た

だ
し

、
E
F
A

-
F
T
I計

画
を

確
実

に
実

施
し

て
い

く
こ

と
が

必
要

。
・
2
0
1
1
年

以
降

教
科

書
を

供
与

方
式

か
ら

貸
与

方
式

に
す

る
こ

と
も

含
め

、
今

後
の

対
応

を
検

討
の

見
込

み
。

・
現

状
で

も
教

育
予

算
の

9
7
％

は
教

員
給

与
等

を
含

め
リ

カ
レ

ン
ト

コ
ス

ト
で

、
新

た
な

活
動

に
配

分
す

る
予

算
は

ほ
と

ん
ど

な
い

。
2
0
1
5
年

ま
で

は
、

研
修

・
教

材
配

布
等

、
E
F
A

資
金

を
充

当
す

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
が

、
2
0
1
5
年

以
降

の
予

算
に

つ
い

て
教

育
省

で
検

討
が

必
要

と
考

え
ら

れ
る

。

C
P

は
定

着
し

て
い

る
か

？

・
教

育
省

の
職

員
に

な
っ

て
い

る
C

P
は

あ
る

程
度

定
着

が
見

込
ま

れ
る

。
現

在
学

校
所

属
で

ＩＮ
ＩC

E
に

出
向

し
て

い
る

C
P

の
２

名
を

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
教

育
省

職
員

に
す

る
と

安
定

す
る

。

移
転

し
た

技
術

は
活

用
さ

れ
て

い
る

か
？

・
C

P
、

教
育

大
・
師

範
学

校
教

官
と

も
能

力
が

向
上

し
て

お
り

移
転

し
た

技
術

を
活

用
し

て
い

る
。

今
後

も
活

用
を

継
続

し
て

い
く
意

識
が

高
い

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
実

施
支

援
し

た
各

種
活

動
は

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

関
係

機
関

に
よ

り
持

続
可

能
か

？

・
国

立
教

育
大

学
C

P
は

他
の

C
P

と
と

も
に

定
期

的
に

同
大

学
の

関
係

者
に

対
し

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

関
す

る
伝

達
講

習
を

実
施

し
て

い
る

。
・
本

邦
研

修
参

加
者

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
所

属
機

関
で

他
の

者
に

対
し

て
研

修
結

果
の

共
有

を
し

て
い

る
。

・
2
0
1
5
年

ま
で

は
E
F
A

資
金

が
配

分
さ

れ
る

た
め

、
教

育
省

の
年

間
計

画
（
P

la
n
 O

pe
ra

ti
vo

 A
n
u
al

：
P

O
A

）
に

組
入

れ
る

こ
と

で
活

動
の

継
続

が
可

能
。

そ
の

た
め

に
、

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

側
関

係
機

関
で

P
O

A
に

組
込

む
た

め
の

ア
ク

シ
ョ

ン
を

毎
年

起
こ

す
必

要
が

あ
る

。

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

関
係

機
関

に
よ

り
域

内
各

国
の

事
業

の
支

援
・
調

整
が

持
続

可
能

か
？

・
現

状
で

は
、

域
内

活
動

に
つ

い
て

は
Ｊ
ＩＣ

Ａ
が

主
導

す
る

と
い

う
位

置
づ

け
に

な
っ

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
の

広
域

活
動

の
支

援
に

つ
い

て
は

不
透

明
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
得

ら
れ

た
効

果
が

引
き

続
き

発
現

し
て

ゆ
く
た

め
に

必
要

な
要

因
は

何
か

？

・
C

P
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

中
及

び
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
後

に
引

続
き

勤
務

す
る

こ
と

。
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

を
毎

年
確

実
に

年
間

計
画

（
P

O
A

）
に

組
込

み
、

予
算

・
活

動
計

画
を

確
実

に
し

て
い

く
こ

と
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
得

ら
れ

た
効

果
が

引
き

続
き

発
現

し
て

ゆ
く
際

に
阻

害
要

因
と

な
る

も
の

は
何

か
？

・
2
0
1
5
年

以
降

、
教

育
政

策
に

急
激

な
変

更
が

あ
る

こ
と

。

　

*
ノ

ル
マ

ル
校

：
初

等
・
中

等
学

校
が

併
設

さ
れ

て
い

る
教

員
養

成
校

。
後

期
中

等
教

育
レ

ベ
ル

に
相

当
す

る
初

等
教

員
養

成
課

程
を

有
す

る
。

一
部

の
ノ

ル
マ

ル
校

で
は

、
大

学
卒

業
資

格
が

付
与

さ
れ

る
基

礎
教

育
教

員
養

成
課

程
（
F
ID

)が
開

設
さ

れ
て

い
る

。

組
織

面

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

質
問

票
、

関
係

者
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

7
.

自
立

発
展

性

移
転

し
た

技
術

の
定

着
と

普
及

の
可

能
性 効

果
を

持
続

さ
せ

る
た

め
の

促
進

要
因

と
阻

害
要

因

技
術

面

協
力

終
了

後
の

Ｃ
Ｐ

機
関

の
組

織
能

力
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付属資料7　専門家一覧

氏名 指導科目 期　間
西方　憲広 チーフアドバイザー 2006.4.1 ～ 2009.1.31

阿部　しおり 算数教育1 2006.4.1 ～ 2009.3.31

吾郷　珠子 広域協力/業務調整 2006.4.1 ～ 2007.4.7

丹原　一広 副総括/業務調整 2007.3.8 ～ 2009.3.7

氏名 指導科目 期　間
関谷　武司 教育評価 2006.4.10 ～ 2006.5.9

齊藤　千絵 広報啓発 2006.4.10 ～ 2006.7.7

磯田　正美 研修計画 2006.4.20 ～ 2006.5.6

盛山　隆雄 授業改善 2006.4.23 ～ 2006.5.5

山本　良和 授業改善 2006.10.19 ～ 2006.10.20

関谷　武司 教育評価 2006.10.28 ～ 2006.10.31

磯田　正美 研修計画 2007.4.22 ～ 2007.5.5

田中　博史 授業改善 2007.4.22 ～ 2007.5.4

山本　良和 授業改善 2008.4.27 ～ 2008.5.6

氏名
近藤　里恵子

中島　基恵

2007.3.25 ～ 2008.1.29

2008.2.25 ～ 2008.7.4

長期専門家

短期専門家

技術協力専門家養成個人研修員

期　間
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付
属

資
料
８

 
広
域
研
修
実
施
実
績
 

  1
．
広
域
在
外
研
修
 

 
第

1
回
広
域
在
外
研
修
 

第
2
回
広
域
在
外
研
修
 

第
3
回
広
域
在
外
研
修
 

ボ
リ
ビ
ア

PR
O
M
EC
A
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
 

実
施
日
 

2
0
0
6
年

4
月

2
3
日
～
5
月

6
日
 

2
0
0
7
年

4
月

2
2
日
～
5
月

5
日
 

2
0
0
8
年

4
月

2
8
日
～
5
月

3
日
 

2
0
0
8
年

1
0
月

6
日
～
1
0
月

1
7
日
 

場
所
 

ホ
ン
ジ
ュ
ラ
ス
 

ホ
ン
ジ
ュ
ラ
ス
 

ホ
ン
ジ
ュ
ラ
ス
 

ボ
リ
ビ
ア
 

参
加
者
数
 

広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
メ
ン
バ
ー
2
3
人
 

そ
の
他
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
5
人
（
ホ

ン
ジ

ュ
ラ
ス
）
 

広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
メ
ン
バ
ー
3
0
人
 

そ
の
他
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
8
人
（
ボ
リ
ビ

ア
、
コ
ス
タ
リ
カ
）
 

広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
メ
ン
バ
ー
3
5
人
 

そ
の
他
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
8
人
（
ホ
ン
ジ
ュ

ラ
ス
、
ボ
リ
ビ
ア
、
ペ
ル
ー
）
 

広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
メ
ン
バ
ー
等

4
0
人
 

 

講
師
 

磯
田
正
美
（
短
期
専
門
家
：
研
修
計

画
）

盛
山
隆
雄
（
短
期
専
門
家
：
授
業
改
善
）

関
谷
武
司
（
短
期
専
門
家
：
教
育
評
価
）

齊
藤
千
絵
（
短
期
専
門
家
：
広
報
啓
発
）

磯
田
正
美
（
短
期
専
門
家
：
研
修
計
画
）

田
中
博
史
（
短
期
専
門
家
：
授
業
改
善
）

山
本
良
和
（
短
期
専
門
家
：
授
業
改
善
）

西
方
憲
広
（
P
R
O
ME
T
AM

長
期
専
門
家
）
 

阿
部
し
お
り
（
P
RO
M
E
TA
M
長
期
専
門
家
）

ボ
リ
ビ
ア
「
学
校
教
育
の
質
向
上
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
」（

P
R
OM
E
C
A）

専
門
家
・
コ

ン
サ
ル
タ
ン
ト
 

P
R
O
M
E
CA

参
加
校
校
長
・
教
員
 

 2
．
広
域
本
邦
研
修
 

 
第

1
回
広
域
本
邦
研
修
 

第
2
回
広
域
本
邦
研
修
 

実
施
日
 

2
0
0
6
年

6
月

1
1
日
～
7
月

8
日
 

2
0
0
7
年

1
1
月

12
日
～
1
2
月

7
日
 

参
加
者
数
 

広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
メ
ン
バ
ー
 

15
人

広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
メ
ン
バ
ー
 
16

人
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付
属

資
料

９
　

日
本
側
機
材
投
入
実
績

管
理
番
号

状
況

取
得

日
物
品
名

規
格
等

通
貨

金
額

調
達

先
備

考

1
P
C
0
3
1

使
用

中
2
0
0
8
-
0
2
-
2
6

デ
ス

ク
ト

ッ
プ
型
パ
ソ
コ
ン

H
P

H
N
L

2
5
,
0
0
0

J
e
t
s
t
e
r
e
o

P
R
O
M
E
T
A
M
（

フ
ェ

ー
ズ

２
）

2
I
M
0
2
2

使
用

中
2
0
0
8
-
0
1
-
0
9

携
帯

用
プ
リ
ン
タ
ー

C
a
n
o
n
 
P
I
X
M
A
 
i
P
9
0
v

H
N
L

4
,
9
9
9

O
f
f
i
c
e
 
D
e
p
o
t

P
R
O
M
E
T
A
M
（

フ
ェ

ー
ズ

２
）

3
H
D
0
1
1

使
用

中
2
0
0
7
-
0
8
-
0
7

外
付

け
ハ
ー
ド
デ
ィ
ス
ク

L
a
C
i
e

H
N
L

5
,
0
3
3

C
e
n
t
r
o
m
a
t
i
c

P
R
O
M
E
T
A
M
（

フ
ェ

ー
ズ

２
）

4
V
D
0
0
3

使
用

中
2
0
0
8
-
0
2
-
2
6

デ
ジ

タ
ル
ビ
デ
オ
カ
メ
ラ

ソ
ニ
ー

H
N
L

2
0
,
0
0
0

J
e
t
s
t
e
r
e
o

P
R
O
M
E
T
A
M
（

フ
ェ

ー
ズ

２
）

5
C
A
0
0
3

使
用

中
2
0
0
7
-
0
3
-
2
0

デ
ジ

タ
ル
カ
メ
ラ

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク

H
N
L

5
,
9
9
5

J
e
t
s
t
e
r
e
o

P
R
O
M
E
T
A
M
（

フ
ェ

ー
ズ

２
）

6
C
A
0
0
2

処
分

済
2
0
0
5
-
0
5
-
1
6

デ
ジ

タ
ル
カ
メ
ラ

ニ
コ
ン

J
P
Y

本
邦

購
送

P
R
O
M
E
T
A
M
（

フ
ェ

ー
ズ

２
）

7
P
C
0
2
3

使
用

中
2
0
0
5
-
0
5
-
1
6

ノ
ー

ト
型
パ
ソ
コ
ン

ﾊ
ﾟ
ﾅ
ｿ
ﾆ
ｯ
ｸ
　
C
F
-
W
2
F
W
6
A
X
S

J
N
Y

本
邦

購
送

P
R
O
M
E
T
A
M
（

フ
ェ

ー
ズ

２
）

8
P
C
0
0
9

修
理

中
ノ

ー
ト

型
パ
ソ
コ
ン

ソ
ニ
ー
V
A
I
O
 
P
C
G
-
G
R
X
8
1
G
/
P

J
P
Y

本
邦

購
送

P
R
O
M
E
T
A
M
（

フ
ェ

ー
ズ

２
）

9
P
C
0
1
0

使
用

中
ノ

ー
ト

型
パ
ソ
コ
ン

東
芝
　
d
y
n
a
b
o
o
k
 
E
8
/
X
1
9
P
D
E

J
P
Y

本
邦

購
送

P
R
O
M
E
T
A
M
（

フ
ェ

ー
ズ

２
）
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付
属
資
料
１
０
　
在
外
事
業
強
化

経
費

実
績

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
支

出
分

）

2
0
0
6
年

度
2
0
0
7
年

度
2
0
0
8
年

度
（

9
月

ま
で
）

計
（
L
.
）

計
（
$
:
$
1
=
L
.
1
9
）

謝
金
・
報
酬

2
,
0
9
9
,
9
1
5

1
,
5
1
1
,
9
9
3

5
2
3
,
1
1
0

4
,
1
3
5
,
0
1
9

2
1
7
,
6
3
3

旅
費
・
交
通
費

（
国
内
・
国
外
）

1
,
1
8
0
,
6
3
1

1
,
9
9
8
,
3
3
1

1
,
5
5
1
,
8
8
2

4
,
7
3
0
,
8
4
4

2
4
8
,
9
9
2

会
議
費

7
2
,
1
6
8

1
5
6
,
4
6
5

1
9
2
,
1
5
1

4
2
0
,
7
8
4

2
2
,
1
4
7

携
行
機
材

0
4
5
,
0
0
0

0
4
5
,
0
0
0

2
,
3
6
8

そ
の
他
業
務
費

3
,
2
5
7
,
2
6
3

1
,
2
9
8
,
1
4
2

4
3
6
,
1
3
6

4
,
9
9
1
,
5
4
1

2
6
2
,
7
1
3

計
6
,
6
0
9
,
9
7
7

5
,
0
0
9
,
9
3
1

2
,
7
0
3
,
2
7
9

1
4
,
3
2
3
,
1
8
7

7
5
3
,
8
5
2
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付属資料１１　カウンターパート一覧

氏名 所属（役職）
ドナルド　カルカモ 教育省（技官）

グスタボ　アルフレッド　ポンセ 教育省（技官）

フェルナンド　アミルカ　セラヤ 教育省(教員）

ホセ　オルランド　ロペス 教育省(教員）

ルイス　アントニオ　ソト 国立教育大学（教官）

－57－



付属資料１２－１ 活動の実績（ホンジュラス国内） 

 

活動 活動実績 
1-1  国家カリキュラム、「スタ

ンダード（学習到達度基準）」

改訂プロセスに参加する        

・教師用指導書・児童用作業帳に関するアンケート（現職教員 662 名）

を実施し、集計表への入力を完了した。 
・教育省が国家カリキュラム、スタンダード（学習到達度基準）の使用

状況と評価に関する調査を実施しているが、プロジェクトとしての改訂

プロセスへの参加に係る進捗はなし。 
1-2  1～6 年生算数の教師用指導

書、児童用作業帳の改訂をする 
・現在実施されているカリキュラム（暫定版）に対応した教師用指導書・

児童用作業帳のデザインの変更作業（第 2 版）を行い完了した。第 2
版指導書と作業帳は教育省承認を完了し 2008 年 7 月までに全国配布を

完了した。 
・教育省による 2009 年用教科書印刷のため 1～6 年児童用作業帳の内容

確認・修正を行った。 
2-1 12 ノルマル校数学教員と国

立教育大学基礎教育教員養成課

程（FID）の数学教官に対して 1
～6 年生算数の教師用指導書、児

童用作業帳使用法に関する研修

を計画する 

・PDM、PO に基づき研修計画の作成を行った。 
 

2-2 12 ノルマル校数学教員と国

立教育大学基礎教育教員養成課

程（FID）の数学教官に対して 1
～6 年生算数の教師用指導書、児

童用作業帳使用法に関する研修

を実施する 

・2008 年 10 月までに新規教員養成課程（ノルマル校と FID）の教官の研

修として 6 回の研修を実施した。各回の受講者は約 40 名～60 名。 

2-3 12 ノルマル校と国立教育大

学基礎教育教員養成課程（FID）

の算数指導法に関する講座の指

導案集を策定する 

・プロジェクト開始から、算数指導法に関する講座の改善については、

教官に対する研修および指導計画案（試用版）の作成などに対する支援

を行っており、指導計画案は現在教育省が検討している教員養成課程の

新たな指導要領にも反映される予定である。 
3-1 国 家 教 育 実 践 研 究 所

（INICE）の計画に沿って算数の

教師用指導書、児童用作業帳の

使用法に関する研修計画を策定

する 

・ノルマル校改革に伴い、2007 年 3 月の合同調整委員会で PDM を修正

し、研修計画を作成した。具体的な研修方式の検討、実施計画・日程作

成等について教育省と調整した。2008 年度より CP4 名により全 18 県

における現職教員研修（年 1 回、5 日間）を 3 か月ほどの期間をかけ実

施することとした。 
3-2 国レベル講師に対して研修

を実施する  
・2008 年 10 月までに 6 回の研修を実施した。2008 年度は全国 18 県の

国レベル研修講師約 1500 名に対し、5 日間の研修を実施した。 
3-3 3-2 の活動の質を高めるため

に他カスケード現職教員研修を

モニタリングする 

・県レベル講師以下一般教員レベルまでの研修モニタリングは INICE
が中心となって行い、プロジェクトでは直接実施しなかった。ただし

児童の変化を見るため学校訪問は行っている。プロジェクトでは、モ

ニタリングについて INICE から適宜情報を得ている。INICE による報

告書が近くとりまとめられる予定。 
4-1 定期的にニュースレターを

発行し配布する 
・ニュースレターを 5 回発行した。 

4-2 定期的にホームページを更

新する 
・現地プロバイダー上に開設していたものの、技術的問題から更新が滞

っていたため、現在 JICA 技プロ HP 作成支援による開設・更新に移行

作業中。 
4-3 パンフレットを作成する ・現職教員研修、授業観察などの機会を通じ、プロジェクトで作成した

教材使用に関する DVD 教材、パンフレットを作成した。 
4-4 IEC（情報、教育、コミュニ

ケーション）により 1～6 年生指

導書、作業帳の有効性について

広報活動を実施する 

・教育省・国立教育大のイベントへの参加・広報グッズ提供などを行っ

た。 
・児童・教員の算数に対する関心調査のためのアンケートを実施した。
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付属資料１２－２ 活動の実績（広域） 

 
活動 活動実績 
1-1 教員用指導書・児童用作業帳

の開発・改訂に係る研修計画を

策定する。 

・広域各国を対象とする本邦研修および広域在外研修の実施計画を策

定した。 

1-2 教員用指導書・児童用作業帳

の開発・改訂に係る研修を日本

で実施する。 

・広域各国を対象とする本邦研修を 2 回実施した。（詳細な実績は評

価レポート（西語）ANNEX6.5 参照。） 

1-3 教員用指導書・児童用作業帳

の開発・改訂に係る研修をホン

ジュラスおよび他の国々で実施

する。 

・広域各国を対象とする広域在外研修を 4 回実施した。（詳細な実績

は評価レポート（西語）ANNEX6.5 参照。） 

1-4 対象各国のニーズに合わせ

て教員用指導書・児童用作業帳

の開発・改訂に係る補完研修お

よびモニタリングを実施する。 

・日本人専門家が広域各国を訪問し、各国のニーズに応じて教材開

発・改訂に係る補完研修、モニタリングを実施した。（専門家の広

域各国技術支援にかかる実績は評価レポート（西語）ANNEX6.3 参

照。） 
2-1 現職教員研修/新規教員養成

に係る研修計画を策定する。 
（1-1 参照） 

2-2 現職教員研修/新規教員養成

に係る研修を日本で実施する。 
（1-2 参照） 

2-3 現職教員研修/新規教員養成

に係る研修をホンジュラスおよ

び他の国々で実施する。 

（1-3 参照） 

2-4 対象各国のニーズに合わせ

て現職教員研修/新規教員養成

に係る補完研修およびモニタリ

ングを実施する。 

（1-4 参照） 

3-1 インターネット（メーリング

リスト、ホームページなど）を

通じてプロジェクト関係者間の

コミュニケーションネットワー

クを構築する。 

・ホンジュラス国内プロバイダーによりプロジェクトホームページ

（日本語、スペイン語）を開設していたが、技術的問題から更新が

滞っていたため、現在 JICA サーバーへの移設作業中。 
・プロジェクト活動に関する情報については、随時プロジェクトより

広域各国プロジェクト関係者に提供し、情報共有を図った。 
3-2 国際シンポジウムの計画を

策定する。 
・2 回の国際シンポジウム開催計画が策定された。 

3-3 国際シンポジウムを開催す

る。 
・2 回の国際シンポジウムが開催され、広域各国関係者、ホンジュラ

ス国内大学関係者、教員、学生などが参加した。（詳細実績は評価

レポート（西語）ANNEX6.7 参照。） 
3-4 プロジェクトニュースレタ

ーを発行する。 
・プロジェクトニュースレターを 5 回発行した。 
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付
属
資
料
１
３
　
指
標
の
達
成
状
況

項
目

指
標

の
達

成
状

況

（
１

）
上

位
目

標
「
１

～
６

年
生

の
算

数
科

学
力

が
向

上
す

る
」

・
2
0
0
7
年

1
1
月

に
実

施
さ

れ
た

全
国

学
力

調
査

に
よ

る
と

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

発
教

材
を

使
用

し
て

授
業

を
受

け
た

児
童

の
平

均
点

が
教

材
を

使
用

し
な

か
っ

た
児

童
の

平
均

を
上

回
っ

た
。

・
教

育
大

学
外

部
評

価
ユ

ニ
ッ

ト
（
U

M
C

E
）
が

実
施

し
た

E
F
A

-
F
T
I指

標
調

査
に

よ
れ

ば
、

6
年

生
の

算
数

の
学

力
は

、
全

国
テ

ス
ト

の
平

均
正

答
率

が
2
0
0
2
年

は
3
8
.5

%
、

2
0
0
7
年

は
3
8
.8

%
と

大
き

な
変

化
は

な
い

。

（
２

）
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
「
現

職
教

員
、

国
立

教
育

大
学

基
礎

教
育

教
員

養
成

課
程

（
F
ID

)学
生

の
１

～
６

年
生

算
数

指
導

力
が

向
上

す
る

」

指
標

１
：
現

職
教

員
対

象
　

　
１

）
指

導
書

、
作

業
帳

使
用

状
況

調
査

結
果

　

指
標

１
：
現

職
教

員
対

象
１

）
指

導
書

、
作

業
帳

使
用

状
況

調
査

結
果

　
　

2
0
0
6
年

度
：
（
ラ

パ
ス

県
の

み
）
指

導
書

の
使

用
状

況
は

研
修

受
講

歴
の

あ
る

教
員

の
方

が
高

い
。

使
用

し
な

い
理

由
と

し
て

は
、

指
導

書
冊

数
、

児
童

用
作

業
帳

冊
数

の
不

足
を

挙
げ

た
教

員
が

も
っ

と
も

多
い

。
使

用
法

を
知

ら
な

か
っ

た
、

指
示

を
受

け
な

か
っ

た
と

の
回

答
も

各
々

1
0
％

前
後

あ
り

。

　
　

2
0
0
7
年

度
：
（
全

国
教

員
対

象
）
、

2
0
0
8
年

度
：
（
ラ

パ
ス

県
以

外
）
 指

導
書

お
よ

び
作

業
帳

の
使

用
状

況
を

調
査

し
た

結
果

、
指

導
書

お
よ

び
作

業
帳

と
も

に
授

業
で

使
用

し
て

い
る

と
回

答
し

た
教

師
が

増
加

し
た

。
配

布
状

況
お

よ
び

改
訂

に
よ

る
使

い
や

す
さ

が
向

上
し

た
こ

と
が

分
か

る
。

ま
た

、
指

導
書

お
よ

び
作

業
帳

を
使

っ
た

授
業

の
効

果
と

し
て

、
児

童
の

反
応

が
積

極
的

に
な

る
、

ま
た

、
自

信
を

持
っ

て
算

数
の

授
業

が
で

き
る

よ
う

に
な

っ
た

、
と

答
え

た
教

師
の

割
合

も
増

加
し

て
お

り
、

指
導

・
学

習
プ

ロ
セ

ス
の

改
善

に
対

す
る

効
果

も
確

認
さ

れ
た

。

　

２
）
算

数
授

業
評

価
結

果
２

）
現

職
教

員
の

授
業

評
価

結
果

 2
0
0
7
年

と
2
0
0
8
年

に
テ

グ
シ

ガ
ル

パ
第

5
学

区
3
1
学

級
（
単

式
学

級
）
と

周
辺

農
村

部
2
0
学

級
（
複

式
学

校
）
で

授
業

観
察

を
行

い
、

①
吟

味
し

た
発

問
と

指
示

、
③

教
材

・
教

具
の

効
果

的
な

活
用

、
③

児
童

の
個

の
学

習
時

間
の

確
保

、
④

適
切

な
評

価
の

実
施

、
⑤

児
童

の
意

見
の

活
用

、
の

5
つ

の
カ

テ
ゴ

リ
ー

に
つ

い
て

、
3
段

階
（
Ａ

：
ポ

ジ
テ

ィ
ブ

、
Ｂ

：
普

通
、

Ｃ
：
ネ

ガ
テ

ィ
ブ

）
で

評
価

を
行

っ
た

。
単

式
学

級
に

お
い

て
は

、
教

材
の

効
果

的
使

用
の

A
評

価
が

、
2
0
0
7
年

の
3
6
％

か
ら

2
0
0
8
年

に
は

4
8
％

と
増

加
し

た
も

の
の

、
他

の
項

目
（
吟

味
し

た
発

問
と

指
示

、
児

童
の

個
の

学
習

時
間

の
確

保
、

適
切

な
評

価
の

実
施

、
児

童
の

意
見

の
活

用
）
で

は
大

き
な

変
化

は
見

ら
れ

な
い

。
複

式
学

級
に

お
い

て
は

、
児

童
の

個
の

学
習

時
間

の
確

保
で

A
評

価
の

者
が

、
2
0
0
7
年

の
3
4
％

か
ら

2
0
0
8
年

に
は

4
2
％

と
増

加
、

児
童

の
意

見
の

活
用

で
の

A
評

価
が

1
3
％

か
ら

1
9
％

に
増

加
し

て
い

る
が

、
他

の
項

目
で

は
A

評
価

が
明

確
に

増
加

し
て

い
る

と
は

言
え

な
い

。
た

だ
し

、
複

式
学

級
に

お
い

て
は

、
各

項
目

に
つ

き
Ｃ

の
ネ

ガ
テ

ィ
ブ

な
評

価
が

減
少

し
て

い
る

。

は
い

い
い
え

現
職
教
員
研
修
受
講
あ
り

28
1

12
1

92
（
56
.8
1%
)
（
43
.1
9%
)

現
職
教
員
研
修
受
講
な
し

13
9

27
74

（
26
.7
3%
)
（
73
.2
7%
)

合
計

42
0

指
導
書
使
用

（
20
06
年

度
）

20
07

20
08

【
指

導
書

の
使
用

状
況

】

指
導

書
を

使
っ

て
い

る
77

%
88

%

指
導

書
の

内
容

は
分

か
り
や

す
い

42
%

64
%

指
導

書
は

授
業

を
良

く
す
る

の
に

役
に

立
つ

53
%

72
%

指
導

書
を

使
う

と
児

童
の
反

応
が

積
極

的
に

な
る

50
%

65
%

【
児

童
用

作
業
帳

の
使

用
状

況
】

作
業

帳
の

内
容

は
児

童
に
と

っ
て

わ
か

り
や

す
い

79
%

91
%

作
業

帳
は

児
童

の
学

習
に
役

に
立

つ
56

%
78

%

作
業

帳
を

使
う

と
児

童
の
反

応
が

積
極

的
に

な
る

51
%

71
%

指
導

書
・

作
業

帳
を

使
う
と

自
信

を
持

っ
て

授
業

が
で
き

る
66

%
85

%
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項
目

指
標

の
達

成
状

況

指
標

２
：
新

規
教

員
養

成
学

生
対

象
１

）
算

数
指

導
法

に
関

す
る

講
座

評
価

結
果

　

指
標

２
：
新

規
教

員
養

成
学

生
対

象
１

）
算

数
指

導
法

に
関

す
る

講
座

評
価

結
果

（
国

立
教

育
大

学
テ

グ
シ

ガ
ル

パ
校

F
ID

課
程

で
「
算

数
と

そ
の

指
導

法
」
講

座
で

、
2
0
0
7
年

お
よ

び
2
0
0
8
年

の
2
回

、
講

座
の

開
始

時
と

終
了

時
に

学
生

対
象

の
テ

ス
ト

を
実

施
。

）
　

2
0
0
7
年

度
：
講

座
開

始
時

（
2
0
0
7
年

6
月

）
と

終
了

時
（
2
0
0
7
年

8
月

）
に

行
っ

た
学

生
対

象
学

力
お

よ
び

指
導

力
テ

ス
ト

の
結

果
で

は
、

大
き

な
差

が
見

ら
れ

な
か

っ
た

。

　
2
0
0
8
年

度
：
講

座
開

始
時

（
2
0
0
8
年

2
月

）
よ

り
も

終
了

時
（
2
0
0
8
年

8
月

）
に

行
っ

た
学

力
お

よ
び

指
導

力
テ

ス
ト

の
結

果
で

は
向

上
が

見
ら

れ
た

。

　
（
但

し
、

2
0
0
7
年

度
分

と
2
0
0
8
年

度
分

で
は

、
テ

ス
ト

の
質

問
量

が
異

な
る

た
め

単
純

な
比

較
は

困
難

。
）

２
）
教

育
実

習
中

の
算

数
授

業
評

価
結

果
２

）
教

育
実

習
中

の
算

数
授

業
評

価
結

果
　

Ｆ
ＩＤ

在
籍

中
学

生
の

教
育

実
習

中
の

授
業

観
察

を
2
0
0
7
年

、
2
0
0
8
年

に
実

施
。

①
吟

味
し

た
発

問
と

指
示

、
②

教
材

・
教

具
の

効
果

的
な

活
用

、
③

児
童

の
個

の
学

習
時

間
の

確
保

、
④

適
切

な
評

価
の

実
施

、
⑤

児
童

の
意

見
の

活
用

、
の

5
つ

の
カ

テ
ゴ

リ
ー

に
つ

い
て

、
3
段

階
（
Ａ

：
ポ

ジ
テ

ィ
ブ

、
Ｂ

：
普

通
、

Ｃ
：
ネ

ガ
テ

ィ
ブ

）
で

評
価

。
2
0
0
7
年

評
価

結
果

と
2
0
0
8
年

評
価

結
果

を
比

較
し

た
と

こ
ろ

、
全

般
的

に
大

き
な

変
化

は
見

ら
れ

な
い

。
⑤

児
童

の
意

見
の

活
用

に
つ

い
て

、
Ａ

評
価

を
得

た
学

生
が

若
干

増
加

し
た

一
方

、
②

教
材

・
教

具
の

効
果

的
な

活
用

の
項

目
で

Ａ
評

価
を

得
た

学
生

は
減

少
し

た
。

（
３

）
成

果

成
果

１
：
「
１

～
６

年
生

算
数

指
導

書
、

児
童

作
業

帳
が

改
訂

さ
れ

る
」

指
標

１
：
改

訂
版

に
対

す
る

教
育

省
の

承
認

・
2
0
0
7
年

3
月

に
1
年

～
6
年

生
ま

で
の

指
導

書
お

よ
び

作
業

帳
第

2
版

の
デ

ザ
イ

ン
の

変
更

作
業

が
完

了
。

・
改

訂
版

（
第

2
版

）
教

員
用

指
導

書
お

よ
び

児
童

用
作

業
帳

は
教

育
省

承
認

を
完

了
し

、
2
0
0
8
年

７
月

ま
で

に
全

国
配

布
完

了
。

ノ
ン

プ
ロ

無
償

見
返

り
資

金
を

充
当

し
、

教
育

省
が

印
刷

会
社

・
配

送
会

社
と

契
約

し
配

布
。

2
0
0
9
年

用
教

材
（
作

業
帳

）
は

、
E
F
A

‐
F
T
I資

金
（
現

地
ド

ナ
ー

コ
モ

ン
フ

ァ
ン

ド
）
を

活
用

し
印

刷
、

配
布

予
定

。
・
現

行
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
に

対
す

る
改

訂
作

業
は

完
了

し
て

い
る

が
、

現
在

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
は

暫
定

版
で

あ
る

た
め

、
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
改

訂
プ

ロ
セ

ス
が

進
み

最
終

版
が

完
成

し
た

場
合

に
は

、
最

終
版

に
合

わ
せ

て
指

導
書

お
よ

び
作

業
帳

の
改

訂
を

行
う

必
要

が
あ

る
。

成
果

２
：
（
新

規
教

員
養

成
）
「
１

２
師

範
学

校
と

F
ID

の
数

学
教

師
が

１
～

６
年

生
算

数
指

導
書

、
作

業
帳

使
用

法
に

関
し

て
指

導
で

き
る

よ
う

に
な

る
」

指
標

２
１

）
（
数

学
教

師
対

象
）
研

修
評

価
テ

ス
ト

指
標

２
：

１
）
師

範
学

校
、

F
ID

課
程

数
学

教
官

に
よ

る
研

修
評

価
テ

ス
ト

の
結

果
で

は
、

第
１

回
か

ら
第

６
回

ま
で

い
ず

れ
も

研
修

前
後

で
数

学
の

知
識

の
向

上
が

認
め

ら
れ

た
（
下

表
参

照
）
。

実
施

回
第

1回
第

2回
第

3回
第

4回
第

5回
第

6回

実
施

日
16

/5
/2

00
7～

18
/5

/2
00

7
15

/8
/2

00
7～

17
/8

/2
00

7
3/

12
/2

00
7～

5/
12

/2
00

7
27

/2
/2

00
8～

29
/2

/2
00

8
21

/5
/2

00
8～

23
/5

/2
00

8
27

/8
/2

00
8～

29
/8

/2
00

8
参

加
者

数
61

人
48

人
41

人
59

人
56

人
48

人

テ
ー

マ
自

然
数

四
則

計
算

少
数

四
則

計
算

分
数

四
則

計
算

図
形

1
図

形
2

面
積

評
価

テ
ス

ト
結

果
（事

前
/事

後
）

46
% 

 /
 6

7%
52

% 
 /

 6
5%

68
% 

/ 
80

%
56

% 
/ 

79
%

45
% 

/ 
75

%
47

% 
/ 

84
%

20
07

開
始

時
終

了
時

学
力

21
%

23
%

指
導

力
41

%
39

%

20
08

開
始

時
終

了
時

学
力
・

指
導
力

39
%

66
%
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項
目

指
標

の
達

成
状

況

２
）
（
数

学
教

師
が

実
施

す
る

）
算

数
指

導
に

関
す

る
講

座
の

授
業

評
価

結
果

２
）
算

数
指

導
に

関
す

る
講

座
の

授
業

評
価

結
果

　
研

修
を

受
講

し
た

Ｆ
ＩＤ

/
ノ

ル
マ

ル
校

教
官

の
授

業
を

C
/
P

お
よ

び
専

門
家

が
観

察
し

、
①

算
数

指
導

の
内

容
、

②
授

業
準

備
、

③
吟

味
し

た
発

問
と

指
示

、
④

教
材

・
教

具
の

効
果

的
な

活
用

、
⑤

児
童

の
個

の
学

習
時

間
の

確
保

、
⑥

適
切

な
評

価
の

実
施

、
⑦

児
童

の
意

見
の

活
用

に
つ

い
て

、
3
段

階
（
Ａ

：
ポ

ジ
テ

ィ
ブ

、
Ｂ

：
普

通
、

Ｃ
：
ネ

ガ
テ

ィ
ブ

）
で

評
価

を
行

っ
た

（
2
0
0
7
年

お
よ

び
2
0
0
8
年

）
。

そ
の

結
果

、
算

数
の

教
科

指
導

内
容

、
授

業
準

備
、

発
問

、
教

具
活

用
の

項
目

で
は

、
あ

る
程

度
の

改
善

が
認

め
ら

れ
た

が
、

生
徒

の
個

の
学

習
時

間
の

確
保

や
生

徒
の

評
価

方
法

、
生

徒
の

考
え

の
活

用
と

い
っ

た
項

目
で

は
大

き
な

改
善

は
見

ら
れ

て
い

な
い

。

３
）
（
算

数
指

導
法

に
関

す
る

講
座

の
）
　

指
導

計
画

、
等

３
）
（
算

数
指

導
法

に
関

す
る

講
座

の
）
指

導
計

画
　

Ｆ
ＩＤ

課
程

で
は

　
「
数

学
一

般
」
（
第

1
学

年
）
お

よ
び

「
算

数
と

そ
の

指
導

法
Ｉ、

II」
（
第

2
学

年
）
、

師
範

学
校

で
は

「
数

学
一

般
」
（
第

1
学

年
）
、

「
指

導
法

（
教

科
に

分
か

れ
て

い
な

い
）
」
（
第

2
学

年
）
と

い
う

講
座

が
開

講
さ

れ
て

い
る

。
Ｆ

ＩＤ
課

程
の

指
導

計
画

に
つ

い
て

は
、

2
0
0
6
年

に
簡

単
な

指
導

計
画

の
原

案
を

作
成

、
2
0
0
8
年

2
月

よ
り

国
立

教
育

大
学

お
よ

び
師

範
学

校
の

Ｆ
ＩＤ

課
程

で
試

用
を

開
始

し
て

い
る

。
師

範
学

校
の

算
数

指
導

法
に

関
す

る
講

座
（
前

述
「
数

学
一

般
」
お

よ
び

「
指

導
法

」
）
に

つ
い

て
は

、
指

導
計

画
の

大
枠

を
作

成
済

み
で

あ
り

、
2
0
0
8
年

中
を

目
処

に
指

導
計

画
案

を
作

成
す

る
予

定
。

教
育

省
が

師
範

学
校

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
見

直
し

を
行

っ
て

い
る

が
、

算
数

指
導

法
に

関
し

て
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

作
成

し
た

試
用

版
が

反
映

さ
れ

る
よ

う
教

育
省

と
合

意
済

み
。

　
国

立
教

育
大

学
Ｆ

ＩＤ
課

程
お

よ
び

一
部

の
師

範
学

校
Ｆ

ＩＤ
課

程
で

は
2
0
0
8
年

よ
り

学
生

の
受

入
が

停
止

さ
れ

て
お

り
、

今
後

こ
れ

ら
の

学
校

で
は

Ｆ
ＩＤ

課
程

が
開

講
さ

れ
な

い
可

能
性

が
あ

る
。

ま
た

、
学

生
を

受
け

入
れ

て
い

る
Ｆ

ＩＤ
課

程
で

も
在

籍
学

生
数

が
1
0
名

程
度

と
少

な
い

。

成
果

３
：
（
現

職
教

員
研

修
）
「
国

レ
ベ

ル
講

師
が

１
～

６
年

生
算

数
指

導
書

、
作

業
帳

使
用

法
に

関
し

て
指

導
で

き
る

よ
う

に
な

る
（
教

育
省

IN
IC

E
が

国
家

現
職

教
員

研
修

を
実

施
し

た
場

合
）
」

　
指

標
３

：
（
国

レ
ベ

ル
講

師
対

象
）
研

修
評

価
テ

ス
ト

結
果

・
現

職
教

員
研

修
算

数
担

当
教

員
に

対
す

る
研

修
を

実
施

（
2
0
0
6
年

～
2
0
0
8
年

）
。

第
1
回

～
第

6
回

の
い

ず
れ

も
、

研
修

前
後

に
実

施
し

た
研

修
評

価
テ

ス
ト

の
結

果
で

は
、

算
数

指
導

に
か

か
る

知
識

の
向

上
が

見
ら

れ
た

。

成
果

４
：
算

数
教

育
に

関
す

る
一

般
的

な
関

心
が

高
ま

る
。

　
指

標
４

：
教

員
お

よ
び

児
童

対
象

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

１
）
ニ

ュ
ー

ス
レ

タ
ー

発
行

　
　

第
5
号

ま
で

発
行

済
み

２
）
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
H

P
立

ち
上

げ
　

　
現

地
プ

ロ
バ

イ
ダ

ー
上

に
開

設
し

て
い

た
も

の
の

、
技

術
的

問
題

か
ら

更
新

が
滞

っ
て

い
た

た
め

、
現

在
Ｊ
ＩＣ

Ａ
本

部
技

プ
ロ

H
P

作
成

支
援

に
よ

る
開

設
・
更

新
に

移
行

作
業

中
。

３
）
児

童
・
教

員
に

対
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

の
実

施
（
算

数
に

対
す

る
関

心
度

調
査

）
　

　
2
0
0
7
年

、
2
0
0
8
年

に
実

施
し

た
児

童
向

け
の

ア
ン

ケ
ー

ト
（
算

数
の

学
習

に
対

す
る

意
識

調
査

）
結

果
で

は
、

「
作

業
帳

を
使

っ
た

算
数

の
授

業
が

好
き

に
な

っ
た

」
あ

る
い

は
「
算

数
の

授
業

が
前

よ
り

も
好

き
に

な
っ

た
」
と

い
っ

た
指

標
で

若
干

の
向

上
が

見
ら

れ
る

が
、

「
練

習
問

題
を

解
く
の

が
好

き
」
あ

る
い

は
「
算

数
の

授
業

で
自

分
の

考
え

を
他

の
生

徒
と

共
有

す
る

の
は

好
き

」
と

い
っ

た
項

目
で

は
、

ほ
ぼ

同
じ

あ
る

い
は

若
干

の
減

少
が

見
ら

れ
、

児
童

の
意

識
に

は
大

き
な

変
化

は
現

時
点

で
は

認
め

ら
れ

な
い

。
　

教
員

に
対

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
で

は
、

「
算

数
を

教
え

る
の

が
好

き
」
、

「
算

数
を

教
え

る
意

欲
」
の

項
目

で
算

数
に

対
す

る
肯

定
的

な
回

答
が

増
加

し
た

こ
と

が
確

認
で

き
た

。

17
/5

/2
00

6
～

19
/5

/2
00

8

4/
6/

20
07

～
6/

6/
20

07

6/
6/

20
07

～
8/

6/
20

07

19
/1

1/
20

07
～

21
/1

1/
20

07

21
/1

1/
20

07
～

23
/1

1/
20

07

20
08

年
5月

～ 8月

（2
.5

日
）

（2
.5

日
）

（2
.5

日
）

（2
.5

日
）

（2
.5

日
）

（5
日

*1
8県

）

参
加

者
数

60
人

62
人

59
人

56
人

53
人

約
15

00
人

テ
ー

マ
自

然
数

自
然

数
、

少
数

、
分

数
、

図
形

1

評
価

テ
ス

ト
結

果
（事

前
/事

後
）

60
% 

/ 
69

%.
64

% 
/ 

80
%

46
% 

/ 
56

%.
65

% 
/ 

77
%

実
施

日

小
数

四
則

計
算

分
数

－62－



付
属
資
料
１
４
 

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

算
数

指
導

力
向

上
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
フ

ェ
ー

ズ
２
 

(P
R
O

M
E
T
A

M
Ⅱ

) 

評
価

関
連

活
動

実
績

 

１
、
 

指
導

書
の

使
用

状
況

調
査

(プ
ロ

目
1-

1)
 

(1
) 

調
査

概
要

 

 
手

法
 

対
象

 
回

答
数

 
実

施
時

期
 

実
施

方
法

 
備

考
 

20
06

 
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
 

ラ
パ

ス
県

現
職

教
員

 
66

3 
10

月
 

市
町

村
研

修
時

に
各

市
町

村
講

師
が

参
加

者
に

回
答

依
頼

 

 

20
07

 
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
 

①
全

国
現

職
教

員
 

②
テ

グ
シ

ガ
ル

パ
市

第
5

学
区

現
職

教
員

 

①
24

8(
8

県
) 

②
15

0 

①
10

～
11

月
 

②
7～

8
月

 

①
各

県
研

修
講

師
が

県
研

修
参

加
者

に
回

答
依

頼
 

②
地

区
指

導
主

事
が

地
区

研
修

参
加

者
に

回
答

依
頼

 

 

20
08

 
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
 

①
全

国
現

職
教

員
 

②
テ

グ
シ

ガ
ル

パ
市

第
5

学
区

現
職

教
員

 

③
ラ

パ
ス

県
現

職
教

員
 

①
56

1(
15

県
) 

②
11

5 

③
35

(2
地

区
) 

①
6

月
～

7
月

 

②
8

月
 

③
7

月
 

①
C

P
が

国
研

修
参

加
者

に
回

答
依

頼
 

②
地

区
指

導
主

事
が

地
区

研
修

参
加

者
に

回
答

依
頼

 

③
IN

IC
E

担
当

者
が

地
区

研
修

参
加

者
に

回
答

依
頼

 

 

(2
) 

デ
ー

タ
分

析
 

20
07

年
と

20
08

年
の

比
較

。
(平

均
値

の
生

デ
ー

タ
比

較
の

み
。

ｔ検
定

、
標

準
偏

差
無

し
。

) 

20
08

年
ラ

パ
ス

県
現

職
教

員
デ

ー
タ

は
、

予
定

し
て

い
た

研
修

が
実

施
さ

れ
ず

全
県

レ
ベ

ル
の

回
答

が
得

ら
れ

な
か

っ
た

た
め

、
20

06
年

と
の

比
較

は
実

施
せ

ず
。

 

 ２
、
 

現
職

教
員

授
業

観
察

(プ
ロ

目
1-

2)
 

(1
) 

調
査

概
要

 

 
手

法
 

対
象

 
観

察
数

 
実

施
時

期
 

実
施

方
法

 
備

考
 

20
06

 
C

P
、

専
門

家
に

よ
る

観
察

(授
業

観
察

用

紙
使

用
) 

ラ
パ

ス
県

 

①
単

式
学

級
4

年
担

任
 

②
複

式
学

級
4

年
担

任
 

①
20

ク
ラ

ス
(1

1
校

) 

②
7

ク
ラ

ス
 

(7
校

) 

①
4

月
17

～
21

日
 

②
4

月
17

～
21

日
 

①
単

式
学

級
4

年
生

担
当

教
員

の
授

業
を

観
察

 

②
4

年
生

を
含

む
複

式
学

級
の

授
業

を
、

4
年

生
児

童
を

中

心
に

観
察

 

 

20
07

 
C

P
、

専
門

家
に

よ
る

観
察

(授
業

観
察

用

紙
使

用
) 

テ
グ

シ
ガ

ル
パ

近
郊

 

①
単

式
学

級
4

年
担

任
 

②
複

式
学

級
4

年
担

任
 

①
33

ク
ラ

ス
(1

6
校

) 

②
19

ク
ラ

ス
(1

9
校

) 

①
8

月
9

日
 

9
月

24
,2

5,
27

,3
0

日
 

②
9

月
3,

11
,1

2
日

 

①
第

5
学

区
及

び
教

育
実

習
校

に
お

い
て

、
単

式
学

級
4

年
生

担
当

教
員

の
授

業
を

観
察

 

②
テ

グ
シ

郊
外

3
地

区
に

お
い

て
、

4
年

生
を

含
む

複
式

学

級
の

授
業

を
、

4
年

生
児

童
を

中
心

に
観

察
 

 

20
08

 
C

P
、

専
門

家
に

よ
る

観
察

(授
業

観
察

用

紙
使

用
) 

テ
グ

シ
ガ

ル
パ

近
郊

 

①
単

式
学

級
4

年
担

任
 

②
複

式
学

級
4

年
担

任
 

①
31

ク
ラ

ス
(1

3
校

) 

②
20

ク
ラ

ス
(2

0
校

) 

①
9

月
3,

4,
8,

9,
23

～
25

日
 

②
8

月
7～

8,
11

～
15

日
 

①
第

5
学

区
及

び
教

育
実

習
校

に
お

い
て

、
単

式
学

級
4

年
生

担
当

教
員

の
授

業
を

観
察

 

②
テ

グ
シ

郊
外

3
地

区
に

お
い

て
、

4
年

生
を

含
む

複
式

学

級
の

授
業

を
、

4
年

生
児

童
を

中
心

に
観

察
 

 

(2
) 

デ
ー

タ
分

析
 

20
07

年
と

20
08

年
の

比
較

。
(平

均
値

の
生

デ
ー

タ
比

較
の

み
。

ｔ検
定

、
標

準
偏

差
無

し
。

) 

毎
年

4
年

生
児

童
へ

の
授

業
を

観
察

す
る

た
め

、
一

定
教

員
の

追
跡

調
査

で
は

な
く
、

毎
年

対
象

教
員

が
変

わ
る

。
(複

式
学

級
は

変
更

に
な

ら
な

い
場

合
が

あ
る

。
) 
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 ３
、
 

F
ID

新
規

教
員

養
成

課
程

2
年

生
学

力
指

導
力

テ
ス

ト
(プ

ロ
目

2-
1)

 

(1
) 

調
査

概
要

 

 
手

法
 

対
象

 
回

答
数

 
実

施
時

期
 

実
施

方
法

 
備

考
 

20
06

 
ペ

ー
パ

ー
テ

ス
ト
 

(1
～

6
年

学
習

内
容

) 

F
ID

新
規

教
員

養
成

課
程

2
年

生
(ラ

・エ
ス

ペ
ラ

ン
サ

校
) 

 

94
名

 
2

月
 

「算
数

指
導

法
講

座
」の

開
始

時
(事

前
)及

び
終

了
時

(事

後
)の

計
2

回
、

講
座

担
当

教
員

が
試

験
官

と
な

り
学

生
に

テ
ス

ト
を

実
施

。
問

題
及

び
解

答
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
か

ら
送

付
。

 

(同
年

は
終

了
時

テ
ス

ト
実

施
不

可
) 

 

20
07

 
ペ

ー
パ

ー
テ

ス
ト
 

(1
～

6
年

学
習

内
容

に
関

す
る

学
力

テ
ス

ト
及

び
指

導
力

テ
ス

ト
) 

F
ID

新
規

教
員

養
成

課
程

2
年

生
(テ

グ
シ

ガ
ル

パ
校

) 

 

開
始

時
：学

力
 1

3
名

 

指
導

力
13

名
 

終
了

時
：学

力
 1

3
名

 

指
導

力
12

名
 

開
：6

月
27

～
28

日
 

終
：8

月
13

～
14

日
 

「算
数

指
導

法
講

座
」の

開
始

時
及

び
終

了
時

の
計

2
回

、

講
座

担
当

教
員

が
試

験
官

と
な

り
学

生
に

テ
ス

ト
を

実
施

。

問
題

及
び

解
答

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
か

ら
送

付
。

 

 

20
08

 
ペ

ー
パ

ー
テ

ス
ト
 

(1
～

6
年

学
習

内
容

に
関

す
る

学
力

指

導
力

テ
ス

ト
) 

①
同

上
(テ

グ
シ

ガ
ル

パ
校

) 

②
同

上
(ラ

・エ
ス

ペ
ラ

ン
サ

校
)

①
開

：学
力

指
導

力
18

名
 

終
：学

力
指

導
力

10
名

 

②
終

：学
力

 
68

名
 

①
開

：2
月

22
日

 

終
：8

月
22

日
 

②
終

：9
月

5
日

 

「算
数

指
導

法
講

座
」の

開
始

時
及

び
終

了
時

の
計

2
回

、

講
座

担
当

教
員

が
試

験
官

と
な

り
学

生
に

テ
ス

ト
を

実
施

。

問
題

及
び

解
答

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
か

ら
送

付
。

テ
グ

シ
校

は

学
力

テ
ス

ト
と

指
導

力
テ

ス
ト
を

統
合

、
学

力
指

導
力

テ
ス

ト

と
し

て
実

施
、

ラ
・エ

ス
ペ

ラ
ン

サ
校

は
終

了
時

学
力

テ
ス

ト

の
み

実
施

。
 

 

(2
) 

デ
ー

タ
分

析
 

20
07

年
の

開
始

時
と

終
了

時
の

比
較

、
20

08
年

の
開

始
時

と
終

了
時

の
比

較
。

(平
均

値
の

生
デ

ー
タ

比
較

の
み

。
ｔ検

定
、

標
準

偏
差

無
し

。
) 

20
08

年
テ

グ
シ

校
の

テ
ス

ト
を

C
P

が
変

更
し

た
た

め
、

20
07

年
と

の
比

較
不

可
。

 

 
 

 

４
、
 

F
ID

新
規

教
員

養
成

課
程

2
年

生
教

育
実

習
授

業
観

察
(プ

ロ
目

2-
2)

 

(1
) 

調
査

概
要

 

 
手

法
 

対
象

 
観

察
数

 
実

施
時

期
 

実
施

方
法

 
備

考
 

20
06

 
 

 
 

 
 

 

20
07

 
C

P
、

専
門

家
に

よ
る

観
察

(授
業

観
察

用

紙
使

用
) 

2
年

生
ラ

・エ
ス

ペ
ラ

ン
サ

 

 

15
ク

ラ
ス

(3
校

) 
10

月
23

～
24

日
 

ラ
・エ

ス
ペ

ラ
ン

サ
市

内
教

育
実

習
校

に
お

い
て

、
1～

3
年

生
に

対
す

る
教

育
実

習
生

の
授

業
を

観
察

 

 

20
08

 
C

P
、

専
門

家
に

よ
る

観
察

(授
業

観
察

用

紙
使

用
) 

①
2

年
生

テ
グ

シ
ガ

ル
パ

 

②
2

年
生

ラ
・エ

ス
ペ

ラ
ン

サ
 

 

①
5

ク
ラ

ス
(1

校
) 

②
14

ク
ラ

ス
(3

校
) 

①
 

9
月

22
～

23
日

 

②
 

10
月

27
～

29
日

 

①
テ

グ
シ

近
郊

教
育

実
習

校
に

お
い

て
、

1～
3

年
生

に
対

す
る

教
育

実
習

生
の

授
業

を
観

察
 

②
ラ

・エ
ス

ペ
ラ

ン
サ

市
内

教
育

実
習

校
に

お
い

て
、

1～
3

年
生

に
対

す
る

教
育

実
習

生
の

授
業

を
観

察
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(2
) 

デ
ー

タ
分

析
 

20
07

年
と

20
08

年
の

比
較

。
(平

均
値

の
生

デ
ー

タ
比

較
の

み
。

ｔ検
定

、
標

準
偏

差
無

し
。

) 

毎
年

4
年

生
児

童
へ

の
授

業
を

観
察

す
る

た
め

、
一

定
教

員
の

追
跡

調
査

で
は

な
く
、

毎
年

対
象

教
員

が
変

わ
る

。
(複

式
学

級
で

は
昨

年
と

同
じ

教
員

が
見

受
け

ら
れ

た
。

) 

 

５
、
 

F
ID

・ノ
ル

マ
ル

校
数

学
教

員
研

修
時

テ
ス

ト
(開

始
時

・終
了

時
)(
成

果
2-

1)
 

(1
) 

調
査

概
要

 

 
手

法
 

対
象

 
参

加
者

数
 

実
施

時
期

 
実

施
方

法
 

備
考

 

20
06

 
 

 
 

 
 

 

20
07

 
ペ

ー
パ

ー
テ

ス
ト
 

(研
修

で
取

り
上

げ

た
内

容
に

関
す

る
学

力
及

び
指

導
力

) 

F
ID

・
ノ

ル
マ

ル
校

数
学

教
員

(算
数

指
導

法
講

座
担

当
教

員
) 

①
61

名
 

②
48

名
 

③
41

名
 

④
59

名
 

①
5

月
16

～
18

日
 

②
8

月
15

～
17

日
 

③
12

月
3～

5
日

 

④
08

年
2

月
27

～
29

日

研
修

の
開

始
時

及
び

終
了

時
の

計
2

回
、

C
P

が
試

験
官

と

な
り
参

加
教

員
に

テ
ス

ト
を

実
施

。
内

容
は

研
修

テ
ー

マ
に

よ
り
各

回
と

も
異

な
る

。
 

 

20
08

 
ペ

ー
パ

ー
テ

ス
ト
 

(研
修

で
取

り
上

げ

た
内

容
に

関
す

る
学

力
及

び
指

導
力

) 

F
ID

・
ノ

ル
マ

ル
校

数
学

教
員

(算
数

指
導

法
講

座
担

当
教

員
) 

①
56

名
 

②
48

名
 

①
5

月
21

～
23

日
 

②
8

月
27

～
29

日
 

研
修

の
開

始
時

及
び

終
了

時
の

計
2

回
、

C
P

が
試

験
官

と

な
り
参

加
教

員
に

テ
ス

ト
を

実
施

。
内

容
は

研
修

テ
ー

マ
に

よ
り
各

回
と

も
異

な
る

。
 

 

(2
) 

デ
ー

タ
分

析
 

研
修

各
回

に
つ

き
、

開
始

時
と

終
了

時
の

結
果

を
比

較
。

(平
均

値
の

生
デ

ー
タ

比
較

の
み

。
ｔ検

定
、

標
準

偏
差

無
し

。
) 

研
修

ご
と

の
テ

ー
マ

が
異

な
る

た
め

、
時

系
列

の
変

化
分

析
は

困
難

。
 

研
修

参
加

教
員

の
自

己
評

価
を

20
08

年
8

月
研

修
時

に
別

途
実

施
。

 

 ６
、
 

F
ID

・ノ
ル

マ
ル

校
数

学
教

員
授

業
観

察
(成

果
2-

2)
 

(1
) 

調
査

概
要

 

 
手

法
 

対
象

 
観

察
数

 
実

施
時

期
 

実
施

方
法

 
備

考
 

20
06

 
 

 
 

 
 

 

20
07

 
C

P
、

専
門

家
に

よ
る

観
察

(授
業

観
察

用
紙

使
用

)

①
F
ID

テ
グ

シ
校

算
数

指
導

講
座

担
当

教
員

 

②
F
ID

ダ
ン

リ
校

算
数

指
導

法
講

座
担

当
教

員
 

③
F
ID

ラ
・エ

ス
ペ

ラ
ン

サ
校

算
数

指
導

法
講

座
担

当
教

員
 

①
1

ク
ラ

ス
(1

名
) 

②
2

ク
ラ

ス
(2

名
) 

③
2

ク
ラ

ス
(2

名
) 

①
 

7
月

2
日

 

②
 

7
月

11
日

 

③
 

7
月

4
日

 

F
ID

過
程

2
年

生
に

対
す

る
算

数
指

導
法

講
座

の
授

業
を

観
察

。
授

業
開

始
時

及
び

終
了

時
の

2
回

観
察

を
計

画
し

て
い

た
が

、
1

回
の

み
実

施
。

 

 

20
08

 
C

P
、

専
門

家
に

よ
る

観
察

(授
業

観
察

用
紙

使
用

)

①
F
ID

テ
グ

シ
校

算
数

指
導

講
座

担
当

教
員

 

②
F
ID

ダ
ン

リ
校

算
数

指
導

法
講

座
担

当
教

員
 

①
1

ク
ラ

ス
(1

名
) 

②
1

ク
ラ

ス
(１

名
) 

③
2

ク
ラ

ス
(2

名
) 

④
28

ク
ラ

ス
(2

8
名

) 

①
 

4
月

4
日

 

②
 

4
月

28
日

 

③
 

4
月

22
～

23
日

 

④
 

4～
5

月
 

F
ID

過
程

2
年

生
に

対
す

る
算

数
指

導
法

講
座

の
授

業
を

観
察

。
授

業
開

始
時

及
び

終
了

時
の

2
回

観
察

を
計

画
し

て
い

た
が

、
1

回
の

み
実

施
。

 

④
は

①
～

③
以

外
の

研
修

参
加

数
学

教
員

に
よ

る
授

業
を
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③
F
ID

ラ
・エ

ス
ペ

ラ
ン

サ
校

算
数

指
導

法
講

座
担

当
教

員
 

④
そ

の
他

F
ID

・
ノ

ル
マ

ル
校

数

学
教

員
 

観
察

。
年

1
回

実
施

。
 

(2
) 

デ
ー

タ
分

析
 

算
数

指
導

法
講

座
担

当
教

員
に

つ
い

て
は

、
個

人
内

評
価

で
時

系
列

分
析

を
狙

う
。

(平
均

値
の

生
デ

ー
タ

比
較

の
み

。
ｔ検

定
、

標
準

偏
差

無
し

。
) 

し
か

し
、

担
当

者
変

更
の

場
合

は
全

体
の

傾
向

を
年

単
位

で
比

較
し

、
傾

向
を

見
る

。
 

 ７
、
 

F
ID

(ノ
ル

マ
ル

校
)算

数
指

導
法

講
座

指
導

計
画

作
成

(成
果

2-
3)

 

(1
) 

作
業

概
要

 

 
手

法
 

対
象

 
実

施
時

期
 

実
施

方
法

 
備

考
 

20
06

 
 

 
 

 
 

20
07

 
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
 

教
室

で
試

用
(F

ID
) 

F
ID

・
ノ

ル
マ

ル
校

数
学

教
員

(算
数

指
導

法
講

座
担

当
教

員
) 

①
5

月
16

～
18

日
 

②
8

月
15

～
17

日
 

③
12

月
3～

5
日

 

④
08

年
2

月
27

～
29

日

研
修

中
に

時
間

を
確

保
し

、
参

加
教

員
で

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

実
施

。
F
ID

担
当

教
員

、
ノ

ル

マ
ル

校
担

当
教

員
に

分
か

れ
各

課
程

の
指

導
計

画
案

を
作

成
。

「算
数

指
導

法
講

座
」に

加

え
、

「数
学

Ⅰ
」の

指
導

計
画

案
も

作
成

。
 

 

20
08

 
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
 

教
室

で
試

用
(ノ

ル

マ
ル

校
) 

F
ID

・
ノ

ル
マ

ル
校

数
学

教
員

(算
数

指
導

法
講

座
担

当
教

員
) 

①
5

月
21

～
23

日
 

②
8

月
27

～
29

日
 

研
修

中
に

時
間

を
確

保
し

、
参

加
教

員
で

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

実
施

。
F
ID

担
当

教
員

、
ノ

ル

マ
ル

校
担

当
教

員
に

分
か

れ
各

課
程

の
指

導
計

画
案

を
作

成
。

 

本
邦

・ボ
リ
ビ

ア
研

修
参

加
者

に
よ

り
全

体
を

総
合

的
に

点
検

し
重

複
や

落
ち

の
確

認
、

時
間

配
分

と
内

容
の

具
体

化
を

図
る

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
(1

2
月

)。
 

 

 ８
、
 

現
職

教
員

研
修

国
レ

ベ
ル

講
師

研
修

時
テ

ス
ト
(事

前
・事

後
)(
成

果
3)

 

(1
) 

調
査

概
要

 

 
手

法
 

対
象

 
参

加
者

数
 

実
施

時
期

 
実

施
方

法
 

備
考

 

20
06

 
ペ

ー
パ

ー
テ

ス
ト
 

(研
修

で
取

り
上

げ
た

内
容

に

関
す

る
学

力
及

び
指

導
力

) 

現
職

教
員

研
修

国
レ

ベ
ル

講
師

 

60
名

 
5

月
17

～
19

日
 

 

研
修

の
開

始
時

及
び

終
了

時
の

計
2

回
、

C
P

が
試

験
官

と

な
り
参

加
教

員
に

テ
ス

ト
を

実
施

。
内

容
は

研
修

テ
ー

マ
に

よ
り
各

回
と

も
異

な
る

。
 

 

20
07

 
ペ

ー
パ

ー
テ

ス
ト
 

(研
修

で
取

り
上

げ
た

内
容

に

関
す

る
学

力
及

び
指

導
力

) 

現
職

教
員

研
修

国
レ

ベ
ル

講
師

 

①
62

名
 

②
59

名
 

③
56

名
 

④
53

名
 

①
6

月
4～

6
日

 

②
6

月
6～

8
日

 

③
11

月
19

～
21

日
 

④
11

年
11

月
21

～
23

日
 

研
修

の
開

始
時

及
び

終
了

時
の

計
2

回
、

C
P

が
試

験
官

と

な
り
参

加
教

員
に

テ
ス

ト
を

実
施

。
内

容
は

研
修

テ
ー

マ
に

よ
り
各

回
と

も
異

な
る

。
 

 

20
08

 
ペ

ー
パ

ー
テ

ス
ト
 

(研
修

で
取

り
上

げ
た

内
容

に

関
す

る
学

力
及

び
指

導
力

) 

現
職

教
員

研
修

国
レ

ベ
ル

講
師

 

14
50

名
 

 

5～
8

月
 

研
修

の
開

始
時

及
び

終
了

時
の

計
2

回
、

C
P

が
試

験
官

と

な
り
参

加
教

員
に

テ
ス

ト
を

実
施

。
内

容
は

研
修

テ
ー

マ
に

よ
り
各

回
と

も
異

な
る

。
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(2
) 

デ
ー

タ
分

析
 

研
修

各
回

に
つ

き
、

開
始

時
と

終
了

時
の

結
果

を
比

較
。

(平
均

値
の

生
デ

ー
タ

比
較

の
み

。
ｔ検

定
、

標
準

偏
差

無
し

。
) 

研
修

ご
と

の
テ

ー
マ

が
異

な
る

た
め

、
時

系
列

の
変

化
分

析
は

困
難

。
 

 ９
、
 

意
識

調
査

(成
果

4)
 

(1
) 

調
査

概
要

 

 
手

法
 

対
象

 
回

答
数

 
実

施
時

期
 

実
施

方
法

 
備

考
 

20
06

 
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
 

ラ
パ

ス
県

現
職

教
員

 
66

3 
10

月
 

市
町

村
研

修
時

に
各

市
町

村
講

師
が

参
加

者
に

回
答

依
頼

 

 

20
07

 
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
 

①
全

国
現

職
教

員
 

②
テ

グ
シ

ガ
ル

パ
市

第
5

学
区

現
職

教
員

 

③
全

国
児

童
(4

年
生

中
心

) 

④
テ

グ
シ

ガ
ル

パ
市

第
5

学
区

児
童

(4
年

生
中

心
) 

①
24

8(
8

県
) 

②
15

0 

③
36

1(
9

県
) 

④
44

4 

①
10

～
11

月
 

②
7～

8
月

 

③
10

～
11

月
 

④
9

月
 

①
各

県
研

修
講

師
が

県
研

修
参

加
者

に
回

答
依

頼
 

②
地

区
指

導
主

事
が

地
区

研
修

参
加

者
に

回
答

依
頼

 

③
各

県
研

修
講

師
が

県
研

修
参

加
者

に
所

属
校

で
の

実
施

を
依

頼
し

研
修

終
了

時
に

回
収

 

②
地

区
指

導
主

事
が

地
区

研
修

参
加

者
に

回
答

依
頼

 

 

20
08

 
ア

ン
ケ

ー
ト
調

査
 

①
全

国
現

職
教

員
 

②
テ

グ
シ

ガ
ル

パ
市

第
5

学
区

現
職

教
員

 

③
全

国
児

童
(4

年
生

中
心

) 

④
テ

グ
シ

ガ
ル

パ
市

第
5

学
区

児
童

(4
年

生
中

心
) 

⑤
ラ

パ
ス

県
現

職
教

員
 

①
56

1(
15

県
) 

②
11

5 

③
64

6(
15

県
) 

④
42

0 

⑤
35

(2
地

区
) 

①
6

月
～

7
月

 

②
8

月
 

③
7

月
 

④
9

月
 

⑤
7

月
 

①
C

P
が

国
研

修
参

加
者

に
回

答
依

頼
 

②
地

区
指

導
主

事
が

地
区

研
修

参
加

者
に

回
答

依
頼

 

③
C

P
が

国
研

修
参

加
者

に
所

属
校

で
の

実
施

を
依

頼

し
研

修
終

了
時

に
回

収
 

④
C

P
が

授
業

観
察

時
に

同
校

で
実

施
 

⑤
IN

IC
E

担
当

者
が

地
区

研
修

参
加

者
に

回
答

依
頼

 

 

(2
) 

デ
ー

タ
分

析
 

20
07

年
と

20
08

年
の

教
員

及
び

児
童

各
数

値
の

比
較

。
(平

均
値

の
生

デ
ー

タ
比

較
の

み
。

ｔ検
定

、
標

準
偏

差
無

し
。

) 

20
08

年
ラ

パ
ス

県
現

職
教

員
デ

ー
タ

は
、

予
定

し
て

い
た

研
修

が
実

施
さ

れ
ず

全
県

レ
ベ

ル
の

回
答

が
得

ら
れ

な
か

っ
た

た
め

、
20

06
年

と
の

比
較

は
実

施
せ

ず
。
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付属資料１５　広域各国個別技術支援実績

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

西方憲広 チーフアドバイザー ドミニカ共和国 2006年2月26日～3月3日 (6)

2006年5月6日～9日 (4)

2006年5月6日～10日 (5)

阿部しおり/カウ
ンターパート

算数教育 エルサルバドル 2006年7月18日～22日 (5)

西方憲広 チーフアドバイザー ニカラグア 2006年9月5日～7日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2006年9月12日～14日 (3)

関谷武司 教育評価 グアテマラ 2006年9月18日～22日 (5)

阿部しおり 算数教育 ニカラグア 2006年9月21日～27日 (7)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2006年9月25日～28日 (4)

阿部しおり 算数教育 エルサルバドル 2006年10月1日～2日 (2)

阿部しおり 算数教育 ニカラグア 2006年10月3日～4日 (2)

西方憲広 チーフアドバイザー ニカラグア 2006年10月8日～12日 (5)

阿部しおり 算数教育 ニカラグア 2006年10月8日～12日 (5)

阿部しおり 算数教育 エルサルバドル 2006年10月12日～14日 (3)

山本良和 授業改善 エルサルバドル 2006年10月13日～20日 (8)

関谷武司 教育評価 エルサルバドル 2006年10月13日～21日 (9)

阿部しおり 算数教育 ニカラグア 2006年10月17日～19日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー ニカラグア 2006年10月23日～25日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー グアテマラ 2006年11月7日～9日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー ニカラグア 2006年11月12日～14日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー ドミニカ共和国 2006年11月22日～25日 (4)

阿部しおり 算数教育 グアテマラ 2006年11月27日～30日 (4)

西方憲広 チーフアドバイザー ニカラグア 2006年12月4日～7日 (4)

阿部しおり 算数教育 ニカラグア 2007年1月3日～6日 (4)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2007年1月9日～12日 (4)

阿部しおり 算数教育 ニカラグア 2007年1月14日～18日 (5)

西方憲広 チーフアドバイザー グアテマラ 2007年1月21日～26日 (6)

阿部しおり 算数教育 ニカラグア 2007年1月28日～2月2日 (6)

西方憲広 チーフアドバイザー ドミニカ共和国 2007年1月29日～2月1日 (4)

阿部しおり 算数教育 エルサルバドル 2007年2月14日～17日 (4)

阿部しおり 算数教育 ドミニカ共和国 2007年3月5日～8日 (4)

阿部しおり 算数教育 エルサルバドル 2007年3月12日～16日 (5)

阿部しおり 算数教育 ニカラグア 2007年3月19日～22日 (4)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2007年3月26日～28日 (3)

丹原一広 副総括 エルサルバドル 2007年3月26日～28日 (3)

阿部しおり 算数教育 エルサルバドル 2007年4月10日～14日 (5)

丹原一広 副総括／業務調整 グアテマラ 2007年5月16日～18日 (3)

阿部しおり 算数教育 エルサルバドル 2007年5月14日～18日 (5)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2007年5月21日～23日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー ドミニカ共和国 2007年5月28日～6月2日 (6)

丹原一広 副総括業務調整 ドミニカ共和国 2007年5月28日～6月2日 (6)

丹原一広 副総括業務調整 ニカラグア 2007年6月4日～7日 (4)

阿部しおり 算数教育 ニカラグア 2007年6月4日～7日 (4)

阿部しおり 算数教育 エルサルバドル 2007年6月13日～16日 (4)

阿部しおり 算数教育 ドミニカ共和国 2007年6月24日～28日 (5)

阿部しおり 算数教育 ニカラグア 2007年7月10日～13日 (4)

阿部しおり 算数教育 エルサルバドル 2007年7月18日～21日 (4)

西方憲広 チーフアドバイザー グアテマラ 2007年7月26日～8月1日 (6)

阿部しおり 算数教育 ニカラグア 2007年8月5日～8日 (4)

阿部しおり 算数教育 エルサルバドル 2007年8月14日～18日 (5)

西方憲広 チーフアドバイザー ドミニカ共和国 2007年8月27日～31日 (5)

丹原一広 副総括業務調整 ニカラグア 2007年9月2日～5日 (4)

阿部しおり 算数教育 ニカラグア 2007年9月2日～5日 (4)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2007年9月26日～29日 (4)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2007年10月15日～20日 (6)

西方憲広 チーフアドバイザー ニカラグア 2007年10月29日～31日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2007年10月31日～11月2日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー ドミニカ共和国 2007年11月6日～10日 (5)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2007年11月27日 (1)

西方憲広 チーフアドバイザー ニカラグア 2007年12月4日～7日 (4)

西方憲広 チーフアドバイザー グアテマラ 2007年12月11日～14日 (4)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2007年12月14日～19日 (6)

阿部しおり 算数教育 ドミニカ共和国 2007年12月17日～19日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー ニカラグア 2008年1月13日～15日 (3)

近藤恵里子 研修員 ニカラグア 2008年1月13日～24日 (12)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2008年1月15日～18日 (4)

西方憲広 チーフアドバイザー ニカラグア 2008年1月21日～25日 (5)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2008年1月24日～26日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー ニカラグア 2008年2月4日～6日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2008年2月6日～10日 (5)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2008年2月18日～20日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2008年3月6日～9日 (4)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2008年4月9日～13日 (5)

山本良和 授業改善 グアテマラ 2008年5月6日～9日 (4)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2008年5月13日～16日 (4)

丹原一広 副総括／業務調整 グアテマラ 2008年5月16日 (1)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2008年5月18日～23日 (6)

西方憲広 チーフアドバイザー グアテマラ 2008年5月21日～23日 (3)

西方憲広 チーフアドバイザー ドミニカ共和国 2008年5月25日～29日 (5)

中島基恵 研修員 ドミニカ共和国 2008年5月25日～29日 (5)

丹原一広 副総括業務調整 ニカラグア 2008年5月28日～6月4日 (8)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2008年6月9日～13日 (5)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2008年7月2日～5日 (4)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2008年8月25日～29日 (5)

西方憲広 チーフアドバイザー エルサルバドル 2008年9月8日～12日 (5)

西方憲広 チーフアドバイザー ドミニカ共和国 2008年9月14日～19日 (6)

丹原一広 副総括業務調整 エルサルバドル 2008年9月25日～28日 (4)

専門家/カウン
ターパート

ホンジュラスにて実施(ニカラグア～9日、ド
ミニカ共和国～10日)

2006年 2007年
期間（日数）

2008年
氏名 指導科目 派遣国
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1 自然数 30 角
2 小数 31 角の作図
3 分数 32 垂直・平行
4 自然数の足し算 33 垂直・平行の作図
5 自然数の引き算 34 四角形
6 自然数の掛け算 35 四角形の作図
7 自然数の割り算 36 三角形
8 小数の足し算 37 三角形の作図
9 小数の引き算 38 多角形

10 小数の掛け算 39 多角形の作図
11 小数の割り算 40 円と円周
12 分数の足し算 41 立体図形
13 分数の引き算 42 立体図形の展開図
14 分数の掛け算 43 対称図形
15 分数の割り算 30 角

16
計算のきまり（混合算、交換・結合・分配
法則等）

31 角の作図

17 倍数・約数 32 垂直・平行
18 概数 33 垂直・平行の作図
1 自然数 34 四角形
2 小数 35 四角形の作図
3 分数 36 三角形
4 自然数の足し算 37 三角形の作図
5 自然数の引き算 38 多角形
6 自然数の掛け算 39 多角形の作図
7 自然数の割り算 40 円と円周
8 小数の足し算 41 立体図形
9 小数の引き算 42 立体図形の展開図

10 小数の掛け算 43 対称図形
11 小数の割り算 44 表
12 分数の足し算 45 グラフ（絵・棒・折れ線グラフ）
13 分数の引き算 46 割合・比
14 分数の掛け算 47 グラフ（円・帯グラフ）
15 分数の割り算 48 平均

16
計算のきまり（混合算、交換・結合・分配
法則等）

49 場合の数

17 倍数・約数 50 比例
18 概数 51 反比例
19 長さ 44 表
20 重さ 45 グラフ（絵・棒・折れ線グラフ）
21 かさ 46 割合・比
22 時間・時刻 47 グラフ（円・帯グラフ）
23 面積（正・長方形） 48 平均
24 面積（三角形） 49 場合の数
25 面積（平行四辺形、台形、ひし形） 50 比例
26 面積（その他の多角形、複合図形） 51 反比例
27 面積（円）
28 体積（四角柱）
29 体積（その他の角柱、円柱）
19 長さ
20 重さ
21 かさ
22 時間・時刻
23 面積（正・長方形）
24 面積（三角形）
25 面積（平行四辺形、台形、ひし形）
26 面積（その他の多角形、複合図形）
27 面積（円）
28 体積（四角柱）
29 体積（その他の角柱、円柱）

付属資料１６　コアグループメンバー能力評価項目

算数・数学学力

数
と
計
算
（
理
解
）

図
形
（
理
解
）

図
形
（
説
明
）

数
量
関
係
（
理
解
）

数
量
関
係
（
説

明
）

数
と
計
算
（
説
明
）

量
と
測
定
（
理
解
）

量
と
測
定
（
説
明
）
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1

2

3

4

5

1

2

3

4

5

1

2

3

4

5

1

2

3

4

5

6

1

2

3

4

5

6

1

2

3

4

5

6

1

2

3

4

5

④：話し合いの場では建設的な意見を言う

⑤：責任のある行動をする（締め切りを守る、時間を守る等）

興味：関心・態度

①：他の意見を聞く

②：積極的に活動する

③：よくわからないところは他に聞く

研修能力3
「実習形式
の研修（授
業）ができ

る」

①：本時の授業目標を設定できる。

②：児童の主要学習活動、主要発問を設定できる。

③：①と②を網羅した授業案を作成できる。

④：①のポイントを押さえて児童に思考を促すような発問、手立てを講じることができる。

⑤：児童が能動的に学習できるような授業実践ができる。

⑥：授業中、児童の反応（実態）に応じて柔軟に授業内容を組み替えることができる。

研修能力2
「演習形式
（問題解決
型）の研修
ができる」

①：問題解決型に適したテーマを指摘し、適切な目標設定ができる。

②：①に対する適切な手立て（発問、作業シート等）を考えることができる。

③：①と②を網羅した研修マニュアルを作成できる。

④：①のポイントを押さえて参加者に思考を促すような発問ができる。

⑤：参加者の考えを重視した話し合いをファシリテートできる。

⑥：参加者の疑問に的確に対応できる。

⑤：授業の留意点が書ける。

研修実施能力

研修能力1
「講義形式
の研修がで

きる」

①：研修テーマのポイントを指摘し、適切な目標設定ができる。

②：①のポイントに沿った演習問題を定めることができる。

③：①と②を網羅した研修マニュアルを作成できる。

④：①のポイントを押さえて的確な説明ができる。

⑤：問題演習と参加者の実態に合わせた答え合わせができる。

⑥：参加者の疑問に的確に対応できる。

⑤：単元学習計画を作成できる。

①：本時の授業目標を設定できる。

②：教科書（作業帳）に沿って児童の主要学習活動を設定できる。

④：教科書（作業帳）に沿って予想される児童の反応を記載できる。

教
材
開
発
能
力
1

「
系
統
表
分
析
が

で
き
る
」

教
材
開
発
能
力
2

「
単
元
指
導
計
画

を
作
成
で
き
る
」

教材開発能力

①：自国カリキュラムに掲載された学習内容を理解する。

②：自国カリキュラムの学年、領域学習内容の系統性を理解する。

③：カリキュラムに沿って各学年対応のホンジュラス版教材との学習内容対応を確認する。

④：学年、領域学習内容の系統性の過不足を指摘できる。

教
材
開
発
能
力
3

「
本
時
授
業
案
を

作
成
で
き
る
」

③：教科書（作業帳）に沿って教師の主要発問を設定できる。

⑤：同過不足に対する対応策を考える。

①：年間指導計画を作成できる。

②：カリキュラムに沿って適切な単元目標が設定できる。

③：前後の学年の該当学習内容との対応表が書ける。

④：小単元に対応する学習のポイントを詳述できる。
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付属資料１７ 

中米カリブ広域算数教育協力 提言と教訓 

 

１．広域算数教育協力の実績および評価結果の分析（概観） 

中米カリブ広域算数教育協力の利点と問題点に関して、各国プロジェクト中間／終了時評価報告書の

分析に基づき、①人材面、②物質面、③技術面、④情報面、⑤時間面の観点から概観した。 

ホンジュラスPROMETAM長期専門家による各国コアグループメンバーに対する巡回指導や広域研修

による技術指導を核とする「リソース共有型」の広域協力は、共通の課題を持つ複数国に対して日本が

比較優位を持つ技術を用いて支援を行うことが出来るという点で、妥当な計画であり、かつ、最小限の

投入で活動を進めることができるという点で効率性が高いと言える。また、同種の活動を行う域内各国

コアグループメンバー間での経験共有が図られたことは、各国メンバーの能力向上、意欲向上等の面で

効果があった。 

他方、複数国で同時に協力を開始するために、各国での案件形成および事前評価に十分な時間をかけ

られなかったため、各国プロジェクトの成果達成に必要となる技術支援の量や期間、また各国カリキュ

ラムやドナー支援の状況などプロジェクト実施環境等について、プロジェクト開始前に十分精査するこ

とが困難であった。このため、PROMETAM 長期専門家による技術指導が計画以上に必要となり、特に

各国での教材開発期間においては、PROMETAM 長期専門家への負担が相当量に上った。また、各国プ

ロジェクトは、ホンジュラス PROMETAM フェーズ 1 で開発された教師用指導書および児童用作業帳を

活用することを念頭に計画されたが、ホンジュラスとのカリキュラムや教育事情の違いや（ニカラグア、

エルサルバドル）、教科書制度の違い（ドミニカ共和国）等から、教材の現地適用化には相当程度の作

業、関係者との協議・調整が必要であった。 

将来的な広域算数教育ネットワークの発展については、各国政府およびコアグループメンバーの努力

によるところが大きいが、現時点では各国コアグループメンバーが主体的にこのネットワークを維持、

発展させていくには至っておらず、自立発展性については現時点では判断できない。 

各国評価報告書の分析結果については別表に取りまとめた。 

 

２．提言 

1) 広域協力対象５カ国による経験共有の継続と強化 

広域協力対象 5 カ国においては、今後、開発された教材の普及を進めていくこととなるが、普及の前

提となる教員養成制度や現職教員研修のあり方は、各国で異なる面もある。今後活動を進めていく上で

経験の差異が生じてくることが予想されるため、それぞれ異なる経験の共有を今後も継続、強化してい

くことが重要である。このような経験共有を通じて、域内ネットワークの維持発展を図ることが重要で

ある。 

 

2) 他の中南米諸国を対象にした広範な知見共有の実現 

広域算数教育協力対象国以外の中南米諸国においても、教育分野では知見、経験の蓄積がなされてい

る。ホンジュラス中間評価では、他国の経験から学ぶことの有用性が確認されていることから、今後も

積極的に中南米諸国との技術交流事業や広域研修などを行い、これら各国間での知見の共有を図ること

が望ましい。 
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３．教訓 

1) 比較優位性を生かした長期的・戦略的な協力の実施 

1989 年の JOCV 派遣以降、日本はホンジュラスに対して算数教育分野への協力を継続的に実施してき

た。PROMETAM フェーズ 1 ではその成果ともいうべき児童用作業帳と教師用指導書が作成され、フェ

ーズ 2 では同国内での教材普及に加え、近隣諸国に対して同国での経験に根ざした協力を展開するに至

った。そして、現在中米カリブ地域の多くの国では「日本の教育協力＝算数教育協力」というイメージ

が定着し、他ドナーも同様の認識を共有するに至っている。 

このように日本が自国の比較優位を生かし、長期にわたって戦略的な協力を実施してきたことは、域

内各国に無形のインパクトを与え、日本の技術協力のプレゼンスを高めることに大きく貢献している。

そして、それゆえに各国において効果的・効率的な教育協力が可能になっており、算数教育の枠を超え

て各国内および域内の教育開発に大きく貢献している。 

なお、今後は各国の現状と特性をより考慮した形で協力対象国の教育協力戦略を策定すること、その

上で中米カリブ地域（ひいては中南米地域）の教育協力を一層戦略的に実施することが求められよう。

このような教育協力の戦略化においても、今回の広域協力の経験は実に多くの知見を提供してくれるも

のと思われ、そのためには引き続き広域協力の経験を正確かつ詳細に記録するとともに、終了時に事例

として多角的な分析を加えることが必要になる。 

 

2) リソース共有型の広域協力の限界を想定したプロジェクト形成 

中米カリブ広域算数教育協力は、ホンジュラスに拠点を置き、広域各国で実施する技術協力プロジェ

クトに対する技術支援をホンジュラス派遣長期専門家が行う設計となっている。当初は、各国でのプロ

ジェクト活動は、ホンジュラス派遣長期専門家による技術支援を受けたコアグループメンバーが行うこ

ととなっていたが、コアグループメンバーの算数教育に関するキャパシティに予想以上のばらつきがあ

り、各国独自で教師用指導書および児童用作業帳を開発していくことは困難であることが判明したため、

プロジェクト開始後、順次各国にも長期専門家を配置することとなった。リソース共有型広域協力は、

効率性の面で利点があるものの、広域拠点国からの支援のみで実施できる活動には限界があることを十

分認識し、各国での活動量、必要な技術支援の内容、レベル等を勘案した上で、プロジェクトの計画を

策定する必要がある。 

 

3) 必要なコンポーネントをすべて内包したプロジェクト設計 

教師用指導書および児童用作業帳を開発する最終目的は教育現場でこれらが活用され、教室レベルで

の教授－学習過程にインパクトをもたらすことである。従って、たとえプロジェクト活動初期の活動の

焦点が教材開発であっても、最終的には教育現場へ普及されるための仕組みづくりまでも包含したプロ

ジェクト設計がなされる必要がある。その点で、ホンジュラスについてはフェーズ II で普及の仕組みを

取り入れたが、今後広域各国においても開発された教材の普及についてどのように取り組むのかが協力

の焦点になる。具体的には、関係者間で、①教材印刷・配布、②現職教員研修、③新規教員養成という

３つの協力可能性について「協力するか否か（協力の可否）」「いつまで（期間）」「どこまで（範囲／程

度）」「誰を対象に（対象）」「誰と（カウンターパート）」「何を（内容）」実施すべきかについて戦略的

な検討が必要である。 
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4) プロジェクトを取り巻く環境の変化に対する柔軟かつ迅速な対応 

プロジェクト開始段階から現在まで、教育法、カリキュラム、教員養成制度、現職教員研修制度など

様々な教育制度の改編が行われており、そのいずれもが最終的な決着をみていない。これらの改編の多

くはプロジェクトの活動に直接的な影響を及ぼしており、一部活動の見直しを余儀なくされている。加

えて、プロジェクトの自立発展性にも影を落としている。 

教育法規・制度はプロジェクトの土台となるため、協力開始の際にはそれらの内容と現状および改

革・改編の可能性などを把握し、十分相手国に確認した上で案件形成を行うことが重要である。また、

改革・改編の可能性を考慮し、可能な限り複数の協力シナリオを用意することが望ましい。さらに、協

力開始後に改革・改編が実施された場合、その状況を随時フォローし、関係者と協議の上、柔軟かつ迅

速な対応を行うことが肝要である。 

 

5) 日本側関係者による情報共有の促進と協力対象国内外での広報の重要性 

 プロジェクトの C/P のみならず、日本側関係者間でも、広域各国におけるプロジェクトの進捗、課題

等に関する情報共有を促進することが必要である。また、プロジェクトの成果を広く知らしめるために

も協力対象国内外での広報を戦略的に行うことが必要である。 

 

6) 広域協力対象国間の経験共有の有用性 

広域協力の目的の一つとして、各国間の情報共有および技術交流の促進があるが、これまで各国とも

国内活動を優先せざるを得ない状況が続き、算数教育や教材開発に関する知見や経験の共有以外につい

ては、域内交流が限定的なものにとどまっている。今後、教材印刷・配布のメカニズム、効果的・効率

的な教員研修、授業観察を中心とするモニタリング、児童の学力評価などに関する情報や経験の共有が

いっそう有用になると思われる。域内および各国の自立的な教育開発を支援する上で、このような域内

交流が重要となることから、広域本体を中心にいっそうの活性化が望まれる。 

 

以上 

 

別添 「中米カリブ広域算数教育協力の利点と難点 －各国プロジェクト中間／終了時評価報告書の分

析に基づいて－」
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下
表
は
、
そ
の
結
果
を
①
人
材
面
、

②
物
質
面
、
③
技
術
面
、
④
情
報
面
、
⑤
時
間
面
の

5
つ
の
観
点
か
ら
取
り
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
。

 
 国 名

 
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
 

（
中

間
）

 
エ

ル
サ

ル
バ

ド
ル

 
（

中
間

／
終

了
時

）
 

ニ
カ

ラ
グ

ア
 

（
中

間
）

 
グ

ア
テ

マ
ラ

 
（

中
間

／
終

了
時

）
 

ド
ミ

ニ
カ

共
和

国
 

（
中

間
）

 

 
基
礎
教
育
強
化
 

基
礎
教
育
の
強
化
と
質
の
向
上
 

基
礎
教
育
支
援
 

基
礎
教
育
強
化
 

基
礎
教
育
改
善
 

 
算
数
指
導
力
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
ﾌ
ｪ
ｰｽ
ﾞ
II
）
 

初
等
教
育
算
数
指
導
力
向
上
 

初
等
教
育
算
数
指
導
力
向
上
 

算
数
指
導
力
向
上
 

算
数
指
導
力
向
上
 

 
P
R
OM

ET
AM

 I
I
 

C
O
MP

RE
ND

O-
JI

CA
 

P
R
OM

EC
EM

 
G
U
AT

EM
AT

IC
A
 

P
R
OM

AS
AN

 

期 間
 

0
6
.0

4.
01

.-
11

.0
3.

31
 
（
5
年
間
）
 

0
6
.0

4.
01

.-
09

.0
3.

31
 

0
6
.0

4.
01

.-
11

.0
3.

31
 
 

0
6
.0

4.
01

.-
09

.0
3.

31
 
 

0
5
.0

5.
10

-1
0.

05
.0

9 
 

上 位 目 標
 

１
～
６
学
年
児
童
の
算
数
科
学
力
が
向
上
す
る
。
 

対
象

国
に

お
け

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

対
象

教
員

の
算

数
指

導
力

が
向

上

す
る
。
 

初
等

教
育

の
算

数
指

導
力

が
向

上

す
る
。
 

全
国

8
教
員
養
成
校
の
学
生
の
算

数
指
導
力
が
向
上
す
る
。
 

初
等

教
育

の
算

数
指

導
力

が
向

上

す
る
。
 

プ ロ 目
 

１
～

６
学

年
児

童
の

算
数

科
学

力
が

向
上

す
る
。
 

対
象

国
に

お
け

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
対

象
教

員
の

算
数

指
導

力
が

向
上
す
る
。
 

（
エ

ル
サ

ル
バ

ド
ル

の
カ

リ
キ

ュ

ラ
ム
及
び
学
校
現
場
に
即
し
た
）
初

等
教

育
に

お
け

る
算

数
教

材
が

作

成
さ
れ
る
。
 

パ
イ

ロ
ッ

ト
地

域
の

教
員

養
成

校

の
学

生
の

算
数

指
導

力
が

向
上

す

る
。
 

初
等
教
育

1
-6

年
生
算
数
科
の
教

師
用

指
導

書
な

ら
び

に
児

童
用

作

業
帳
が
完
成
す
る
。
 

初
等
教
育

1
-
4

年
生
の
教
師
用
指

導
書

及
び

児
童

用
作

業
帳

が
改

編

さ
れ
作
成
さ
れ
る
。
 

成 果 ①
 

①
１

～
６

年
生

算
数

指
導
書
、
作
業
帳
が
改

訂
さ
れ
る
。
 

①
コ

ア
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
が

P
R
OM
ET
AM

で
開
発
さ
れ
た

教
材

を
元

に
各

国
で

教
師

用
指

導

書
、

作
業

帳
を

開
発

・
改

訂
す

る
た

め
に

必
要

な
能

力
を

習
得

す
る
。
 

①
1
3
名
の
コ
ア
グ
ル
ー
プ
（
G
13
）

の
算

数
教

育
に

関
す

る
能

力
が

強

化
さ
れ
る
。
 

①
1
～
6

年
生
の
教
師
用
指
導
書
、

児
童
用
教
科
書
が
開
発
さ
れ
る
。
 

①
コ

ア
グ

ル
ー

プ
の

算
数

教
育

に

関
す
る
能
力
が
強
化
さ
れ
る
。
 

①
算
数
教
育
（
教
材
作
成
、
研
修
、

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
等
）
に
か
か
る
コ
ア

グ
ル
ー
プ
の
能
力
が
強
化
さ
れ
る
。
 

成 果 ②
 

②
（
新
規
教
員
養
成
）

ノ
ル

マ
ル

校
教

員
、

F
I
D
教
官
の
算
数
指
導

力
向
上
 

②
コ

ア
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
が

各
国

で
現

職
教

員
研

修
/
新

規

教
員

養
成

を
実

施
す

る
た

め
に

必
要
な
能
力
を
習
得
す
る
。
 

②
教

師
用

指
導

書
、

児
童

用
教

科

書
、
児
童
用
作
業
帳
（
1
-3

年
生
）

が
作
成
さ
れ
る
。
 

②
新
規
教
員
養
成
校
に
お
け
る
「
算

数
指
導
法
」
講
座
が
改
善
さ
れ
る
。

成 果 ③
 

③
（
現
職
教
員
研
修
）

国
レ

ベ
ル

講
師

の
算

数
指
導
力
向
上
 

③
対

象
国

お
よ

び
他

の
国

々
の

間
で

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
経

験
が

共
有
さ
れ
る
。
 

③
第

一
学

年
用

教
員

研
修

用
マ

ニ

ュ
ア
ル
が
作
成
さ
れ
る
。
 

③
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

を
通

し

て
算

数
教

育
の

重
要

性
が

認
識

さ

れ
る
。
 

成 果 ④
 

④
算

数
教

育
に

関
す

る
一

般
的

な
関

心
が

高
ま
る
。
 

 
 

④
第

一
学

年
用

形
成

評
価

ツ
ー

ル

が
作
成
さ
れ
る
。
 

 

②
-
1
 
算
数

1-
6
年

指
導

書
と

作
業

帳
の
バ
リ
デ
ー
シ
ョ
ン
（
試
用
）
版

が
作
成
さ
れ
る
。
 

②
-
2
 
上
記
成
果

2-
1
の
バ
リ
デ
ー

シ
ョ
ン
が
完
了
す
る
 

 
 

②
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
で

作
成

さ
れ

た

教
師

用
指

導
書

及
び

児
童

用
作

業

帳
が

ド
ミ

ニ
カ

共
和

国
の

教
育

事

情
に
即
し
た
、
初
等
教
育
算
数
科

1

年
生
-
4

年
生
教
材
の
ド
ラ
フ
ト
と

し
て
作
成
後
、
最
終
版
と
し
て
修
正

さ
れ
る
。
 

体 制
 

長
期
専
門

家
３

名
（

チ
ー

フ
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
、
副
総

括
／

業
務

調
整

、
算

数
教

育
）

 

長
期

専
門

家
１

名
（

算
数

教
育

／
業
務
調

整
）
 

長
期

専
門

家
１

名
（

算
数

教
育

／
業
務
調

整
）
 

長
期

専
門

家
１

名
（

算
数

教
育

／
業

務
調

整
）

 

長
期

専
門

家
１

名
（

基
礎

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
強

化
）
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国 名
 

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

 
（

中
間

）
 

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
 

（
中

間
／

終
了

時
）

 
ニ

カ
ラ

グ
ア

 
（

中
間

）
 

グ
ア

テ
マ

ラ
 

（
中

間
／

終
了

時
）

 
ド

ミ
ニ

カ
共

和
国

 
（

中
間

）
 

利
点

 

① 人 材 面
 

・
一
部

の
C
/
P
は

フ
ェ

ー
ズ

１
か

ら
継

続
し

て
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト

に
関

わ
っ

て
い

る
。

 
 ・
C
/
P
は
広
域

本
体

に
携

わ
っ

て
い

る
と

の
自

覚
か

ら
、
高

い
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

を
維

持
し

な
が

ら
仕

事
を
進
め
て

い
る

。
 

 

・「
C
O
M
P
R
E
ND

O
-J

I
CA

」
は

、
主

に
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
か

ら
派

遣
さ

れ
る

日
本

人
専

門
家

に
よ

る
技

術
支

援
を

受
け

て
お

り
、

そ
の

努
力

と
献

身
は

高
く

評
価

さ
れ

た
。
 

 ・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

最
大

限
の

成
果

を
生

む
た

め
、

国
内

・
域

内
リ

ソ
ー

ス
を

フ
ル

活
用

し
て

い
る
。
 

 ・
広

域
協

力
は

日
本

側
専

門
人

材
の

共
有

に
よ

り
協

力
の

効
率

化
が
図
ら

れ
た
。
 

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

広
域

協
力

の
一

環
と

し
て

計
画

さ
れ

、
P
R
O
ME

T
AM

長
期
専
門
家
が

専
門

的
な

技
術

指
導

を
、

在
ニ

カ
ラ

グ
ア

専
門

家
が

運
営

管
理

を
担

当
す

る
と

い
う

相
互

補
完

関
係

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

効
率

的
な

成
果

発
現

に
結

び
つ

い
て

い
る
。
 

・
P
R
O
ME
T
AM

長
期

専
門

家
に

よ
る

巡
回

指
導

が
実

施
さ

れ
た

。
 ・

5
カ

国
が

同
じ

課
題

に
取

り
組

ん
で

い
る

こ
と

で
、

そ
れ

ぞ
れ

の
参

加
者

が
良

い
結

果
を

上
げ

よ
う

と
す

る
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

と
な

っ
て

い
る

。
 

 

・
2
0
0
8
年

2
月

ま
で

に
延

べ
2
5

名
が

本
邦

研
修

と
広

域
研

修
を

受
講

し
て

お
り

、
コ

ア
グ

ル
ー

プ
を

含
む

帰
国

研
修

員
が

現
在

の
職

場
に

継
続

勤
務

す
る

限
り

、
算

数
教

育
に

関
す

る
知

識
と

経
験

の
教

育
省

内
へ

の
定

着
が

見
込

ま
れ

る
。

 
 

② 物 質 面
 

 
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
最

大
限

の
成

果
を

生
む

た
め

、
国

内
・

域
内

リ
ソ

ー
ス

を
フ

ル
活

用
し

て
い
る
。
 

 

 
・

広
域

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
枠

組
み

で
の

本
邦

研
修

と
広

域
在

外
研

修
に

よ
り

効
率

的
に

コ
ア

グ
ル

ー
プ

の
能

力
を

向
上

さ
せ

た
。

 
 

 

③ 技 術 面
 

・
本
邦
研

修
・

広
域

研
修

が
計

画
通

り
実

施
さ

れ
、

C
/
P
の
能
力

向
上

に
貢

献
し

て
い

る
。

 
  

・
広

域
研

修
と

国
内

で
の

日
常

業
務

を
通

じ
て

、
コ

ア
グ

ル
ー

プ
（
G
1
3
）
の

算
数

教
育

に
関

す
る

能
力

（
算

数
基

礎
学

力
、

教
材

作
成

能
力

、
指

導
能

力
）

は
向

上
し

て
い

る
。

特
に

ア
カ

デ
ミ

ッ
ク

課
の

技
官

は
算

数
の

全
領

域
で

能
力

が
向

上
し

て
い

る
。
 

 ・
日

本
人

専
門

家
に

よ
っ

て
質

の
高

い
広

域
研

修
が

実
施

さ
れ

、
目

標
・

成
果

の
達

成
に

貢
献
し
た
。
 

 ・
算
数
チ

ー
ム

の
6
人
の
技

官
は

P
R
O
ME

T
AM

長
期

専
門

家
か

・
本

邦
／

広
域

研
修

で
の

技
術

移
転

以
外

で
は

技
術

支
援

は
主

に
P
R
O
ME

T
AM

長
期

専
門

家
か

ら
受
け
て

い
た
。
 

 ・
P
R
O
ME
T
AM

長
期

専
門

家
か

ら
必

要
な

技
術

支
援

を
得

る
こ

と
が
で
き
た

。
 

 ・
第

1
コ
ア

グ
ル
ー

プ
（

中
央

レ
ベ

ル
の

C
/
P
）

各
々

が
指

導
書

・
教

科
書

を
活

用
し

た
指

導
法

に
つ

い
て

の
研

修
講

師
と

し
て

能
力

を
向

上
し

て
お

り
、

本
人

た
ち

も
研

修
や

専
門

家
の

指
導

を
と

お
し

て
知

識
を

身
に

つ
け

て
き

て
い

る
と

自
己

評
価

し

・
広

域
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

枠
組

み
で

の
本

邦
研

修
と

広
域

在
外

研
修

に
よ

り
効

率
的

に
コ

ア
グ

ル
ー

プ
の

能
力

を
向

上
さ

せ
た

。
 

 ・
長

期
専

門
家

は
必

要
に

応
じ

て
P
R
O
ME
T
AM

長
期

専
門

家
に

相
談

す
る

こ
と

が
で

き
た

。
 

 

・
本

邦
／

広
域

研
修

と
国

内
で

の
日

常
業

務
を

通
じ

て
、

コ
ア

グ
ル

ー
プ

の
算

数
教

育
に

関
す

る
能

力
（

教
科

に
関

す
る

知
識

、
教

材
開

発
能

力
）

は
向

上
し

て
い

る
。

 
 ・

コ
ア

グ
ル

ー
プ

は
教

材
作

成
プ

ロ
セ

ス
を

通
じ

て
多

く
の

知
見

と
能

力
を

身
に

つ
け

る
こ

と
が

で
き

た
と

実
感

し
て

い
る

。
 

 ・
日

本
人

専
門

家
に

よ
っ

て
行

わ
れ

た
広

域
研

修
及

び
日

本
の

経
験

に
基

づ
い

て
提

供
さ

れ
た

指
導

・
助

言
は

目
標

・
成

果
の

達
成

に
貢

献
し

た
。
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国 名
 

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

 
（

中
間

）
 

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
 

（
中

間
／

終
了

時
）

 
ニ

カ
ラ

グ
ア

 
（

中
間

）
 

グ
ア

テ
マ

ラ
 

（
中

間
／

終
了

時
）

 
ド

ミ
ニ

カ
共

和
国

 
（

中
間

）
 

ら
集

中
的

に
実

地
指

導
を

受
け

た
。

こ
れ

ら
の

技
官

が
継

続
勤

務
す

る
限

り
、

算
数

教
育

の
知

識
・

経
験

は
教

育
省

内
に

定
着

す
る
こ
と

が
期
待

さ
れ
る

。
 

 ・
P
R
O
ME
T
AM

長
期

専
門

家
は

日
本

の
経

験
や

他
の

中
米

諸
国

で
の

経
験

を
基

に
、

活
動

に
対

し
て

効
率

的
・

効
果

的
な

指
導

・
助
言
を
与

え
た
。
 

 ・
広

域
協

力
は

成
果

品
の

質
の

管
理
に
有

効
で
あ

っ
た
。
 

 ・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

も
広

域
算

数
協

力
の

枠
組

で
フ

ォ
ロ

ー
ア
ッ
プ

を
実
施

で
き
る

。
 

 

て
い
る
。
 

 ・
第

2
コ
ア

グ
ル
ー

プ
（

教
員

養
成

校
の

C
/
P
）
に

つ
い

て
は

、
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
で

の
在

外
広

域
研

修
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
教

材
使

用
研

修
、

授
業

観
察

か
ら

指
導

力
の

向
上

が
確

認
さ

れ
て

い
る
。
 

 ・
第

2
コ
ア

が
日
本

の
経

験
、

短
期

専
門

家
か

ら
の

指
導

か
ら

応
用

可
能

な
も

の
を

普
及

可
能

な
形

で
導

入
し

よ
う

と
し

て
い

る
姿
勢
が

確
認
さ

れ
た
。

 

  

④ 情 報 面
 

・
C
/
P
は
広
域

協
力

の
枠

組
み

に
よ

り
、

効
果

的
に

他
国

の
技

官
と

意
見

交
換

や
経

験
共

有
を

図
っ

て
い
る
。
 

・
広

域
協

力
は

P
R
O
M
E
TA

M
長

期
専

門
家

を
通

じ
た

日
本

の
知

見
や

広
域

協
力

の
経

験
の

共
有

に
有
効
で
あ

っ
た
。
 

 ・
広

域
研

修
は

近
隣

国
の

算
数

教
育

従
事

者
と

の
意

見
交

換
や

経
験

共
有

に
非

常
に

有
益

だ
っ

た
。
 

 

 
・

広
域

在
外

研
修

及
び

本
邦

研
修

の
際

に
、

他
国

の
コ

ア
グ

ル
ー

プ
と

知
見

・
経

験
・

情
報

・
ア

イ
デ

ィ
ア

を
共

有
し

て
い

る
。

 
 ・

5
カ

国
が

同
じ

課
題

に
取

り
組

ん
で

い
る

こ
と

で
、

受
け

入
れ

国
政

府
の

課
題

へ
の

取
り

組
み

に
対

す
る

信
用

を
生

ん
だ

。
 

・
域

内
の

他
国

と
経

験
を

共
有

で
き

た
。

 

⑤ 時 間 面
 

 
 

 
・

広
域

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
枠

組
み

で
の

本
邦

研
修

と
広

域
在

外
研

修
に

よ
り

効
率

的
に

コ
ア

グ
ル

ー
プ

の
能

力
を

向
上

さ
せ

た
。
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国 名
 

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

 
（

中
間

）
 

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
 

（
中

間
／

終
了

時
）

 
ニ

カ
ラ

グ
ア

 
（

中
間

）
 

グ
ア

テ
マ

ラ
 

（
中

間
／

終
了

時
）

 
ド

ミ
ニ

カ
共

和
国

 
（

中
間

）
 

問
題

点
／

課
題

 

① 人 材 面
 

・
P
R
O
M
E
T
AM

に
2
名

派
遣

さ
れ

る
予

定
で

あ
っ

た
算

数
教
育
専

門
家

が
1
名

し
か

派
遣

さ
れ

て
い

な
い

こ
と
で

、
P
R
O
M
E
TA

M
長

期
専

門
家

の
業

務
量

の
負

担
は

相
当
な
も

の
に

な
っ

た
。（

グ
）

 
 ・
長
期

専
門
家

は
国

内
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

と
広
域

コ
ン
ポ
ー
ネ

ン
ト

の
2
つ

の
業

務
を

有
し

て
お

り
、
通

常
の
専
門

家
業

務
に

比
し

て
負

担
が

大
き

い
。
 

 ・
長
期
専
門

家
は

他
国

へ
の

技
術

指
導

の
た

め
、
国

内
専
従
が

困
難

で
あ

っ
た

。
そ

の
た

め
C
/
P
か
ら
い

っ
そ
う
の

技
術

指
導

へ
の

要
望

が
出

さ
れ

て
い
る

。
  

・
広

域
協

力
は

専
門

人
材

の
不

足
と

効
率

性
の

追
及

上
、

や
む

を
得

な
い

選
択

肢
で

あ
っ

た
が

、
対

象
国

を
絞

り
込

み
、

各
国

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

時
期

を
ず
ら
す
こ

と
で
、
P
R
O
M
E
T
AM

長
期

専
門

家
の

負
担

軽
減

が
見

込
ま
れ
た
。
 

 ・
案

件
形

成
時

に
想

定
し

な
か

っ
た

環
境

の
変

化
に

対
し

、
派

遣
専

門
家

に
よ

る
調

整
と

運
営

指
導

、
広

域
本

体
か

ら
の

支
援

で
対

応
を

図
っ

た
が

、
専

門
家

へ
の

負
担

は
大

き
く

、
現

行
の

実
施

体
制

で
は

柔
軟

な
対

応
に

限
界
が
あ

っ
た
。
 

・
活
動
を

実
施
す

る
に

当
た

り
、

P
R
O
ME

T
AM

長
期
専
門
家
の

技
術

支
援

が
計

画
以

上
に

必
要

と
な

り
P
R
O
ME

T
AM

長
期

専
門

家
に

は
負
担
が

大
き
く

な
っ

た
。

 
 ・

活
動

が
進

む
に

つ
れ

、
教

育
省

側
よ

り
算

数
教

育
の

専
門

的
指

導
の

分
量

に
つ

い
て

「
専

門
的

ア
ド

バ
イ

ス
を

よ
り

増
や

し
て

欲
し

い
」

と
い

う
意

見
が

多
数

寄
せ

ら
れ

る
よ

う
に

な
っ

た
。
 

・
算

数
の

長
期

専
門

家
と

し
て

適
切

な
人

材
が

不
在

で
あ

っ
た

。
 

 ・
当

初
専

門
家

配
置

が
予

定
さ

れ
て

お
ら

ず
、

技
術

移
転

は
現

地
で

雇
用

す
る

算
数

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
と

P
R
O
M
E
T
AM

長
期

専
門

家
に

よ
る

も
の

と
さ

れ
、

特
に

後
者

に
多

大
な

負
担

を
強

い
た

。
 

 ・
当

初
専

門
家

配
置

が
予

定
さ

れ
て

お
ら

ず
、

シ
ニ

ア
隊

員
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

を
代

替
す

る
こ

と
に

な
り

、
本

来
業

務
に

支
障

を
き

た
し

た
。

 
 ・

他
国

の
コ

ア
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
と

の
恒

常
的

な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

は
確

立
さ

れ
て

い
な

い
。

 
 ・

必
要

性
の

低
さ

と
バ

ー
チ

ャ
ル

な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

習
慣

の
不

足
に

よ
り

、
広

域
研

修
以

外
に

各
国

C
/
P
間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
行

わ
れ

て
い

な
か

っ
た

。
 

 

・
教

育
省

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

局
の

本
来

業
務

は
、

教
材

作
成

で
は

な
く

、
民

間
企

業
が

作
成

し
た

教
科

書
を

精
査

し
、

良
い

も
の

を
選

定
・

配
布

す
る

こ
と

で
あ

る
。

し
か

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

当
該

ス
タ

ッ
フ
（

C
/
P
）
が

教
材

作
成

す
る

よ
う

に
設

計
さ

れ
て

お
り

、
彼

ら
は

当
初

戸
惑

っ
た

上
に

、
業

務
量

や
負

担
が

増
え

た
。

 
 ・

当
初

計
画

で
は

、
非

専
任

の
ロ

ー
カ

ル
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

に
よ

り
事

業
の

進
捗

を
管

理
し

、
P
R
O
ME
T
AM

長
期

専
門

家
が

2
ヶ

月
に

1
回

来
訪

し
て

協
力

を
行

う
こ

と
に

な
っ

て
い

た
が

、
当

初
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

内
容

、
規

模
、

体
制

で
は

計
画

ど
お

り
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

進
め

る
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

。
 

 ・
結

果
と

し
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

後
2
年

を
経

て
プ

ロ
グ

ラ
ム

専
門

家
を

派
遣

し
て

各
種

問
題

へ
の

対
応

に
当

た
っ

た
が

、
案

件
規

模
や

広
域

協
力

の
特

性
か

ら
当

初
か

ら
現

地
リ

ソ
ー

ス
の

み
で

の
運

営
で

は
体

制
と

し
て

不
十

分
で

あ
っ

た
。

 
 

② 物 質 面
 

 
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

、
3
～

6
年

生
用

教
材

で
は

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

で
開

発
さ

れ
た

教
材

を
変

更
せ

ず
に

バ
リ

デ
ー

シ
ョ

ン
を

行
う

こ
と

を
想

定
し

て
い

た
が

、
両

国
間

の
教

育
的

文
脈

と
国

家
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

差
異

に
よ

・
当

初
、

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

で
開

発
し

た
教

材
を

ニ
カ

ラ
グ

ア
に

適
用

す
る

こ
と

で
教

材
開

発
を

行
お

う
と

し
た

が
、

国
家

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

や
教

育
事

情
の

違
い

か
ら

、
指

導
書

・
作

業
帳

の
微

修
正

に
よ

る
教

材
開

発
を

想
定

 
・

案
件

形
成

時
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
開

発
す

る
教

材
の

内
容

や
位

置
づ

け
を

十
分

に
議

論
せ

ず
に

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

開
始

し
た

た
め

、
日

本
側

の
見

解
（

教
材

＝
教

科
書

）
と

ド
ミ

ニ
カ

共
和

国
側

の
見

解
（

教
材

＝
作

業
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国 名
 

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

 
（

中
間

）
 

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
 

（
中

間
／

終
了

時
）

 
ニ

カ
ラ

グ
ア

 
（

中
間

）
 

グ
ア

テ
マ

ラ
 

（
中

間
／

終
了

時
）

 
ド

ミ
ニ

カ
共

和
国

 
（

中
間

）
 

り
、

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
版

の
バ

リ
デ

ー
シ

ョ
ン

用
教

材
を

作
成

す
る
こ
と

に
な
っ

た
。
 

 

し
て

い
た

期
間

及
び

投
入

で
行

う
こ

と
が

困
難

で
あ

る
こ

と
が

判
明
し
た

。
 

 

帳
）

の
間

に
齟

齬
が

生
じ

た
。

 
 ・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

で
作

成
し

た
教

材
に

つ
き

、
あ

ま
り

内
容

を
変

え
ず

に
ド

ミ
ニ

カ
共

和
国

版
に

修
正

す
る

こ
と

を
想

定
し

て
い

た
が

、
両

国
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

や
、

そ
の

背
景

と
な

る
文

化
・

風
土

の
相

違
を

十
分

考
慮

し
て

い
な

か
っ

た
た

め
、

想
定

以
上

の
困

難
を

招
き

、
事

業
の

進
捗

が
当

初
期

待
さ

れ
て

い
た

と
お

り
に

は
進

ま
な

か
っ

た
。

 
 

③ 技 術 面
 

・
算
数

教
育
指

導
が

可
能

な
専

門
家

は
2
名

い
る
が

、
他
国
へ
の

技
術

指
導

の
た

め
、

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

C
/
P

へ
の
指
導

が
や

や
手

薄
と

な
り

、
彼

ら
か

ら
よ

り
多

く
の
技
術

指
導

が
要

望
さ

れ
て

い
る

。
 

  

・
P
R
O
ME
T
AM

長
期

専
門

家
の

時
間

上
の

制
約

か
ら

、
G
1
3

へ
の

十
分

な
技

術
移

転
は

難
し

く
、

G
1
3

に
と

っ
て

も
短

期
間

で
専

門
家

か
ら

授
か

る
知

識
と

ス
キ

ル
を

十
分

に
咀

嚼
・

吸
収

す
る

こ
と
は
困

難
で
あ

る
。
 

 ・
当

初
計

画
で

は
広

域
本

体
か

ら
の

技
術

協
力

範
囲

は
明

確
で

な
か
っ
た

。
 

 ・
広

域
協

力
対

象
の

各
国

で
共

通
使

用
す

る
指

標
の

標
準

化
な

ど
、

技
術

的
に

困
難

な
点

が
存

在
し

、
対

応
が

遅
れ

た
た

め
、

達
成

度
や

進
捗

を
客

観
的

に
把

握
す

る
こ

と
が

難
し

く
な

っ
て

い
る
。
 

  

・
広

域
協

力
対

象
の

各
国

で
共

通
使

用
す

る
指

標
の

標
準

化
な

ど
、

技
術

的
に

困
難

な
点

が
存

在
し

、
対

応
が

遅
れ

た
た

め
、

達
成

度
や

進
捗

を
客

観
的

に
把

握
す

る
こ

と
が

難
し

く
な

っ
て

い
る
。
 

 

・
教

材
は

グ
ア

テ
マ

ラ
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

と
の

整
合

性
を

優
先

し
て

作
成

さ
れ

て
お

り
、

P
R
O
ME
T
AM

教
材

は
参

考
に

す
る

程
度

に
と

ど
め

ら
れ

て
い

た
。

 ・
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
で

作
成

さ
れ

た
教

材
を

グ
ア

テ
マ

ラ
で

適
用

さ
せ

る
作

業
は

計
画

時
に

想
定

さ
れ

た
以

上
の

作
業

量
と

技
術

支
援

を
必

要
と

し
、

P
R
O
M
E
T
A
M

長
期

専
門

家
が

提
供

可
能

な
支

援
以

上
の

技
術

支
援

が
必

要
と

な
っ

た
。

 

・
案

件
形

成
当

時
、

算
数

教
育

専
門

家
の

派
遣

・
配

置
を

想
定

し
て

い
な

か
っ

た
。

 
 ・

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

と
ド

ミ
ニ

カ
共

和
国

の
算

数
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
に

違
い

が
あ

り
、

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

版
の

改
訂

に
は

、
想

定
以

上
の

多
大

な
時

間
を

要
し

た
。

 
 ・

広
域

協
力

対
象

の
各

国
で

共
通

使
用

す
る

指
標

の
標

準
化

な
ど

、
技

術
的

に
困

難
な

点
が

存
在

し
、

対
応

が
遅

れ
た

た
め

、
達

成
度

や
進

捗
を

客
観

的
に

把
握

す
る

こ
と

が
難

し
く

な
っ

て
い

る
。

 
 

④ 情 報 面
 

・
算
数

教
育

や
教

材
開

発
に

関
す

る
知

見
や

経
験

の
共
有
以
外

に
つ

い
て

は
、
域

内
交

流
が

限
定

的
な

も
の
に
と
ど

ま
っ

て
い

る
。

 
 

・
教

材
開

発
に

必
要

な
時

間
、

作
業

量
、

具
体

的
な

業
務

が
事

前
調

査
の

段
階

で
細

か
く

検
討
・
計
算

さ
れ
な

か
っ
た

た
め

、
結

果
的

に
野

心
的

な
プ

ロ
ジ

ェ

・
1

年
生

の
教

科
書

に
つ

い
て

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
前

に
第

1
コ

ア
に

よ
っ

て
作

成
が

開
始

さ
れ

た
が

、
事

前
の

準
備

や
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
分

析
、

ま
た

関
係

・
業

務
量

と
人

材
投

入
量

の
バ

ラ
ン

ス
に

つ
い

て
十

分
な

分
析

が
行

わ
れ

て
い

な
か

っ
た

。
 

 

・
教

材
作

成
に

必
要

な
時

間
、

作
業

量
、

具
体

的
な

業
務

が
案

件
形

成
段

階
で

細
か

く
検

討
・

計
算

さ
れ

な
か

っ
た

。
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国 名
 

ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

 
（

中
間

）
 

エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
 

（
中

間
／

終
了

時
）

 
ニ

カ
ラ

グ
ア

 
（

中
間

）
 

グ
ア

テ
マ

ラ
 

（
中

間
／

終
了

時
）

 
ド

ミ
ニ

カ
共

和
国

 
（

中
間

）
 

ク
ト
デ
ザ

イ
ン
に

な
っ
た

。
 

 ・
算

数
教

育
や

教
材

開
発

に
関

す
る

知
見

や
経

験
の

共
有

以
外

に
つ

い
て

は
、

域
内

交
流

が
限

定
的

な
も

の
に

と
ど

ま
っ

て
い

る
。
 

者
と

の
調

整
が

不
足

し
て

い
た

こ
と

か
ら

、
書

き
込

み
式

で
は

な
い

児
童

用
教

材
を

作
成

す
る

と
い

う
教

育
省

の
方

針
に

反
し

て
書

き
込

み
式

の
作

業
帳

が
作

成
さ
れ
た

。
 

 

・
事

務
所

、
本

部
と

の
十

分
な

意
思

疎
通

の
上

、
専

門
的

・
実

務
的

な
見

地
か

ら
の

検
討

を
踏

ま
え

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
形

成
が

な
さ

れ
な

か
っ

た
。

 

 ⑤ 時 間 面
 

 
・
P
R
O
ME
T
AM

長
期

専
門

家
の

訪
問

前
に

各
種

の
調

整
が

行
わ

れ
た
が
、
訪

問
は

月
1
回
ペ
ー

ス
で

あ
り

、
毎

回
の

滞
在

期
間

は
4
～
5
日
で
あ
っ
た

。
 

 ・
P
R
O
ME
T
AM

長
期

専
門

家
の

時
間

上
の

制
約

か
ら

、
G
1
3

へ
の

十
分

な
技

術
移

転
は

難
し

く
、

G
1
3

に
と

っ
て

も
短

期
間

で
専

門
家

か
ら

授
か

る
知

識
と

ス
キ

ル
を

十
分

に
咀

嚼
・

吸
収

す
る

こ
と
は
困

難
で
あ

る
。
 

 ・
教

材
の

編
集

方
針

・
計

画
が

不
明

確
だ

っ
た

た
め

、
途

中
様

々
な

変
更

が
発

生
し

、
時

間
を
要
し
た

。
 

 ・
案

件
形

成
や

事
前

評
価

の
時

間
が

非
常

に
限

ら
れ

て
い

た
た

め
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

先
方

の
理

解
が

不
十

分
と

な
り

、
そ

の
要

望
や

協
力

ニ
ー

ズ
と

協
力

内
容

と
の

ギ
ャ

ッ
プ

を
十
分
に
埋

め
切
れ

な
か
っ

た
。

 

・
ホ

ン
ジ

ュ
ラ

ス
で

の
作

成
教

材
を

ニ
カ

ラ
グ

ア
に

導
入

す
る

際
、

国
家

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

や
教

育
事

の
違

い
か

ら
大

幅
な

修
正

を
余

儀
な

く
さ

れ
、

第
一

コ
ア

グ
ル

ー
プ

が
時

間
外

の
作

業
を

行
う

、
P
R
O
M
E
TA
M
長

期
専

門
家

の
指

導
が

想
定

以
上

に
必

要
と

な
る

、
な

ど
の

事
態

を
生

じ
さ

せ
る
こ
と

と
な
っ

た
。

 

・
第

一
・

第
二

コ
ア

グ
ル

ー
プ

の
育

成
（

技
術

移
転

）
に

、
十

分
な

協
力

期
間

が
確

保
さ

れ
て

い
な

い
。

 
 

・
P
R
O
M
E
TA
M
長

期
専

門
家

の
ド

ミ
ニ

カ
共

和
国

訪
問

は
2
ヶ

月
に

1
回

の
ペ

ー
ス

で
あ

り
、

毎
回

の
滞

在
期

間
は

実
質

3
日

間
で

あ
っ

た
。

 
 ・
P
R
O
M
E
TA
M
長

期
専

門
家

の
時

間
上

の
制

約
か

ら
、

コ
ア

グ
ル

ー
プ

に
対

し
て

十
分

な
技

術
移

転
を

行
う

こ
と

は
難

し
く

、
コ

ア
グ

ル
ー

プ
に

と
っ

て
も

短
期

間
で

日
本

人
専

門
家

か
ら

授
か

る
知

識
と

ス
キ

ル
を

十
分

に
咀

嚼
・

吸
収

す
る

こ
と

は
困

難
で

あ
る

。
 

 注
：
上
記
分
析
は
、
各
国
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
中
間
評
価
あ
る

い
は
終

了
時
評
価
報
告
書
か
ら
、
広
域
協

力
に
関
わ
る
事
項
の
み
を
抜
粋
し

た
も
の
で
あ
る
。
各
国
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
に
関
す
る
評
価
結
果
の
詳
細

は
、
各
国
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
中
間
評
価
あ
る
い
は
終
了
時
評
価
報
告
書
を
参
照
の
こ
と
。
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